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日米データベース流通構造比較調査

は じめに

1999年 度 に、日米 のデー タベー ス産業力 格差 の諸 要因解 明 と、格 差縮小 の手 だて

を講ず る 目的を もって発足 した(財)デ ー タベ ー ス振興 セ ンターに よる 「日米 デー タベ

ー ス流通構造 比較調 査委員 会」は
、引き続 き本 年度 も、米 国内の主要デー タベ ー ス業者

お よび 団体 に対す る現地調 査、お よび 国内主要デー タベ ー ス業者 に対す る聞 き取 り調 査

を行い 、我 が国デ ー タベー ス産 業 の発展 に必要 な方策 と課題 を明確化す るべ く活動 した。

昨年度の調査では、分野別にデータベース産業を比較すると日米間では中心となる分

野が異なることが明確になった。さらに格差の要因として、データベース発展の歴史的

背景、企業の情報収集需要の大きさ、通信コス ト価格、インターネット普及率等の日米

間の差をベースにして、好調な米国経済が各種情報利用を促進している事や資金調達の

しやすさ等の要因が明らかにされた。

これら昨年度の調査をふまえて、本年度はさらに国産データベース流通阻害要因の分

析と解明に重きを置き、昨年調査 しきれなかった米国データベース業者への現地調査を

行った。今回の現地調査で浮き彫 りとなった事は、データベース産業は、単に情報の検

索手段の提供ではなく、各種の付加価値機能、コンテンツの管理 ・配信、経営 ・技術戦

略支援の知識ベースの提供等総合的な情報産業を目指 している点である。

また米国内市場がそろそろ飽和状態になっているとの見解があり、日本やヨーロッパ

市場への販売を強める動きも見られ、国内のデータベース産業への影響も懸念される。

本調査委員会は、本年度をもって一応の区切 りとするが、経済規模が比較的近いとさ

れるヨーロッパのデータベース産業との比較、我が国における分野別データベースの売

り上げ規模の継続的調査、米国でのIT環 境の急速な変化 に伴 う技術変革への対応状況

の追跡調査等が引き続き必要との指摘がなされている。

「日米データベース流通構造比較調査委員会」

委員長 大要女子大学 木本幸子
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1調 査の概要

1.1調 査 目 的

従 来、 「デー タベ ース 白書 」におい て、米 国 と日本 のデー タベ ー ス産 業力 の比較 が行

われ て きた。デー タベ ー ス産 業力 の指標 であ る売上高 でみ る と、米国 はわが国 の12.

8倍(1998年)と 圧 倒 的に優位 にたってお り、ここ数年 は 日米 にお け るデー タベー

ス産 業力 の格差 が ます ます拡大 しつつ ある と指摘 されて きた。この よ うな、日米 間で の

大 きなデー タベ ース格差 お よび その差異の ます ます の拡 大 につ いて 問題 視 され 、その要

因 として英語 とい う言語 に よる市場優位性 、米 国経 済の好況 を背景 と した情報 技術(I

T)産 業の投 資意 欲の差 な どが指摘 されて きた。 しか し、日米 デー タベー ス格 差 の要因

につ いては、実態調 査 に基 づ くものではな く、実証性 に乏 しい もので あった。

そこで、昨年度(1999年 度)に 、格差要因を比較分析す るためのアプローチの検

討、データベース利用に関する基礎的統計データの収集、米国内の主要データベース事

業者や業界団体に関する現地調査、国産データベースの流通阻害要因の分析などを課題

とする、 「日米データベース流通構造に関する比較調査」を実施した。

昨年 度 の調査 で は、分野別 にデー タベー ス産 業 を分類 し、米 国 と 日本 のデー タベ ース

産業 間で比較す るこ とで、米 国 と日本 のデー タベー ス産業 とで は中心 とな る分野 が異 な

ってい るこ とが明確 にな った。米 国では売上規模 は株式 取引 関連 、市場 、財務ニュース・リサ

ーチの順 で あ?た が
、わが 国では最新ニュース・研 究開発 、株 式取 引関連 、信用 とな ってお り

大 き く異な っていた。 わが国で は、米 国に比べて株式取 引関連 、市場 、財務ニュース・リサーチ

分野 の売上規模 が小 さ く、今後 、産 業規模 の拡大 の可能性 が大 きい ことが指摘 され た。

日米 でのデー タベ ー ス産業 の格差 の要因は、お もに、米国 での実 態調 査 に よる結果 か

ら、歴 史的 な背景 の差 、使 用言語 の違 い、イ ンターネ ッ ト普 及率 、米 国で の産 業の リス

トラクチ ャに よる企 業の情報 の需要 、通信 コス トの差 、米国経 済の好 況がデー タベ ー ス

利用 を促進 、米 国では新規 のデー タベ ース企業が民 間か ら資金 を調達 しや すい こと、な

ど多 くの要 因が浮 き彫 りになって きた。これ らの要 因には歴 史 的な もの もあ り、簡 単 に

は埋 める ことが出来 ない もの も多いが 、い くつかの要因 につい ては、今 後の民 間お よび

政府機 関 の努 力 によ り解 決で き るもの がある と指 摘 された。

一方 で
、今 後 とも、わ が国にお ける分野別 売上規模 の継続 調査 、わが国に比較的 近い

と予想 され る ヨー ロッパ のデー タベ ー ス産業 との比較、日米 デー タベー ス産 業の格 差の

要因 、な どの さらなる分析 が必要 で あるこ とが指摘 され た。

本年度の調査では、昨年積み残 した上記の課題を踏まえて 「日米両国間のデータベー
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ス産業の流通構造」の比較検討をさらに進め、格差をもたらす諸要因を解明し、わが国

データベース産業の発展に必要な課題を明確化する。

4



日米データベース流通構造比較調査

1.2委 員会の構 成

委員長 木 本 幸 子

副委員長 長 塚 隆

委 員

(株式)中 島 淳 元

(市場)小 林 良 子

(財 務)

(信 用)

(法 律 ・税 務

行 政)

(ニュース・研 究)

(消費者向け)

片 田 佳 宏

真 柄 秀 明

大 友 幸 雄

上 原 勇 作

大 山 勝 弘

浅 村 司

オブザーバー:藤 森 草 子

横 溝 一 陽

畑 中 恵

大要 女子大学 家政学部 助教授

株式 会社 ジー ・サーチ ネットワークビジネス本部 主席 部長

株式会社QUICK社 長室 部長

株式会社 日本能率協会総合研究所 情報サービス室

閲覧ディレクター

株式会社野村総合研究所 投資情報サービス部長

株式会社東京商工リサーチ 取締役/社 長室 室長

株式会社TKCLEX/DB営 業部部長

株式会社エ レク トロニック ・ライブラリー 営業部長

財団法人日本特許情報機構 研究 ・開発準備室 室長

ニフティ株式会社 コンテンツ部 部長代理

財団法人データベース振興センター 専務理事

財団法人データベース振興センター 企画部長

財団法人データベース振興センター 企画課長

ジー ・サー チ 内 プ ロジ ェ ク トチ ー ム

主任研究員

研究員

補助研究員

篠田達郎

吉田真起

長谷川均

杉山岳文

久保田雄彦

山崎伊都子

中保亜朱美

株 式会社 ジー ・サーチ コンテ ンツ部 担 当課 長

株式会社 ジー ・サーチ コンテ ンツ部 担 当課長

株 式会社 ジー ・サーチ 製品 開発部 担 当課長

株式会社 ジー ・サーチ 製 品開発部

株式会社 ジー ・サーチ コンテ ンツ部

株式会社 ジー ・サーチ コンテ ンツ部

株式会社 ジー ・サーチ コンテ ンツ部
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1.3本 報告書 の要 旨

わが 国のデー タベー ス産業力 はア メ リカのそれ に対 して、現状 では大 きな格 差 がつい

てお り、その差 は ここ数年 間で さらに拡 大傾 向に ある(図1-3-1)。 実 際、1995

年 はわ が国の1,973億 円に対 して アメ リカ は1兆4,083億 円 と7.1倍 であった が、直近

の1999年 では、わが国の2,683億 円に対 してア メ リカは4兆2,525億 円 とそ の差 は15.8

倍 と大 き く拡大 してい る。 売上高 の伸び 率で は1995年 を100と す る と、1999年 には

わが国の136%に 対 して 、アメ リカ は302%と 大 きな差 が付いて い る。 為替 の変 動 に よ

る要因 を除い て ドル ベー スでみて も254%と この4年 間での米国 の伸び はわが国 を大 き

く上回 ってい る。

この よ うにアメ リカ とわ が国の間で は、デー タベー ス産業 の規模 が近年10倍 以 上 の

大 きな格 差が生 まれ 、そ の差 がます ます 拡大 してい るこ とがわか る。この要因 と して 、

アメ リカにお けるWeb環 境 の急速 な進 展 、ア メ リカ経 済の好況、 ア メ リカ での新 規企

業の参入 の多 さな どが指摘 され て きた注1)。

日米 間のデ ータベ ース格差 につい ては、1999年 度 か ら調査 が行 われ 、① デー タベ

ー ス産業 の歴 史的 な背景 の相違 、② 日本 のデー タベ ース産業 が独 立 した企 業体 となって

い るものが少 な く他 の産 業 を主 とす る企業 の兼 業で あ るケー スが多 い、③ 通信 コス トの

差 、④英 語 と日本語 とい う使用言語 の違 い、⑤ ア メ リカでの コン ピュー タ以前 のカー ド

方式 な どでの情報検 索の考 え方 の進 展 、⑥ アメ リカで の政府 支援 に よる大 きな コン ピュ

ータ化 プ ロジェク ト
、⑦ ア メ リカで は常 に産 業の リス トラクチ ャが情 報へ の需 要 を促進 、

⑧ イ ンターネ ッ トの普及 率 の相違(わ が 国で は全 家庭 の10%に 対 しアメ リカで は4

0%以 上)、 ⑨ア メ リカ経 済の好況 、⑩ ア メ リカでは新規企業 が民間か ら資金 を調達 し

やすい、 な どに集 約 され た注2)。

2000年 度 の調査 による と、上記 に加 えて表1-3-1の よ うに、① 世界 の情報

を網羅 的に集 約、② マーケ ッ ト規模 の相違 、③情報 ニー ズの低 さ、④情 報提供力 の格差 、

⑤ イン トラネ ッ トの活 用格差 、⑥ マー ケ ッ ト情報 の利 用 、な どの要 因が指 摘 され た(詳

細 は本報 告書4章 の4参 照)。

(1)わ が国デー タベー ス産業 の世界 にお け る位置

デー タベー スサー ビスは1970年 代 にアメ リカで ス ター トし、その後 、1980年 代 に

注1)デ ー・一夕ベ ース 白書2000通 商 産 業省 監修(財)デ ー タベ ース振興セ ンター編

注2)日 米 デー タベ ース流通構造比較調 査報告書(財)デ ー タベ ース振興セ ンター(2000 .3)
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入 る と新聞 ・判 例 ・業 界誌 な どの全 文デー タベ ースが増大 し、提 供分野 も科学技 術 ・法

律 な どか ら新 聞 ・金融 ・マー ケテ ィング ・信 用情報 な どに大 きく広が って きた。現在 は、

1990年 代後 半 か らのイ ンターネ ッ トの急速 な普及 に よ り、Webベ ースで のデ ー タベー

スサ ー ビスが大 き く拡大 してい る。この よ うな中で、アメ リカ のデー タベー ス産 業は、

逸早 くイ ンターネ ッ トへ の対応 に成功 した こともあ り、4兆2,525億 円 と世界 の売 上高

の65.8%を 占め圧倒 的 な強 さを維持 してい る(Simba社MarketReview2000)。

図1-3-1日 米 データベースサービスの売上推秒

米

末

日

囲

圏

口

重

1995

万 ドル)14,972

円)14,083

円)1.973

1996

22,823

24,831

2,354

1997

25,441

30.784

2,578

1998

32,956

43,103

2.910

1999

37,388

42,525

2,683

年

注1単 位 百 万 ドル 。 ア メ リ カ の 売 上 高 はSimba社MarketReView2000よ り作 成 。1998年 の ア メ リカ 売 上 高 は

Simba社 の2000年 レポ ー トで の修 正 を 反 映 した も の に な って い る。 米 国 の 売 上 は 、 ビジ ネ ス 専 門 向 け と 消 費 者

向 け と を合 計(イ ン タ ー ネ ッ ト、CD・ROMを 含 む)し た もの で 、 ア メ リカ に 本 社 をお ク情 報 サ ー ビス 業 の 全 世

界 に お け る 売 上 高 。 従 っ て 、ReutersやReedElsevierの 売 上 分 は除 外 され て い る。

注2単 位 億 円。1995年 は1ド ル=94.06円 、1996年 は1ド ル=108.80円 、1997年 は1ド ル=12LOO円 、

1998年 は1ド ル=130.79円 、1999年 は1ド ル=113.74円 で 換算 した。

注3「 特 定 サ ー ビス 産 業 実 態 調 査jの 平 成7,8,9,10,11年 版 よ り作 成。

表1-3-1日 米 デー タベー ス産 業間の格差 要因

1. アメリカのデータベース事業者のなかで成功 しているところは世界の情報を網羅

的に集めている。

2. 株式取引情報ではアメリカの株式市場規模が約10倍 あるので、約10倍 の格差は

やむを得ない。

3. わが国における情報ニーズの低さ

4. 情報提 供力 の弱 さ。 検索 イ ンター フェー スや コンテ ンツの内容構成 力 の弱 さ。

5. わが 国 ではイ ン トラネ ッ トを活 用 しきれ ていない。

6. わ が国 ではマ ー ケテ ィン グの発想 が とぼ しい。 取引 にマー ケテ ィングの考 えが組

み込 まれ ていない。

注:2000年 度の日米データベース流通構造比較調査による。
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日本 、米 国、世 界のデー タベ ー ス産 業 にっ いて 、分野 ごとに売 上規模 を比較 した(表

1-3-2)。 世界 お よび米 国デー タベ ー ス産 業の売上規模 はSimba社 の レポー トか

ら算 出 した。わが国 の分 野 ご との売上規模 は 日米 デー タベー ス流通構 造比較調 査委 員会

での推計 で あ り、売 上の合計値 は 「平成11年 特 定サー ビス産業実 態調 査」 に よる。

米国 では株式取 引関連情報 サー ビスが7,976億 円で全体 の202%を 占め、全 分野 を

通 じ最 も売上 が多 く、続 いて市場情報(6,528億 円で16.5%)の 順 とな って い る。昨年

は財務 ニ ュー ス ・リサーチ、信 用情報 が これ に続 い ていたが、本年 は特 定市場 向 けサー

ビスが昨年 の695億 円(全 体の2.6%)か ら6,342億 円(全 体 の16.0%)へ と約9倍

に急増 したた め、順位 が大 き く入 れ替 わ ってい る。消費者 向 けサー ビスは8,284億 円 と

単一の分 野 と して は最大の売 上規模 であ る。日米 での消費者 向 けサー ビスでの大 きな差

異は、世 界お よび米 国が全 売上で あ るのに対 し、わが国はデー タベ ース のみ の売 上で あ

るた めに よる。また 、特定市場 向 けサー ビス も電子商取 引 との複合 サー ビスで あ るケー

スが多 く、電子 商取 引の売上 も含 まれ大 きな売上 とな ってい る。これ らを除い た株 式取

引関連 、市場 、財務 ニュース・リサーチ、信 用 、法律 ・税務 ・行政 、最新ニュース・研 究開発 の6種

類の ビジネ ス向けサー ビス合計 で見て も、ア メ リカはわが国の10.1倍 とな ってお り、

昨年 の8.1倍 に比べ格差 が大 き く広 が ってい る。わ が国が最新ニュース・研 究 開発 、信用 、

法律 ・税務 ・行政情 報 の分野 でア メ リカ に対 して健 闘 してい る状況 は昨年 と同様 で あ る

が、残 念 なが ら各分 野 とも昨年 に比較 して格差 は拡大 している。

表1-3-2日 本 ・米国 ・世界の 枇/オ ンラインサービス分野別売上0999年:単 位億円)

分 野 名 世界 米国 日本 世界/日 本 米国/日 本

株式取引関連 11,730 7,976 650 18.0 12.3

市場 9,600 6,528 50 192.0 130.6

財 務 ニ ュー ス ・リサ ー チ 5,914 4,022 250 23.7 16.1

信用 4,566 3,105 400 11.4 7.8

法律、税務 、行政 2,320 1,578 250 9.3 6.3

最新ニ ュース ・研究 開発 2,124 1,444 850 2.5 1.7

特定市場 9,327 6,342 100
一 一

健康 ・保健情報 398 271
一

消費者向け 8,284 8,284 70 118.3 118.3

不 明 一 一 63 一 一

合 計 54,263 39,550 2,683 20.2 14.7

注1世 界 、米 国のの売上 はSimba社 のMarketReview2000に よ る。米 国の売上は、 ビジネ ス向 け と消費

者 向け とを 合計(イ ンターネ ッ ト、CD-ROMを 含 む)し た もので、アメ リカ に本社 を置 く情 報サー

ビス業 の全世界 にお ける売上高。従 って 、ReutersやReedElsevierの 売 上は除外 され てい る。

注2米 国 の各分野 ご との売 上は7種 類 の ビジネス サー ビス を合 計 した売 上 が世 界 の68%で あ るので

(Simba社 の 上記 レポー ト)、各分 野の売上 が世 界の該 当す る分野 の売上 と同 じ比 率で ある と仮定 し

て計算 した もの で ある。消 費者 向けサー ビスはすべ て米国 のサー ビス会社 に よるものなの でその ま

ま とした。Simba社 の推 定にはわ が国の消費者 向けサー ビスは加 え られ ていない。

注3円 貨 に よる米国 の売上金額(1999年)は1ド ル=113.74円 で換算 し算出 した。

注4わ が国の売上金額(1999年)は 本委員会 での調査 ・イ ンタビューな どによる推 定値で あ る。
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(2)ア メ リカデ ー タベー ス産 業の新 しい動 き

米 国お よび 日本 ともWeb環 境の急速 な普及 は、従来 の情報産業(デ ー タベー スサ ー

ビス)の 業態 に大 きな変革 をせ まってい る。特 に、アメ リカのデー タベ ースサー ビス元

はイ ン トラネ ッ トの普及 、パ ーム コン ピュー タ ・携帯電話 のよ うな ワイア レス環 境 の普

及 に対応 したデ ー タベ ース販売 に力 をいれてい る。

デ ー タベー ス利 用 の拡 大の ために、利用 しやす い検索イ ンター フ ェースの 開発 に大 き

な投 資 を継続 して い るサー ビス元 が多い。また、デー タベース企業 は原 情報 の検 索手段

のみ を提供 してい たが、これ か らは これ らの情報 に加 えて コンテ ンツ管理 、コンテ ンツ

配信 あるい は経 営 ・技術戦 略プ ランな どを支援 で きる知識ベー スの提供 に変 わって ゆ く

であ ろ うと考 え られ てい る。 米 国のWest社 やIMSHealth社 な どでは 、企 業 内に

Universityと 呼称す る組織 を作 り、意識 的に顧客 との関係 を単 に販売す る人 と購入す

る人 では な く、顧客 に役 立つ情報 を提 供 し、顧 客の技能 ・能力 向上 を支援 す る人 とい う

関係 に変革す るこ とで、安 定 した顧 客関係 を構築 す る取 り組みが広 ま りつつ あ る。もち

ろん、 この企業 内Universityで は社員 の能力 を向上 させて ゆ くための社 内教育 の 充実

も重 要 な課題 とな ってい る。

'
ア メ リカお よび わが 国 とも広 告モ デル でのデー タベー スの提供 が大 き く広 が った年

で もあ った。一方 では、アメ リカ政府 の政策 に よる医学や特許 な どの知的財 産権 に 関す

る無料 での情報 サー ビスが広 ま り、民 間でのデ ー タベースサー ビスのあ り方 との関係 が

議論 にな った。 この よ うに、アメ リカのデー タベ ース産 業は、モバ イル環境 、イ ン トラ

ネ ッ ト・イ ンターネ ッ トの普及 に対応 して大 き く変化 しつつ ある。デー タベー ス産業 を

構成す る分野 ごとに、日米 デー タベー ス産業力 の格差要因 を今後 ともよく分析 して ゆ く

こ とが、わが国デ ー タベー ス産 業の今後 の方 向を探 る上で も重要 なポイ ン トとな ってい

る。

(3)今 後の課題

① 日米格差の要因は、データベース産業を構成する領域ごとの分析により、明確

化できたが、今後とも、アメリカでの領域ごとの分析に対応するわが国のデー

タの分析が重要である。

② 今 回は 日米 のデー タベー ス産 業 間の比較 を行 ったが 、わが 国 とデー タベ ース産

業 の規模等 同 じよ うな水準 に ある と考 え られ る ヨー ロッパ諸 国の状況 と比較す

る ことも必 要で ある。

③ さらに、わが 国お よびア メ リカ にお け るデ ー タベー スの利 用形態 がパ ー ム コン
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ピュー タ ・携 帯電 話 な どワイ ア レスで のデー タベー スあ るいはイ ン トラネ ッ ト

で の利 用 あ るいは電子商 取 引 との連 携 な ど大 き く変 わって い るの で、今後 とも

分野別 の動 向の実態把握 が必 要 であ る。

④新たな傾向である調査報告書のPDF化 、電子新聞の広告モデルか ら有料購読モ

デルへの変換の兆し、電子雑誌、電子本などアメリカが先行している新たなデ

ータベースの範囲の拡大を反映した統計 ・調査が今後必要である。
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2日 米 のデー タベース産 業 とイ ンター ネ ッ ト

2.1日 米デー タベー ス産 業の発展 経過 と現状

デ ー タベー ス産業 は1960年 代 の 当初 スター ト時か らア メ リカが わが国 よ り大 き く先

行 していた。ア メ リカで は、1950年 代 の後 半か ら1960年 代 にか けて、国防総省 に よ る

防空 のた めのSAGE、 ア メ リカ ン航 空 での航 空券 予約 のためのSABRE、 マサチ ューセ

ッツ工科 大学(MIT)に よる技 術文献 を検 索す るた めのTIPな どコン ピュー タを遠 隔地

か ら操作す る様 々なオ ン ライ ン検 索の ための実験 が試 み られ た。 この時期 が、ア メ リカ

で のオ ン ライ ンデ ー タベ ー スの実用 化へ の第一歩 とされ てい る。

1960年 代 の後半 に は、カ リフォル ニア州 にあった ロッキー ド社やSDC社 がオ ン ライ

ンでの文献情 報の検 索 システ ムを発展 させ た。 これ らは、 コン ピュー タを遠隔地 か ら操

作 す るた め の各 種 の装 置 ・ネ ッ トワー クの 開発や 展 開 とも歩調 を と りな が ら、 後 の

DIALOGやORBITシ ステ ムに繋が って行 った。

これ らの オ ンライ ンで のデ ー タベー ス利 用の試 みがな され る一方 で、1960年 代 には各

種 の学術 雑誌 か ら文献 情報 を集 めた抄録誌 や索引誌の電子的 な編集 が始 まった。 これ ら

の抄録誌 や索 引誌 には、 医学 文献 を集 めたINDEXMEDICUS(オ ン ライ ン ・デー タベ

ース名 はMEDLINE)
、教 育学の文献 を集 めたERIC、 米 国政府 技術 レポー トな どを集

めたNTIS、 化学文 献 ・特許 を集 めたChemicalAbstracts(オ ンライ ン ・デ ータベー ス名

はCAフ ァイル 、CASearch)な どが あった。

1970年 代 の初期 に な る と、DIALOGやORBITシ ステ ムな どに よるオ ン ライ ン ・デ

ー タベ ー スの商用 でのサ ー ビスが開始 され た
。1970年 代 に開始 され たオ ンライ ン ・サー

ビスは規模 も小 さく、DIALOGサ ー ビスを開始 したDialog社 の サ ミッ ト社長 のい う全

て の知識 を集 めた電 子図 書館 と呼ぶ に はまだ ほ ど遠 いものであった注1)。

世 界 の デ ー タベ ー ス 数 はGaleDirectoryofDataba8es2001注2)に よ る と、1975年 に

は わ ず か に300ほ どで あ っ た が 、1982年 に は773と 倍 増 した 。 オ ン ライ ン ・デ ー タ ベ

ー ス 数 は
、そ の 後 も急 速 に増 加 し、1990年 に は6,750、1996年 に は10,033と1万 を超

え、2000年 に は12,417と 増 加 し続 け て い る(表2-1-1、 図2-1-1)。 世 界 の

注1)日 米 デ ー タ ベ ー ス 流 通 構 造 比 較 調 査 報 告 書
、 平 成11年 度 、(財)デ ー タ ベ ー ス 振 興 セ ン タ ・一一(2000.3)

注2)Thestateofdatabasestoday:2001
,MarthaE.W沮iams,GaleDirectoryofDatabases,

Vo1.1:0nlineDatabase82001,Part2.2001よ り
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デー タベ ース数は、1980年 代 の よ うな急激 な増加 はない が、1990年 代 を通 じて増加傾

向にあ るこ とに変 わ りはない。

図2-1-1デ ータベース数の変化
(Thestateofdatabasestoday:2001;MarthaE.Williams,Gale

directoryofdatabases,Vol.1:0nlinedatases2001,part2.2001よ り)
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地 域 別 に デ ー タベ ー・一・ス 数 を 比 較 す る と、2000年 で は北 ア メ リカ7,334種 類(63.2%)、

西 ヨー・・ロ ッパ3,546種 類(30.5%)、 ア ジ ア418種 類(3.6%)、 オー ス トラ リア197

種 類(1.7%)、 東 ヨー ロ ッパ77種 類(0.7%)、 南 ア メ リカ29種 類(02%)、 ア フ リ

カ8種 類(0.1%)の 順 とな っ て い る(表2-1-2)。 デ ー タベ ー ス の 作 成 を 地 域 的 に

見 る と、ア メ リカ が 中 心 とな る北 ア メ リカ が 圧 倒 的 に 多 く全 世 界 の63.2%と 約3分 の

2を 占め て お り、次 い で 、西 ヨー ロ ッパ が30.5%と な っ て い る。この2つ の 地 域 で93.7%

とな っ て お り、全 世 界 の デ ー タベ ー ス 作 成 の 圧 倒 的 な部 分 が 集 中 して い る こ とが 分 か る

(図2-1-2,表2-1-2)。

地域別 のデ ータベ ー ス数 を1991年 と2000年 とで比較す る と、 この約10年 間 で、北

ア メ リカ は1991年 の4,424種 類 か ら7,334種 類へ とデー タベ ース数 は66%増 加 してい

るが、全世 界のデー タベー ス数 に 占め る比率 は70.7%か ら63.2%へ と約7%減 少 してい

る。一方、第2位 であ る西 ヨー ロ ッパ は1,473種 類 か ら3,546種 類へ と141%増 とデ ー
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タベー ス数 が 北ア メ リカ よ り大 き く増加 してい る。 全世界のデー タベ ース数 に 占め る西

ヨー ロッパ の比率 は1991年 の23.5%か ら2000年 の30.5%へ と7%増 加 してい る。 こ

の こ とか ら、全世 界のデー タベ ース数 に 占め る北ア メ リカの比率の減少 は西 ヨー ロッパ

のデー タベー ス数の急激 な増加 によった もので ある と言 える。わが 国が含 まれ るアジ ア

地域 は1991年 の183種 類 か ら2000年418種 類へ と128%増 と大 き く増加 してお り、

全世界 のデー タベー ス数 に 占める比率 も2.9%か ら3.6%へ と増加 して い る(表2-1-2)。

表2-1-1デ ー タ ベ ー ス数 の 変 化

年 データベース数

1975 301

1979 528

1982 773

1985 3,010

1988 4,200

1989 5,578

1990 6,750

1991 7,637

1992 7,907

1993 8,261

1994 8,776

1995 9,207

1996 10,033

1997 10,338

1998 11,339

1999 1t681

2000 12,417

注Thestateofdatabasestoday:2001.MarthaE.W沮iams,GaleDirectr)ryofDatabases,Vol.1:

OnlineDatabases2001,Part2.2001よ り作 成 。

1980年 代 か ら1990年 代 にお けるデー タベ ースの種類 の大 きな増加傾 向 は、提 供デー

タベ ースの 内容 も大 き く広 がってきた こ との反映 で もあ る。1980年 代 には、パ ソコンの

普及 もあ り、科 学技術分 野の抄録誌や 索引誌 な どの二次資料 に基 づ くデー タベ ース だけ

で な く、各企 業の住所 、代表者名 、売 上な どを収録 した企業デ ィレク トリ、各種 ニ ュー

ス レターや ビジネ ス誌 な どか ら新 製 品や 企業 動 向にっ いての情 報 を集 めて収録 す る ビ

ジネ スデー タベ ース 、あ るい は法律 、社会 科学、新聞、ニ ュー スな ど新 しい分野 のデー

タベ ース を加 え提 供デ ー タベー ス数 が急速 に増加 し、利 用 の範囲 が広 が って いった と言

える注3)。

注3)最 新 オ ン ライ ン情報源 活用法
.日 本デー タベー ス協会編.日 外ア ソシエー ツ(1998)
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隅991

図2-1-2地 域 別 の デ ー タ ベ ー ス 数

(注Thestateofdatabasestoday:2001,MarthaE.Williams,

GaleDirectoryofDatabases,Vol.1,2001よ り)

■オー ストラリ

ア

ロァジア

表2-1-2地 域 別の デー タベース 数

1991 1995 1998 2000

地域名 年 比率 年 比率 年 比率 年 比率

アフリカ 7 0.1% 13 0.2% 14 0.1% 8 0.1%

アジア 183 2.9% 320 3.8% 388 3.7% 418 3.6%

オーストラリア 119 1.9% 190 2.2% 171 1.6% 197 1.7%

東ヨーロッパ 11 0.2% 178 2.1% 193 1.8% 77 0.7%

北 アメリカ 4,424 70.7% 5,865 68.8% 6,715 63.4% 7,334 63.2%

南 アメリカ 44 0.7%
-28

0.3% 25 α2% 29 0.2%

西 ヨー ロッパ 1473 23.5% 1,931 22.7% 3,092 29.2%

.

3,546 3α5%

合計 6,261 100.0%

■

8,525 100.0% 10,598 100叉)%

.

11,609 100.0%

注Thestateofdatabasestoday:2001,MarthaE.Williams,GaleDirectoryofDatabases,VoL1:

O亘hnedatabases2001,part2.2001よ り 作 成 。

1980年 代の半ばには、オンライン ・データベースで提供される情報はそれまでの科学

技術論文を集めた索引誌や抄録誌に基づく索引情報や企業ディレクトリなどだけでな

く、新聞やニュースの全文情報や様々な統計 ・数値情報などがオンラインで提供される

ようになった。この時点で、索引(原 資料から抽出 された書誌情報を中心とする)情 報

と全文情報の両方がオンラインで提供されるようになった。

1990年 代以降、オ ンライ ンで提供 され る情報 はデー タベー ス数か らも、新聞 な どの全

文情報 が多 くな るな ど収録 情報 の範 囲 の うえか らもさ らに拡大 し続 けてい る。DIALOG
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やLEXIS・NEXISな どの システ ムはア メ リカ を中心 とした情 報源か ら全世 界 の情報 を

集 める よ うに、そ の収録デ ー タベ ースの範囲 を広 げた。一方 では、アス キー形 式 な どの

コー ドデ ー タの限 界 を フ ァ ックスや特許 や 商標 な どのイ メー ジデー タを送 信 出来 る よ

うにす る ことな どで補 い 、 システ ムの機 能が拡充 された。

この よ うに、デー タベ ー スの種類 の増加や 、提供形態の拡大 が1980年 代 お よび1990

年代 の前半 を通 じて起 こ り、デー タベ ース産 業の規模 が拡大 して きた。 しか し、1990

年代 の後半 にはイ ンターネ ッ トの急速 な普及 が始 ま り、それま でのデ ータベ ー ス産 業 の

発展 とは質的 に異 な る様 々 な変 化が生 じてい る。

世 界の電子情報(デ ー タベ ース)産 業 はWeb/オ ンライ ンサー ビス 、CD・ROMマ ル

チメデ ィア、 オーデ ィオ テ ックス の形 態 に大 き く区分 され る。 デー タベ ー ス産業 は

1970年 代 にアメ リカでス ター トし、そ の後 、1980年 代に入 る と新 聞 ・判例 ・業界誌 な

どの全 文デー タベ ー スが増大 し、提供 分野 も科学 技術 ・法律 な どか ら新聞 ・金融 ・マー

ケテ ィング ・信用 情報 な どに大 き く広が ってきた。 また、1980年 代 には、CD-ROM

で のデ ータベー スの提供 も盛 んにな った。 しか し、現在 では、1990年 代後 半か らのイ

ンターネ ッ トの急速 な普及 によ り、Webベ ース でのデー タベ ースサー ビス が大 き く拡

大 している(図2-1-3)。

世界 の電子 情報(デ ー タベ ー ス)産 業は、Web!オ ンライ ンサー ビス、CD・ROMマ ル

チ メデ ィア、オーデ ィオ テ ックスを合 計 して、1999年 で568億 ドル(6兆4,604億 円)

の規模 になってい る。 この うちで、Web/オ ンライ ンサー ビスは478億 ドル(5兆4 ,367

億 円)で 全体 の84%を 占めてお り、電子 情報産業 の中心 をな してい る。

図2-1-3世 界 の 電 子 情 報 サ ー ビスの 種 類 別 売 上

(1999年)Simba社Ma・ketReview2000よ り作成。

568億 ドル

CD-ROM/

マ ルチメディア

76億 ドル

(13%)

オ ンライン/

消 費者 向け

73億 ドル

(13%)

オー ディオ

テックス

15億 ドル

(3%)

オ ンライン/

ビジネス・プロ

フェショナル

405億 ドル

(71%)
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世界 の電 子情報(デ ー タベ ー ス)産 業 の地域別 売上 を見 る と、 アメ リカのデー タベ

ー ス産業 は373 .9億 ドル(4兆2,525億 円)で 全世 界の売上 の約66%を 占めてい る。 ヨ

ー ロッパ が これ に続 いてお り、152.5億 ドル(1兆7,345億 円)で 全世 界の売上 の27%

である。 ア メ リカのデー タベ ース産 業 は、逸 早 くイ ンターネ ッ トへ の対応 に成 功 した こ

ともあ り、4兆 円を超 える規模 で あ り、世 界の売上高 の約66%を 占め圧 倒 的な強 さを維

持 してい る注4)。

2-1-4世 界 の 電 子 情 報 サ ー ビス の

地 域 別 売 上(1999年)

Simba社MarketReview2000よ り作 成。

ヨ ー ロ ッ パ

26.8%

152.5億 ドル

その 他 の 国

7.3%

41.7億 ドル

米 国

65.8%

373.9億 ドル

日米 デー タベ ース産業 の現状 につい て、売 上規模 を比較す る と、わが国のデー タベ ー

ス産業 の売上 はアメ リカの それ に対 して 、現状 では大き な格差 がついて お り、そ の差 は

ここ数年 間で さらに拡 大傾 向に ある(図2-1-5)。

実際、1995年 はわが国の1,973億 円に対 して アメ リカは1兆4,083億 円 と7.1倍 で

あった が、直近 の1999年 で は、わが国の2,683億 円に対 してア メ リカは4兆2,525億

円 とそ の差 は15.8倍 と大 き く拡 大 してい る(表2-1-2)。

売上高 の伸び率 では1995年 を100と す る と、1999年 にはわが 国の136%に 対 して、

ア メ リカ は302%と 大 きな差 が付 いて い る。為 替 の変動 に よる要 因 を除 いて ドルベ ース

でみて も254%と この4年 間での アメ リカの伸び はわが国 を大 き く上回 ってい る(図2

注4)Simba社MarketReView2000
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一1-6)
。

この よ うにアメ リカ とわが国の間では、デー タベ ー ス産業 の規模 が近年10倍 以上 の

大 きな格差 が生まれ 、そ の差が ます ます拡 大 してい るこ とがわか る。この要 因 と して、

ア メ リカ にお け るWeb環 境 の急速 な進 展、ア メ リカ経 済の好 況、ア メ リカでの新規企

業の参入 の多 さな どが指摘 されて きた注5)。

図2-1-5日 米 の デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ ス の 売 上 比 較

(1995年 は1ド ル=94.06円 、1996年 は1ド ル=108.8円 、1997年 は1ド ル=121.0円 、1998年 は

1ド ル=130.9円 、1999年 は1ド ル ニ113.74円 で換 算 した 。米 国 はSimba社MarketReview2000

より作 成 。日 本 は 「特 定 サ ー ビ ス産 業 実 態 調 査 」の 平 成7,8,9,10,11年 版 よ り作 成 。)

50,000

45,000

40.000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

1997

年

目 米国(百 万ドル)

■ 米国(億 円)

口 日本(億 円)

表2-1-2日 米デ ー タベースサー ビスの売上

1995 1996 1997 1998 1999

アメリカ(百 万ドル) 14,972 22,823 25,441 32,956 37,388

アメリカ(億 円) 14,083 24,831 30,784 43,103 42,525

日本(億 円) 1,973 2,354 2,578 2,910 2,683

1

2

注

注

注3

単位 百万 ドル 。Simba社MarketReView2000よ り作成。

単位億 円。1995年 は1ド ル=94.06円 、1996年 は1ド ル==108.80円 、1997年 は1ド ル=・121.00円 、

1998年 は1ド ル=130.79円 、1999年 は1ド ル=113.74円 で 換算 した。

「特定サー ビス産業 実態調査 」の平成7 ,8,9,10,11年 版 より作成。

注5)デ ー タベー ス 白書2000通 商 産業省監修(財)デ ー タベ ース振 興センター編
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図2-1-6日 米 の デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ ス の 売 上 高 伸 び 率

(1995年 は1ド ル=9406円 、1996年 は1ド ル=108.8円 、1997年 は1ド ル=121.0円 、1998年 は1

ドル=130.9円 、1999年 は1ド ル113.74円 で 換 算 した 。米 国 はSimba社MarketReview2000よ り作

成 。日本 は 「特 定 サ ー ビ ス産 業 実 態 調 査 」の 平 成7,8,9,10,11年 版 よ り作 成 。)

1997

年

囲米国(ドル)

■米国(円)

ロ 日本(円)

日米 間のデータベ ース格差 につ いて は、昨年 度か ら本調査 が行 われ 、① デー タベ ース

産 業の歴 史的な背景の相違 、② 日本 のデー タベ ース産業 が独 立 した企業 体 とな ってい る

ものが少 な く他の産業 を主 とす る企 業 の兼業で あるケースが多 い、③通信 コス トの差、

④英語 と 日本語 とい う使用 言語 の違 い 、⑤ アメ リカでの コンピュー タ以前のカー ド方式

な どでの情報検索の考 え方の進展 、⑥ ア メ リカでの政府支援 による大 きな コン ピュー タ

化 プ ロジ ェク ト、⑦ア メ リカで は常 に産 業の リス トラクチ ャが情報 への需 要を促 進 、⑧

イ ンターネ ッ トの普及 率の相違(わ が 国では全家庭 の10%に 対 しア メ リカでは40%

以 上)、 ⑨ アメ リカ経 済の好況 、⑩ ア メ リカで は新規企 業が民 間か ら資金 を調 達 しやす

い、な どに集約 され るこ とが、昨年報 告 され た注6)。

本年 の調査 では、3章 で詳述 され るが 、上記 に加 えて 、①世 界の情報 を網羅的 に集 約、

② マー ケ ッ ト規模 の相違 、③情 報 ニー ズの低 さ、④情 報提供力 の格 差 、、⑤イ ン トラネ

ッ トの活 用格差、⑥ マ ーケ ッ ト情 報の利 用、 な どの要 因が指摘 され てい る。

2.2イ ン ター ネ ッ トとデ ー タ ベ ー ス 産 業

ここ数 年 のイ ンターネ ッ ト、特 にWebの 急速 な普及 はデー タベ ー ス産業 に大 きな変

化 を及 ぼ してい る。デー タベ ース検 索の イ ンター フェー ス も大 き く変 わ り、新 しいWeb

注6)日 米 デー タベース流通構造比較調 査報告 書
、平成11年 度 、(財)デ ー タベ ー ス振興 セ ンター(2000.3)
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での検索イ ン ター フェー ス に多 くのデ ータベ ースサ ー ビスが移行 した。また、Webの 普

及に よ り、デ ー タベ ー ス検 索 は情報専 門家(サ ーチ ャー)だ けでは な く、広範 囲 な利 用

者(エ ン ドユ ーザー)が 直接 簡易な検索イ ンター フェー スで、情報 を入手 でき るよ うに

な った。

ここ数年 で、 わが 国で も多 くの企 業、研 究所 、新聞社 、出版社 、図書館 、地 方 自治

体や政府機 関、各種 団体 な どがそれぞれ のWebサ イ トをス ター トし、様 々なホー ムペ

ー ジが開始 され た
。 まだ 目的、内容 、経済性 な ど十 分 に検討 され ていない ものや 内容 の

更新 な どが定期 的 にな され てい ないケー ス も多 くみ られ るが、Webは 今 後の社会 にお け

るコ ミュニ ケー シ ョンの手段 として、 また、電子 商取引 な ど広範 囲な新 しい ビジネ スを

生み 出すバ ックボー ン と して、重要な役割 を果 た して ゆ くであ ろ うと考 え られ てい る。

新聞のホー ムペ ー ジや 各種 の検索サー ビスな ど広 告収入 を 中心 とす る所謂 「広 告モ デ

ル 」でのデー タベ ー スサー ビス も広 が り、デー タベ ースサー ビス も提供 形態 も多様 化 し

てい る。 現在 は、 多 くのWeb上 の情報は広報や 広告、 あるいは将来の収入 を期 待 し

て無料で提供 され て い る もの も多い。 この よ うな 、Webで 提供 され る"無 料"の 情報

はオ ンライ ン ・デ ー タベ ー スの提供者 にも大 きな影 響 を与 えている。 また、デ ー タベ

ース専門家(サ ーチ ャー)に とって
、オ ンライ ン ・デー タベー スの どのシステ ムが利用

し易いか とい う選 択 か ら、イ ンターネ ッ トの"無 料"の 情報 との比較 も必 要に なって い

る。

多 くのイ ンターネ ッ トの利 用者 は的確 な情報 が早 く探せ ることを求 めて いるの で、オ

ンライ ン・デー タベ ー スの必要性 は今後 も変わ らないので はないか と考 え られ てい る。

しか し、一方 では 、イ ンターネ ッ ト上 にはオ ンライ ン ・デー タベー スで今 まで提供 され

ていなか った情 報 も数 多 くあ ることも確か であ る。例 えば、ネ ッ トニュースで提供 され

てい るデー タは、い ままで のデー タベ ースの よ うに出版 あるい は広 く公表 され た情報 と

異なってい る。また 、企 業 、大学、団体、個人が作 成 してい るホー ムペ ー ジ上 の情報 な

どには、今 まで よ り早 く入手 できた りあ るい は印刷 コス トの 関係 で過去 には発表 され な

かった もの な ども多 い。

この よ うな状況 の 中で、デー タベー スサー ビス会社 は、最近 ではFactiva社 のWeb

セ ンターの よ うに、提供 してい るデー タベー ス と関連す るWeb上 の情 報 を積極 的 に収

集 し、自社 が提供す るデ ー タベー スの情報 とも関連 づけた り、分類 した りして提 供す る

例 も増 えて い る。 ま た、Dun&Bradstreet社 や米 国商務 省のNTISな どの よ うに 自社

のデータベー スの作成 に際 して、Web上 の情報 を参照 した り、積極 的に収集 した りす

る所 も増 えてい る。
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この よ うな傾 向か ら、今 後、デー タベ ー スサー ビス会社が 自社 のデー タベ ー スの内容

を従来 の伝 統的 な出版 物 の情報 な どだ けでな く、Web上 の情報 も含 めて組 織化 し、利

用者 に よ り網羅 的な情報 の提供 へ と変化 して、付加価値 を高 め る方 向にな って行 くこ と

を予想 させ る。

2.3デ ー タベー ス産 業の 構成

Simba社 ではデー タベ ー ス産 業 を分野別 に分類 し、分野 ごとにその売上規模 や特徴

を分析 してい る注7)。 デ ー タベー ス産業 の 中止 をなすWeb/オ ンライ ンサー ビス につい

て、そ の用語 を次 の よ うに定義 してい る。Webベ ースで あるい は所 有オ ン ライ ンサー

ビス を提供 した り、コン ピュー タシステ ム,ソ フ トウエア、配布 手段 を提供す る事 業者

を、Web!オ ン ライ ンベ ンダー 、システ ムオペ レイ ター あるいは ホス トと呼ぶ。 これ

に対 して、書誌 、抄録 、全 文、ニ ュー ス、娯楽 、 ビジネ ス分析 、判例 、統 計、論 文、チ

ャ ッ トな ど様 々な情 報 を製作 して提供 す る事 業者 は、情 報サー ビスプ ロバ イダー 、コン

テ ンツ ・情報 プ ロバ イダー、デー タベー ス製作者 、デ ー タベ ース 出版社 な どと呼ぶ(表

2-3-1)。

表2-3--1Web/オ ンライ ンサ ー ビス の定義

用 語 説 明

Web/オ ンラ イ ンベ ンダー Webベ ー スで あ るいは所 有 オ ンライ ンサ ー ビス を提

システムオペ レイター 供 。 コ ン ピュ ー タ シ ス テ ム,ソ フ トウエ ア 、 配 布 手

ホス ト 段 を提供。
オ ンライ ンサー ビス会社

情報サー ビス プロバイ ダー 書 誌 、抄 録 、 全 文 、 ニ ュー ス、 娯 楽 、 ビジネ ス分 析 、

コンテンツ ・情報 プロバ イダ 判例 、統計、論文、チャ ッ トな ど様 々な情報 を製作 し
一デー タベース製作者 て提供す る。

デー タベー ス出版社

注Simba社 「Business&ProfessionalOnlineInformationSerVices2000・2004」 よ り

Simba社 ではデー タベ ース産業 の 中心 をなすWeb!オ ンライ ンサー ビス を、株 式取 引

関連 、市場 、財務 ニ ュース ・リサ ーチ 、信用 、法律 ・税務 ・行政 情報 、最新 ニ ュー ス ・

研 究開発 、特 定市場 向けサー ビスお よび消費者 向けの8種 類 の分野 に分類 し、分野 ごと

注7)Simba社 「Business&Professiona10nlinelnformationServices2000-2004」
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に そ の 売 上 規 模 や 特 徴 を 分 析 して きた 注8)。2000年 に発 行 され たSimba社 の 「Business

&ProfessionalOnlineInformationSerVices2000・2004」 で は 、 上 記 の 分 野 に健 康 保

健 情 報 を追 加 して い る。

Simba社 で は 専 門 情 報 サ ー ビス(Business&ProfessionalOnhneInfbrmation

Services)をBusiness&ProfessionalWeb!Onhneコ ンテ ン ツ ・サ ー ビス で 、 オ ン ラ

イ ン ビ ジネ ス で は あ る が 電 子 メ ール 、電 子 デ ー タ伝 送 サ ー ビス な どは 除外 す る と、定 義

して い る。 ま た 、本 報 告 書 の範 囲 とBusiness&ProfessionalOnline産 業 の構 成 は 以

下 の よ うに な っ て い る。

(専門情報分野)

① 「株 式 取 引関連情報」

② 「財 務 ニ ュー ス ・リサ ーチ情報」

③ 「市場 情報」

④ 「信 用 情報」

⑤ 「最 新 ニ ュー スお よび研 究開発情報 」

⑥ 「法律 、税務 、行政情報」

⑦ 「特 定 市場 向け情報」

1⑧新 規 分 野:Healthcare(健 康 ・保 健)1

(消費者情報分野)

⑨ 「消費者 向け情報」

これ ら9種 類の分野の定義お よび概要は以下のとおりである。

①Brokerage(株 式取引関連)情 報サービス

財務上で必要な情報を提供する。 これらの情報サービスにはリアルタイムの市場

情報から事業所や銀行への財務情報のサービスまで広範囲なものが含まれる。

②Marketing(市 場)情 報 サー ビス

特 定の メー リン グ リス トの販売 、リス ト提供サー ビス、視聴 率、お よび販売促進 の

効率化 ため に必 要 な情 報 な どが含 まれ る。

注8)Simba社

1999

Web/OnlineSeWices1999・2003:MarketAnalysis&Forecastお よ びMarketReView
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③Credit(信 用)情 報サー ビス

個人や法人の支払い・代金回収の履歴情報を提供することにより貸付の危険度の確

認を支援する。

④FinancialNews1Research(財 務 ニ ュース ・リサーチ)情 報 サー ビス

プ ロフェ シ ョナル な投 資家 の ための決 断支援 、ニュース配信 を行 う。この分野には

財務情報 の ほかに、リアル タイ ムの相 場や 、電子 メール に よ りビジネ スニ ュース を

提供す るサー ビスを含 む。

⑤CurrentAwarenes8News&Research(最 新 ニ ュー スお よび研 究開発)情 報

サ ー ビス

最 新 お よび遡及 ニ ュー ス、 会社 情 報 、 各種 の競合 情 報 ・産 業 情 報 を提 供 す る。

CurrentAwarenessNewsは 検 索 よ りオ ンライ ンでの提示 が中心 であ る。 これ に

対 して、Researchサ ー ビス は科学技術 、ビジネ ス、一般情 報 な どを10年 あるいは

それ以上 も遡及 して蓄積 し検 索 出来 る様 に してい る。ライ ブ ラ リアンや イ ンフォメ

ー シ ョン ・スペ シャ リス トが このサー ビスのお もな利 用者 となってい る
。

⑥Legal,taxandpublicrecord(法 律、税 務、行政)情 報 サー ビス

公的 な機 関に よ り作成 され た情報 を提供 し、法律、法的 な決 定 、法人 レコー ド、不

動産売 買の履歴 な どが含 まれ る。

⑦Vertica1Markets(特 定 市場)向 け情報サー ビス

他 の6種 類 の ビジネス/プ ロフェシ ョナル 向 けサー ビスには包含 され ていない特定

サー ビスで ある。 このサ ー ビスでは限 定 された利 用者 グルー プに 良 く適合 した情

報 を該 当の特定市場 に向 け提供す る。お もな対象は ライ ブ ラ リア ンやイ ン フォメー

シ ョン ・スペ シ ャ リス トでは な く、該 当す る市場 のエ ン ドユ ーザー で ある。このカ

テ ゴ リーか らはDowJonesInteractive(現Factiva)やDialogな ど複数 の市場 を

対象 にサー ビスを提供す る、い わ ゆる"ス ーパー マーケ ッ ト"サ ー ビスは除かれ て

い る。

2000年 の新規分野

⑧Healthcare(健 康 ・保健)情 報 サー ビス

イ ンフォメー シ ョン ・スペ シ ャ リス トな らび に医師 、消費者 向けの健康 ・保 健情

報サ ー ビス。
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⑨lnternetserViceproViders(ISP8)(イ ン ター ネ ッ ト接 続 サ ー ビス 、 一般 向 け サ

ー ビス
、パ ソ コ ン 通 信)

イ ン ター ネ ッ トに接 続 す る た め の 通信 ソ フ トウェ ア を 提 供 。 ア メ リカ 内 の 大 部 分

のISPサ ー ビス は デ ー タベ ー ス 、 通信 、 お よび 電 子 決 済 サ ー ビス を ま とめ て提 供

して い る。ISPサ ー ビス に は 、AmericaOnline、Compuserveあ るい はMSN

Premierな どの 一般 向 け 消 費 者 サ ー ビス も含 まれ る。 これ らの サ ー ビス で は 、イ ン

ター ネ ッ トへ の ア クセ ス だ け で な く、特 定 グル ー プ へ の ニ ュー ス か ら電 子 決 済 サ ー

ビス ま で 幅 広 い コ ンテ ン ツ を提 供 して い る。

世 界 のWeb!オ ン ライ ンサ ー ビス の 分 野別 売 上 規 模 を 、表2-3-2お よび 表2-3

-3に 示 し た
。 ア メ リカ オ ン ラ イ ン な どの 消 費 者 向 け サ ー ビ ス(lnternetService

Provider;ISP)を 除 く、 世 界 の 専 門 情 報 サ ー ビス(Business&ProfessionalOnline)

の 市 場 規 模 は1998年 の278億 ドル か ら1999年 に は404億 ドル と前 年 比45%増 と大

き く伸 び て い る。これ は 、特 定 市場 向 けサ ー ビス が 昨年 の レポ ー トで は8.7億 ドル で あ

っ た の が 、1999年 に は82億 ドル と約10倍 弱 に売 上 が 急 増 した の が 大 き い。

た だ し、Simba社MarketReview2000で は1998年 特 定 市 場 向 け売 上 を58.7億 ド

ル に修 正 して い る。これ はSimba社MarketReview1999レ ポー トで は こ の新 規 分 野

の 売 上 規 模 が十 分 把 握 で き な か っ た た め と して い る。 ま た 、Simba社MarketReView

2000で は1998年 の 市 場 情 報 の売 上 もそ の 後 の追 加 調 査 に よ り、60.0億 ドル か ら73.9

億 ドル に変 更 して い る。 これ らを補 正 したSimba社MarketReview2000で は 、1998

年 に お け る世 界 の 専 門 情 報 サ ー ビス(Business&ProfessionalOnline)の 市 場 規 模 は

346億 ドル とな り、1999年 は1998年 の16.8%増 で あ る。

アメ リカ オンライ ンな どの消費者 向 けサー ビス(lnternetSerViceProVider;ISP)の

市場規模 は 、1999年 は7.3億 ドル で前年 比17.8%増 と大 き く売上 が拡大 してい る。 ま

た、Simba社 では今後 の世 界の 専門情報サー ビス と消費者 向けサー ビスの産業規模 を

予測 し、2004年 に は世界 の専 門情報 サー ビス は596億 ドル で現在(1999年)の 約1.5

倍 に、一方 、消費者 向けサー ビスは206億 ドルで約2.8倍 と急成 長す ると予測 してい る。
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表2-3-2世 界 のWeb/オ ンライ ンサー ビスの分野 別売上 比較(1998年)

分野別 のWeb/オ ンラインサービス 売上高(百 万ドル) 売上比率(%)

株式取引関連 9,343.2 27.4

市場 6,004.0 17.6

財務ニュース ・リサーチ 4,461.7 13.1

信用 3,765.4 11.0

法律、税務、行政情報 1,750.0 5.1

最新ニュースおよび研究開発 1,700.4 5.0

特定市場向けサービス 870.0 2.6

消費者向け 6,182.9 18」

合計 34,077.6 100

注Simba社MarketReView1999よ り作成。

表2-3-3世 界 のWeb/オ ンライ ンサー ビスの分野 別売上 比較(1999年)

分野 別のWeb/オ ンラインサービス 売上高(百 万ドル) 売上比率(%)

株式取引関連 10,313.3 21.6

市場 8,441.0 17.7

財務ニュース・リサーチ 5,200.0 10.9

信用 4,014.9 8.4

法律、税務、行政情報 2.04α0 4.3

最新ニュースおよび研究開発 1,868.0 3.9

保健 ・保健 350.0 0.7

特定市場向けサービス 8.2000 17.2

消費者向け 7,283.7 15.3

合計 47.71α9 100

注Simba社MarketReView2000よ り作成。

Outse■ 社 は(Burhngame、CA)情 報 技術 関連 分野 の調査 会社 で あ り、情 報市 場

(InfbrmationMarket)の 規模 につ いて調査 し、レポー トを出 してい る注9)。Outse11

社 の レポー トで は、 ビジネ ス で利 用 され る情 報 コンテ ン ツ(BusinesstoBusiness

InfbrmationContent)の 売 り上 げ規模 が1,400億 ドル(約15.8兆 円)を 越 えた と し

てい る。ただ し、このなか には、電 子媒体 でのサー ビスだけでな く、マーケ ッ トレポー

トや 科学 技術雑 誌 な ど紙ベ ー スで のサー ビス も含 まれ る としてい る。 一方 で、Simba

社 のWeb/Onhneの 売 り上 げ規模 は477億 ドル(約5.43兆 円)と して い る。

この2社 の調査 にお ける売 上規模 の相違 は もちろんカバ ー して い る範囲 が異 な る こ

とも大 きい が、主 に、OutseU社 の調 査 では紙ベ ー スの もの も含 まれ てい る ことに依 る

注9)Outse11社 レポ ー ト2000(1999年 売 り 上 げ)
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と考 え られ る。

表2-3-4世 界のWeb/オ ンライ先 ヒ◆スおよび情報コンテンツ産業の分野別売上比較

Simba社 レポ ー ト Outsell社 レポ ー ト

分 野別のWeb/

オンラインサービス

売上

(10億

ドル)

売上

比率

(%)

分 野 売上

(10億

ドル)

売 上

比 率

(%)

株式取引関連 10.3 21.6

市場 8.4 17.7 マーケットリサーチ 15.0 10.6

財 務 ニュー ス ・リサ ー チ 5.2 10.9 ニュース ・取 引情報 92.0 65.3

信用 4.0 84 会社、クレジット、財 務 21.5 15.3

法律 、税務 、行政情報 2n 43 0.0

最新ニュースおよび研究開発 1.9. 3.9 レファレンス情報 2.9 2.1

特定市場向けサービス 8.2 17.2 科学技術・医学 9.5 6.7

保健 ・保健 0.4 07

消費者向け 7.3 15.3

合計 47.7 100 140.9 1000

注Simba社MarketReView2000(1999年 売 上)お よびOutseU社 の レポー ト2000(1999年 売 上)よ り

作 成。
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2.4日 米の デー タベース産 業力 と流通 力

日本 とア メ リカ とのデ ータベ ース産業 の産業力 と流通力 にっ いて、デー タベ ー ス 白書

では、① デー タベー ス売上高、② プ ロデ ューサ ー数 、③参入企 業数、④利 用 可能デー タ

ベ ース数 、⑤ 国産デ ー タベー ス数 、⑥ ビジネ ス ・デ ー タベース数 、⑦ ファク ト・デー タ

ベ ース数 の よ うに、7項 目につい て比較検討 され て きた。これ を各年 次 ご とに図示 した。

図の外側 がア メ リカ、 内側 が 日本 になってい る。

デー タベ ー ス 白書 では、 この うち① ～③ にっ いて はデー タベ ー ス ・サ ー ビス業界 の

実態に関す る ものな ので、デー タベ ース産業力 を示す指標 と して い る。④ ～⑦ はデ ー タ

ベ ースの流通状況 を示す指標 と して、①～③ デー タベ ース産業力 の指標 と区分 してい る。

図2-4-1か ら図2-4-4に1996年 か ら1999年 まで の各年 次 ご とのデー タベ ー

ス産業 力お よびデー タベ ース流通状況 につい て示 した。1998年 か ら1999年 ま での4

年 間にわ たって、デ ー タベー ス産 業力お よびデー タベ ース流通状況 につ いてのすべ ての

指標 で、特 にデー タベ ース産業力 の指標 であ るデー タベ ース売上 につい ては、アメ リカ

のわが国 に対す る圧 倒的 な優位 は変 わ らず、か えって 日米間 のデ ー タベー ス売上格 差は

拡大の方 向にあ る。

アメリカの 日本 に対する産 業 力 と流通 状 況(1996)

(データベース 白書1998よ り改変)

ぱ
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アメリカの 日本 に対す る産 業力 と流通 状況(1997)

(デ ー タベース 白書1999よ り改変)

①データベース売上高(単 位10

億円)

⑤ 国産データベース数

②プロデューサー数

③参入企業数

2-4-3ア メリカの 日本 に対 す るデ ー タベ ー ス

産 業 力 と 流 通 状 況(1998)

(データベース 白書2000よ り改 変)

①データベース売上高(単位10億

円)

⑤国産データベース数

且＼吟
王

+ア メリカ

②プロデューサー数

③参入企業数

27



日米データベース流通構造比較調査

アメリカの 日本 に対す る産 業 力と流通 状況(1999)

(デ ー タベー ス 白書2001よ り改 変)

①データベース売上高(単位10億

円)
12,00

00

00

1一 ア刈 力
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3米 国のデータベース流通構造実態調査

3.1

(1)

米国調査先およびスケジュール

米国データベース実態調査団メンバー

木本委員長、長塚副委員長、上原委員、大山委員

(2)訪 問 先

①West社(Eagan,MN)

Mr.RahulSrivastava,VicePresident&GeneralManager;Mr.RoyM.Martin

Jr.、ExecutiveVicePresident&ChiefStrategyOfficer;Mr.HowardM.Zack,

ExecutiveVicePresident;Mr.DennisJ.Beckingham,ExecutiveVicePresident

&ChiefFinancialOfficer;Mr.DennisJ.Albaum,SeniorDirector

Mr.AndrewR.Schriner,ManagerofGovernmentRelations;Mr.GerryE.

Sikorski,HOLLAND&KNIGHTI.LP(LawOthces)

②Simba社(Stamford,CT)

Mr.JimCarpenter,DirectorofConsulting

③ACNei18en社(Stamford、CT)

MrBillDeam,SeniorVP&CIO;Mr.BruceM.Lee,Mamager,Communication

④IMSHealtl1社(PlymouthMeeting,PA)

Ms.LizCoyle,VicePresident,Marketing;Ms.BettyJ.Nelson,GroupDirector

PublicAffairs他

⑤Thom80nFinancia1社(Stamford,CT)

Mr.PatTierney,President&CEO

⑥NationalTechnicalInformationService:NTIS(U.S.DepartmentofCommerce,

Sp】dngfield,VA)

Ms.NancyCollins,Director,OfficeofProductManagement

⑦SIIA(Software&InformationIndustryAssociation)(Washington,DC)

Mr.MarkBohannon:GeneralCounce1&VicePresident,GovernmentAffairs;

Mr.Keith.Kupferschmid,InteUectualPropertyCounsel
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⑧Dialog社(Cary,NC)

Mr.RobertGibbs,VPofSales;Mr.W且1iamH.Marks,ChiefFinancialOfficer;

Mr.GeoffreyC.Dick,Director,BusinessDevelopment

3.2米 国 およびわ が国で の質 問 ・調査 項 目

(1)調 査 目的

昨年度に引き続き、米国でのデータベース売上高などの具体的な数値のほかに、デ

ータベース産業力の向上や流通状況を改善して行くうえでの見解、意見について、デー

タベース企業、データベース産業関連団体および調査会社などを訪問調査を実施し、米

国におけるデータベース産業力 ・流通状況の実態把握に結び付けてゆく。また、国内の

各分野のデータベース事業者にも同様な内容でのインタビューを実施 日米でのデータ

ベース産業の比較検討を行 う。

(2)デ ー タベース企 業への調査 項 目

①

②

③

④

⑤

総売 上 に占め るデー タベ ー スサ ー ビスの割合 は?

デ ー タベー スの売上 に 占める国産 デー タベ ース と海外 デー タベー スの比率?

提 供方法別 のおお よその売上 高比率 オ ンライ ン(パ ケ ッ ト、Web)、CD・ROM、

そ の他?

デー タベ ース ・サー ビス の売 上の伸 び率?

今 後期待す るデー タベ ー ス ・サー ビスの提供手段 とコンテ ンツの種類?

自社 がプロデューサ ーである場 合

⑥ 海外 にデ ー タベ ース を販 売 していますか?

販 売 していれ ば、 日本 へ の販 売の比率 は どの くらいですか?

⑦ 他社 にデー タベ ース を提 供 しています か。

⑧ 自社 で オン ライ ンサー ビス を行 ってい ます か。今 後 、Webの 普及 に よる影響 を

どの よ うに考 えます か。 自社 でのサ ー ビス を拡大 して行 きます か。

⑨ デー タベ ース を構築す る上 で どの よ うな点が 問題 と考 えます か(デ ー タの収集

が難 しい、デ ー タの メイテナ ンス費用 が大 きい、国 の助成 が少 ない、そ の他)。

⑩ 行政機 関な どの公 的なデ ー タを利用 してデ ー タベー スを作成 しています か。
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貴社 がプ ロデ ューサ ー あるいはデ ィス トリビューターで あ る場合

⑩ デー タベ ースサー ビス業 を始 めた動機 は どの よ うな もの ですか?

⑪ データベースサービスの利用料金はどのように決めていますか?料 金体系

は従量制あるいは固定制など複数設定していますか?大 口利用者への割

引制度な どは導入 していますか?

⑫ 現在 提供 してい るデー タベ ー スの種類 は、テ キス ト、数値 デー タ、画像 ・映像

(動画)・ 音 声な どを含 むマルチ メデ ィア、その他。

⑬ 今後 提供 を予定 して いるデ ー タベー スの種類 は、テ キス ト、数値 デー タ、画像 ・

映像(動 画)・ 音声 な どを含 むマルチ メデ ィア、そ の他。

⑭ イ ンターネ ッ ト(Web)で のデー タベ ースの提供 を行 ってい ます か。現 在、サ

ー ビス していな い場合 に は
、今後 予定は あ ります か。

⑮ 米 国でのデー タベ ースサー ビス は、売上 高でみ る と、世界 の70%以 上 となっ

てい ます。 米 国のデー タベー ス産 業が大 きな力 を持 ってい る原 因 ・理 由に

つ い ては、言語 の問題 、デ ー タベ ース産業の歴 史、経 済状況 な ど様 々に言 わ

れ てい ます が、 どのよ うにお考 えです か。

⑯ 今後 、米国 でのデー タベ ース産業の さらなる育成 ・拡 大 には どの よ うな方策 が

必 要 とお考 えですか。

(3)デ ータベース産業関連団体および調査会社への追加の質問項目

1)Simba社

① 調査方法にっいて。改善された所、あるいは昨年度と比較して変更した点は?

② 収録 の基準 と範 囲につ いて、デー タベー ス ・コンテ ンツの作成 会社 でWebサ

ー ビスを開始 した ところでISI社 な どが収録 され てい ないが?

2)SI】A

①S皿Aと して はlnformationIndustryの 範 囲 を どの よ うに考 え て い ます か?

加 盟 企 業 の リス トは 開示 で き ます か?DatabaseIndustryとInfbrmation
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Industryの 範 囲 、関係 は どの よ うに整理 して います か?

② データベース産業の規模は拡大していますか?新 規の参入の状況は どのです

か?現 在の売上規模、や今後の予測などのデータは協会として把握 していま

すか、把握 していたら、それは開示できますか?ど のよ うな数値 ・データを

把握 していますか。

③ デ ータベー ス ・情報産 業 につい て協会 として どの よ うな調査 を していますか?

④ 現在、データベース産業(情 報産業)の 業界 としての大きな課題はどのような

点ですか?

⑤ 昨年、議会 に上程 されたデータベース保護法案については業界としての今後の

対応はどのようにするつもりですか?

⑥ 米国連邦政府、州政府な どによるデータベース ・情報産業への支援にはどのよ

うなものがありますか?

3.3米 国デー タベー ス企 業 ・団体 等の 訪問調査の要約

アメ リカお よび 日本 ともWeb環 境 の急速 な普及 は、従 来の情報産 業(デ ー タベ ー ス

サ ー ビス)の 業態 に大 きな変革 をせ まってい る。特 に、ア メ リカ のデ ー タベー スサー ビ

ス元 はイ ン トラネ ッ トの普及 、パー ム コンピュー タ ・携帯 電話 のよ うな ワイア レス環境

の普及 に対応 したデ ー タベー ス販 売 に力 をいれ てい る。

デー タベ ー ス利用 の拡大 のた めに、利用 しや すい検 索イ ンター フェー スの開発 に大 き

な投資 を継 続 してい るサー ビス元 が多 い。また、デー タベー ス企 業は原情報 の検 索手 段

のみ を提供 していたが、これ か らは これ らの情 報 に加 えて コ ンテ ンツ管理 、コンテ ン ツ

配信あ るいは経営 ・技術 戦略 プ ランな どを支援 で き る知識ベ ースの提供 に変 わ って ゆ く

で あろ うと考 え られてい る。

米国 のWest社 やIMSHealth社 な どで は、企 業 内にUniversityと 呼称 す る組 織 を

作 り、意識 的 に顧客 との関係 を単 に販売す る人 と購入 す る人で はな く、顧 客 に役 立つ情

報 を提供 し、顧 客の技能 ・能 力向上 を支援 す る人 とい う関係 に変革す る ことで、安 定 し

た顧客 関係 を構築す る取 り組 みが広 ま りつっ あ る。 もち ろん 、 この企業 内University
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では社員の能力を向上させてゆくための社内教育の充実も重要な課題 となっている。

ア メ リカ お よび わが国 とも広 告モ デル でのデ ー タベ ースの提供 が大 き く広 がった年

で もあ った。一方で は、アメ リカ政府 の政策 に よる医学や特許 な どの知 的財産権 に関す

る無料 で の情報 サー ビスが広 ま り、民 間でのデー タベー スサー ビス のあ り方 との関係 が

議論 にな った。この よ うに、ア メ リカのデー タベ ース産業 は、モバ イル環境 、イ ン トラ

ネ ッ ト・イ ンターネ ッ トの普及 に対応 して大 き く変化 しつつ ある。デー タベー ス産業 を

構 成す る分 野 ご とに、日米デー タベ ース産業 力の格差要因 を今後 とも よく分析 して ゆ く

こ とが、わが 国デー タベ ース産業 の今 後 の方 向を探 る上 でも重 要な ポイ ン トとな ってい

る。

3.4訪 問先 ごとの調査結 果

(1)West社

(概 要)

West社 は1880年 代 に法律 出版 業 か らス ター トした。1990年 代 に法律 書の 出版 か ら

法律 デー タベ ースWestlawの サー ビスの充実 ・拡大を 目指 して大 きなイ ノベ ー シ ョン

があ った。5年 前 に情報 ・出版 の大 きな グル ープ企業であるThomsonの 参加 に入 り、

現在 はThomsonグ ルー プのLegal&Regulatory部 門の 中心 で、社員数 は6,000人 であ

る。

(調査 結果)

1980年 代 か らWestlawの オ ンライ ンサー ビスを開始 した。特 に、1990年 代 に は検

索 システ ム、検索 イ ンターフェース の改善 に投資 を集 中 して きた。現在 、事業 が拡大 し、

成 功 して い るの は、常 に顧客(法 律 事務所 、企 業の法務部 門、弁護 士、大学 の法律 大学

院な ど)の 要望 を入 れ て、検 索の システ ムや検 索イ ンター フェース の改 善 に努力 して し

て きたか らと考 えてい る。

以前 は、この法律 分野 において はLexisオ ンライ ンサー ビズ(現 在 のサー ビスは新聞 ・

ニュースな どのNexisサ ー ビス と法律 のLexi8サ ー ビスを合わせ て、Lexis-Nexisサ ー ビ

ス と して提供 され て いる)が 先行 していたが、Simba社 の調 査で は、1999年 の売 上で

はWestlawが662万 ドル に対 して、Lexisは365万 ドル と大 き く差 がついて い る。

West社 で は、その理 由 として、コン ピュー タ、ソフ ト、ITに 投 資 して きたか らであ る。

特 にイ ンター フェイス の改善に投資 して きた ことによる と考 えてい る。

具 体的 には、13,000種 類 もの多種類 ・大量のDB(Westlaw)を 、階層化 して分 り
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易 くし、検索がや りやす い よ うに工夫 してい る。 さ らに、5年 前か ら、引用文献 の情報

もCitedInfbrmationも デー タ に追加 し、検 索 でき るよ うに してい る。 検索イ ンター

フェー スは、弁護 士が法律 資料 を机 上 で調査 す るの と同様 な こ とが 、オ ンライ ン上で で

き ることを 目標 に して改 善 して きた。また、利用者 に とって なるべ くシ ンプル なイ ンタ

ー フェイス となる よ うに も努 力 し
、改善 して きた。

検索イ ンター フェー スの改善 にあた っては、実際 の調 査時 の作 業手順 を良 く分析 し、

弁護士 な どの調査 習慣 を よ く知 った うえで改善 してい る。 その よ うなひ とつ として、

オ ンライ ン上 で、利 用者 がメモや コメ ン トを貼 り込 みな どもで きるよ うに工夫 してい る。

さらに、1画 面毎 に画面 内容 の タイ トル表示 、マル チ ウイン ドウ化、 リン クな どが で

きるよ うに した り、本 をめ くる時 の感 覚 を残す た め、画面 の上部 に印刷体 の真数 を表示

してい る。 内容 自体 は スク ロール してみ る ことがで き る。

この よ うに、利 用者 の利 便性 を考 え、検索イ ンター フェー スを改 良 して きてい るが、

最近で は、競合相 手 であ るLexisサ ー ビス社 も検 索 イ ンター フェー スの改善 に努 めて

い るので、今 後 は さらに利用 の利 便性 を め ぐっ って の競争 に なって ゆ くで あろ うと して

い る。

Westlawサ ー ビスの利用者は、大手の弁護士事務所はほとんどが顧客である。また、

多くの弁護士を始めとして、大学の法律大学院などの教授や学生、政府の法規・規制に

関係する部門、企業の法務部門なども利用者である。現在は、小規模な弁護士事務所で

の利用も増えてきている。

Westグ ルー プ全 体 の売 上比率 はは 、半分 は 出版物 、残 り半分 が電子デー タ関係(オ

ンライ ン、CD・ROM)で ある。 ま た、地域別 の売 上比 率では、米 国が65～70%、 米 国

以外 が30～35%で ある。 日本 は3万 ドル くらいで あ る。

現在 のWestlawサ ー ビスは1993年 にオ ン ライ ンイ ンター フェイス を ウイ ン ドウズ

ベースの システ ムに した(TTYサ ー ビス)とWebイ ンター フェイ スの2種 類 のイ ンタ

ー フェイ スがあ る。 現在 、 ウイ ン ドウズベー スのイ ン ター フェイス も利用者 の50%に

よ り使 用 され てい る。そ の後に 開始 したWebイ ンター フェイ スは利用 が伸 びてお り、

現在で は利用者 の50%が 使 用す るまでにな ってい る。今後 はWebで の利用 が多 くなっ

て行 くと予想 してい る。利用者 への 情報配信 サー ビス と して、目次 な どの コンテ ン ツ配

信 をeメ ール 等で行 ってい る。

今後 の情報 検索 ・配 信 のプ ラ ッ トフォーム として 、関心を持 って検討 してい るの が、
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携 帯 型 の パ ー ム コ ン ピュー タ(PalmComputer、PalmPilot)で あ る。 外 出 先 か ら も

ア ク セ ス で き る の で 、 弁 護 士 な どに よ る利 用 増 を 期 待 して い る。

最 近の政府 の行 政情報や 医療 ・医学情報 な どの無料サー ビス に関 しては、法律 情報 は

も ともと公 開 され てお り、従来 か ら政府 よ り無料 で開示 され て きた ものであ る。法律情

報 の関 してい えば、従来 か ら変化 はない と言 える。政府 か ら公 表 され るデータ は、オ リ

ジナル デー タだ けで あ り、間違 い もあ るので、現状 では法律 情報 の関 しては、付加 価値

を付 け るこ と、デー タ修 正、システ ムの信頼性(Security)な どに努 め ることで 、政府

の無料情報 とは十 分対抗 でき る と考 えてい る。

今後 は、WestlawUK、Westlawカ ナ ダな ど、各 国別 に各国 の判例 も検 索で き る よ

うに して、世界全 体 にWestlawサ ー ビスを展開 していきたい。 オー ス トラ リア 、香港

な どの判例 の搭載 も準備 してい る。 日本 について は、 日本 の企 業 と提携 してWestlaw

のイ ンター フェイ スでや ることを検討 している。

West社 は 、Thonsonグ ル ー プ 内 の 他 企 業 サ ー ビス の ボ ス テ ィ ン グ サ ー ビス も行 っ て

い る。

(2)Simba社

(概 要)

Simba社 は米 国ニ ュー ヨー ク郊外 にあ る調 査会社で あ り、情報産業やイ ンターネ ッ

トな どの調 査で知 られて い る。 デー タベース振興セ ンター では毎年米 国お よび世 界 の

デー タベー ス業界 の売上 な どにつ いての動 向調査(Web/オ ンライ ンサー ビスマ ーケ ッ

トレポー ト)を 依頼 して い る。

(調査 結果)

伝統的 なオ ンライ ンサー ビスの世界 に、フ リーイ ンフォ メー シ ョンサー ビス とWeb

オ ンライ ンサー ビス とが生れ て きて大 き くサー ビスの形 態が変化 して きてい る。 最近

で は、小規模 な企業 がオ ンライ ンデー タベー スの ビジネ スに参入 して くる よ うにな って

きている。

全 世界で のイ ン ターネ ッ トの普及 状況 についてみ る と、イ ンターネ ッ トの利 用 が最

も多 いのは北米 で、全体 に 占める割合 は46.2%と なって い る。 ヨー ロッパ が これ に続

き28.0%で ある。その他 の地 域 ではアジア20.9%、 南米3.4%、 アフ リカ ・中近東1.5%

となってい る。 しか し、2005年 までの増加 で見 る と、 ヨー ロ ッパ とアジアが伸 び て、

北米 に迫 る もの と予想 され る。
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ア メ リカ以外 の国にお け る全 人 口へ のイ ンター ネ ッ ト普及度 を見 る と、現在 は、上

位 のス ウェー デン、カナ ダ、ノル ウェー で も40数%で あるが(日 本 は15%位)、2005

年 には もっ と多 くの国々が70～80%の 水準 に達す るだ ろ う(日 本 は50%位)と 予想 し

てい る。イ ンターネ ッ トユー ザー の増 加速度 は落 ち着 い て くるが、それ で も2005年 に

は1999年 の3倍 に達す る と予想 され てい る(2.57億 人→7.6億 人)。

ワイア レスへの動 きは、 ヨー ロ ッパ の方 が米国 よ り速 い と見 てい る。 ヨー ロ ッパ で

は、新 市場 と してイ ンターネ ッ トでの個 人の投資市場 が活発 になって きている。

米 国 では最 近企 業の 内外 に あ る情報 の効率 的な活 用 と して のEIP(エ ンター プ ライ

ズ ・イ ンフォメー シ ョン ・ポー タル)の 考 え方が提起 され 、実践 されっつ ある。実際 、

ギ ャンブル社(調 査会社)、 ボス トンコンサルテ ィ ング社 な どで取 り組 まれ てい る。

調 査報告 書中の 「Vertical」の定義 につい ては、1999年 の報告 書 と2000年 報 告書 で

変更は していない。1999年 は、 この ビジネス領域が成長 し始 めた所 で、十分 な把握 ・

調 査が 出来 ていなかったた め、実際 の ビジネス規模 よ り過 小 に評価 して しまった と考 え

てい る。 情報 ・デー タベ ー スが 関連す る電子 商取 引でのサー ビス も調査 対象に含 めて

い る。 なお 、 「Vertical」の 中で は、建築 ・電力 な どの分野 では コン ソー シアム での形

態 に よるサー ビスも増 えてきて い る。

アメ リカで は、情報 サー ビスは飽和 状態 に近づ いてお り、各 企業 は米 国以外の市場 に

へ 目を向 け始 めてい るのが最近 の特徴 であ る。電子 ジ ャーナル につ いては、実際 の収 益

をあげてい る ビジネ ス形態 の割合 が少 ないので、この集 計 に加 えるのは今 後 の検討課 題

であ る と考 えている。イ ンターネ ッ トの普及 でデー タベー ス ビジネ スが変化 してお り、

来年 は、 レポー トの形態 を変 えな けれ ばい けないのではないか との指摘 があった。

(3)ACNielsen社

(概要)

消費者 向けの製 品や サー ビス産業 向 けに市場調査 、情報 サー ビス、分析 サー ビスを

提供 してい る世界 で も中心的 な企 業。 オ ンライ ンサー ビス の契約 者 は世 界100カ 国で

28、000以 上 にな り、その うち米 国は10、000で あ る。

(調査結 果)

Mr.BillDeamは 今 年4月 に異動 したばか りなので、システ ムの ことは分か るが他

はまだ分か らない、との前置 きが あった。全 体 として 、 「顧 客 はス ピー ドを要求す る よ
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うにな って きてい る。 」 こ とを痛感 してい る との説明があ った。

「マーケ ッ ト分野」'にお いて 日米格 差が大 きい理 由の一つ として考 え られ る こ とは、通

信 コス トが米 国 では安 い こ とが挙 げ られ る と述 べていた。通信 コス トは、数年 前 までは

米 国で も非 常 に高 かったが、急速 に低下 してい る。米国での通信 コス トは、ヨー ロッパ

に比べ て も安 い と思 う。米 国では これが急成長 の牽 引車 になってい るにな ってい る。こ

れ に よって 、米 国では ビジネ スモデル が変 わって きてい る。(ド イ ツでは規制 が解除 さ

れ ていない こ とを、例 と して挙げ られ た。)

これ か らは、見 ただけ払 うとい う従 量制 の料金体 系がのが増 えるだ ろ う。また、付加

価 値 を付 けたイ ンテ リジェ ンスデー タベ ース とい うことで 「Verticalな デ ー タベー ス」

が今 後 の傾 向 に な るだ ろ う。 今後 は、沢 山のVertica1デ ー タベ ー ス を集 めてWide

Rangeデ ー タベ ー スを構 築す るこ とに なる。 この よ うなデー タベー ス を使 うことで、

トレン ドや ヒス トリーな どの解析 が容易 にな る と考 えてい る。もちろん 、統計デ ー タベ

ース には非 常 な関心が ある
。

今 後 は 、検 索 イ ン ター・・一"フェ イ ス ・ソ フ トの機 能 が 重要 に な る で あ ろ う。ACNielsenで

は"OneNumber"と い う検 索機 能 に よ り検 索 イ ン タ ー フ ェイ ス ・ソ フ トの機 能 を大

幅 に 改 善 した 。

我 々は、イ ンターネ ッ トによって、イ タ リア市場 を知 って い る し、 日本 の市場 を知 っ

て い る。しか し、顧 客 に提案す るこ とが で きるマー ケ ッ トリサーチエ キスパ ー トが必要

とされ てい る。例 えば、 「コカ コー ラ社 との間 を取 り持つ人 」の よ うなで あ り、各分野

ご とのカテ ゴ リー ビジネスが大事 にな るで あろ う。 そのた め、ACNielsenで はそのた

めの システ ムCategoryManagementIntelhgenceSystemを 構i築 してい る。今 後は、

この よ うな分 野の システ ム化 を進 めて行 きたい。

ま た、各企 業のイ ンターネ ッ トあ る場合 にはで きれ ばイ ン トラネ ッ ト上 の必要 な情報

も集 め、分析す るこ とが重 要であ る。ユーザー 、リテー ラそ してマニ ュ ファクチ ャー を

結 び付 け るの が、ACNielsenの 役 割で ある.。

マニ ュフ ァクチャー はマー ケ ッ トシェアに大 きな関心 を持 ってい るの に、リテー ラが

コンシュー マの情報 を集 めるのは難 しいか らであ る。 消費者 ・利用 者 の需要 を基 にデ

ー タベー ス を作成 し
、テ ンプ レー トに嵌 め込む よ うなシステ ム を使 って いる。電子デー

タは20%、 残 り80%は 紙で ある。WebとOnlineの 売上 げ比 率 は60%:40%で あ

る。 利 用 してい る会社 数でみ る と、100～80%:0～20%とWebで の利 用が圧倒

的 であ る。
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今後 は、Net-Rating、Eパ ネル 、 メデ ィア トラ ッキ ングサー ビスな どを考 えて い る。

消費者 のデ一白一・・タの電子化 を促 進 したい。2000年 には 、カナダでの消費者 デー タの電子

化 を実現 したい。また、消費者 のデー タの電子化 につい ては範 囲 を拡大 し、小規模 企 業

に も対象 を広 げて い るところであ る。

全体 として このサー一・ビスではデ ー タ質(Quahty)が もっ とも重要 で ある と考 えてい

る。そ のため博士 号 を取得 してい る300人 のス タ ッフを抱 えてお り、 これ らの ス タ ッ

フで統計 ・解析 を行 ってい る。 地域別 の売上規模 は 、北米40%、 それ以 外60%で あ

る。 ヨー ロ ッパ では18ヶ 国 で利用 され てい る。

1999年 の売上 高 は、1,500万 ドル で ある。全社員数 は20,000人 で、米 国の グ ローバ

ル オ フィスには200人 で あ る。

ビジネ ス形 態 としては、同一業種 では特 定の 一社 とだ け限定 して こ ともあ る。 実際

の例 と しては、コカ コー ラ社 との例 があ る。コカ コー ラ社 とは非常 に緊密 な関係 であ り、

企 業ブ ラ ン ドイ メー ジの調査 、提 案、採否 をす べて任 され てい る。このため、ペ プ シコ

ー ラ社 とは関係 を一 切持 っていない。

(4)IMSHealth社

(概要)

HeadQuarterは 、 ロン ドンにあ り、グ ローバル にサー ビス を展 開 してい る。 社 内

では大 き くヨー ロ ッパ 、北米(米 国 とカナダ)、 日本、新 興市場 ご とに分 け られ 、それ

ぞれの地域 ご とに事業 所が ある。社員数 は、全体 で5,000人 、 日本IMSは250人 で あ

る。

(調査結果)

IMSHealth社 では、全世界 の医薬品の取 引 に関す る情報 を集 めて グロー バルDBを

、作成 してい る。これ を基 に、利 用企 業 ご とにカス タマイズ して、提供 してい る。主要 な

顧客 としては 、医薬 品会社 、政府 、ヘル スケア会社 、遺伝子 技術会社 、マネ ー ジ ングケ

ア会社 等で ある。

IMS且ealth社 では、企 業 と して、健康 ・保健 の分野 での情報サー ビスで40年 以 上の

経験 があ り、また 、全世界 に亙 って配置 されて い る5,000人 以上 の社員 で構成 され てい

るので、特 定の 国に限定 され ない、全世 界に わた る医薬 品の販売情報 な どを提 供す るこ
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とが 出来 、健康 ・保健 の分野での トー タル な情報サ ー ビスあるいは ビジネスの ソ リュー

シ ョンを提 供で きる。 売上 げは1999年 で、14億 ドルであ る。

情報サ ー ビスで の中心企業 であ るた めに、網羅的 なデー タ と適切 な利用 ・提供技 術 が

重 要で あ る と考 えてい る。ある企 業が 、イ ンターネ ッ トで成功す る と、他社 に同様 な ビ

ジネス のや り方 を適用 してい く。

(5)ThomsonFinancial社

(概 要)

ThomsonFinancialはThomsonグ ル ー プ のLegal&Regulatoryグ ル ー プ(West,

Thomson&Thomson,Brandy,Dialog)な ど とな らぶ 中核 グル ー プ の ひ とつ で あ る。

(調 査結果)

財務情 報(Financia1)サ ー ビスの業界 は大変 競合が激 しい分 野で あ る。 大手 の競合

会社 と しては、米 国はブル ームバー グ、 トム ソンな ど、ヨー ロッパ は ロイ ター な どであ

る。

日本 のマーケ ッ トは米 国に比較 して規模 が小 さいか ら、日米 間で格差 があ るのは 当然

と思 う。ThomsonFinancialで 販売 して いるデー タベー スの地域別 め比率 は、米 国70%、

ヨー ロ ッパ20%、 その他10%(日 本4,5%)で あ る。

米 国 では従 来の財務 デー タベ ースサー ビスの他 に、Webで の消費者 向け財 務情 報サ

ー ビスが拡 大 してお り
、情報 をWebで 入 手す るこ とが、急速 に広 まってい る。

ThomsonFinancialで サー ビス して いるいわゆ る ピュアー ・デー タベー スサー ビス は、

Webで の各種 の会員 サ ー ビスの一環 と して、会員 向け に無料 で利 用で きる場 合 な ども

あ り、利 用 が減少 して い る。 この よ うな傾 向 を見 ると、 ピュアー ・デー タベー スサ ー ビ

スだけでは将来性 が あま りない よ うに感 じる。 デー タベー スを組織 や部 門の要望 に合

うよ うに、様 々 に加 工 して提 供 す るデ ー タベ ー ス情 報 処理 サ ー ビス(lnformation

ProcessingService)が 今 後伸び て行 くと考 えてい る。 実際 、デー タベ ース 情報処 理

サー ビスのThomsonFinancia1で の売上比率 はまだ小 さいが、伸 び率は大 きい。

デー タベ ー スは、事 業規模 も大 き くな けれ ば成功 しない し、変化 も非常 に早 い ビジネ

ス とい え る。 米 国、ヨー ロ ッパ では、ゆっ く りとデー タベ ー スの販 売価 格 が下 がって
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きて い る。 トム ソ ン、 ブ ル ー ムバ ー グ、 ロイ タ ー な どは 、 ピ ュ アー ・デ ー タベ ー ス サ ー

ビス か らデ ー タベ ー ス 情 報 処 理(lnformationProcessingSerVice)に 重 点 を移 して き

て い る。今 後 は 、そ こか ら非 常 に大 き な ビジ ネ ス マ ー ジ ン が得 られ る と期 待 され て い る。

ThomsonFinancialで は 売 上 げ の うち 、紙 が15%、 電 子 が85%(こ の うち オ ン ライ

ンが80%、CD・ROMが5%)で あ る。 ま た 、オ ン ラ イ ンの 中 で は 、 ピ ュア ー ・デ ー タ

ベ ー ス サ ー ビス が50% 、デ ー タベ ー ス 情 報 処 理 サ ー ビス が50%と な っ て い るが 、伸 び

率 は後 者 が10%く らい で あ るの に 対 して 、前 者 は5,6%と 少 な い。 なお 、 コ ン サル テ

ィ ン グサ ー ビス は2倍 増 で あ る。

しか し、フ リーデ ー タベ ースか らは価格的 なプ レッシャー を受 けてお り、現 行 の価 格

を維持す るのが大変 であ る。 しか し、セ キュ リテ ィの保持 、適切 な情報へ の よい ナ ビゲ

ーシ ョンそ して適切 な価 格 の設 定 な どに よ り
、フ リー デー タベー スに対抗す る ことが で

きる と考 えて いる。ThomsonFinancialの サー ビスを利 用 してい るユーザー はプ ライ

ベ ー ト ・ネ ッ トワー クを利用 してい るもの が50% 、イ ンターネ ッ トを利用 して い る も

のが50%の 比率 であ る。

(6)NationalTechnicalInformationSerVice:NTIS(米 国 商 務 省)

(概要)

NTISは 米 国商務省 の一部 で、技術情報 のサー ビス を行 う独 立採算の機 関 であ る。 米

国政府 が補 助金 を出 して行 われ た研 究 の技術 レポー トをデ ー タベ ー ス化 して提 供す る

の と、原 レポー トの複写サ ー ビス を行 ってい る。

(調査結果)

NTISは 組 織的 にはイ ンタ"…一・ネ ッ トの普及で 、技術 レポー ト等が それ ぞれ の研 究所 の

ホー ムペー ジな どで公 開 され るよ うになるにつれ利用 が減少 したため、スタ ッフの削減

を行 ってきた。その意 味で はイ ンターネ ッ トの普及 の影響 を強 く受 けた機 関のひ とつ と

言 える。現在 、ス タ ッフ数 は数年 前 までの400人 規模 か ら、200人 規模 に減 少 して い

る。

一度
、1999年 秋 に商務省 の高官 がNTISを 改組 し、一部 の機 能 を議会 図書館 に移管

す る と発表 した こ とが あったが 、NTISの 組織 の必要性 を広 く説 明す るこ とな どで 、現

在 はNTISと して、そ のまま存続 し、従来 の業務 を継 続 してゆ くこ とになった。

デー タベ ース産業 の 日米格 差 の理 由につ いては 、科学 技術 の なかで も技術 レポー トに
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関す る狭 い分野 のサー ビス に しか関与 してい ないの で良 く分 か らない。

最近 の科 学技術情 報 に関 しては、米国 の図書館 ではデー タベー スの利用 はCD・ROM

に よる ものが多 かったが 、最 近で はCD・ROMで の利用 か らイ ンターネ ッ トでの利 用 に

移行 しつ つ ある。

しか し、NTISが 提 供 してい る技術 レポー トは200頁 位 の長 い ものが普 通で あ り、こ

の よ うな分 量 の多 い文 献情報 を提供 す るのに、現在 のパ ソコンのプ リンターで ロー カル

に大量 出力 す るのには容量 が充分でない もの も多い。イ ンターネ ッ トで分量 の多 い技術

レポー トを提供す るため には、現在 の利 用者が使用 してい るパ ソコンや プ リンター な ど

の情 報機 器 の性能 が問題 となってい る。今 後 は利用者 に とっての使 いや す さが課 題 で あ

る。

NTISデ ー タベ ースは米 国政府 の補助金 で実施 された研 究 ・技術 レポー ト情報 を集 め

て作成 され た、書誌デ ー タベー スであ る。最近 では、NTISデ ー タベー ス はNTIS職 員

が米 国各省庁 のホー ムペ ー ジを定期 的に巡回 し、そ こか らも技術 レポー トを集 めて作成

して い る。これ らのホー ムペ ー ジか ら集 めた技術 レポー トの全 文デー タベー ス化 も最 近

で は実施 してい る。

ま た、米 国各省庁 のホー ムペ ージ を定期的 に巡 回 し、そ こか ら技術 レポー トを収集 し

デー タベ ー ス化 して、集 中管理す るこ とで、各省庁 の技術 レポー トの電 子的 な保 管セ ン

ター の役割 も荷 なって い る。

全米 の技 術 レポー トを集 中管理す る ことで、各省庁 での技術 レポー トの作成 に対す る

技術 的 なサ ポー ト、ある いは どの よ うな技術 レポー トや 資料が 良 く購 読 され るか と言 う

よ うな市場 調査(CostPilot)の セ ンター的な役割 も果た してい る。

NTISが 提供 してい る技術 レポー トな どの デー タベー スサー ビスのヘル プデ ス クは

スタ ッフ15名 で 当ってい る。提供 サー ビスに必要 なコ ンピュー タシステ ムの開発 も内

部 で も行 な ってい る。

現在 は 、予算 も限定 され てい るの で、新規サー ビスの開始 まで多 くの時 間がか か るこ

とがあ り、利用者 か らはプ ラニ ングか らサー ビスイ ンまで ど うしてその よ うに時 間がか

か るのか と言 う苦情 もあ る。
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(7)Software&InformationIndustryA880ciation:S皿A

(概 要)

ワシ ン トン に あ る ソ フ トウエ ア とデ ー タベ ー ス 産 業 の業 界 団 体 で あ るSoftware&

InformationIndustryAssociation(SIIA)は 、1999年1月 にSoftwarePubhshers

AssociationとInformationIndustryAssociationが 統 合 して で き た新 しい 団 体 で あ る。

現 在40名 の 常 勤 ス タ ッフ が お り、 会 員 数 は1,400社 で あ る。 民 間 の 業 界 団 体 と して 、

各 企 業 の要 望 を ま とめ て 政 策 化 し、デ ー タ ベ ー ス 保 護 法 案 の よ うな案 件 で 、連 邦 議 会 へ

の ロ ビー 活 動 な どを行 っ て い る。

(調査結 果)

1)組 織 統合 の経過

S皿Aと しては米 国デ ータベー ス産 業 の売 上等 の統 計 を取 る こ とは してい ない。SIIA

の会員 数は1,400社 で、そ の うちの約400社 がデー タベー ス会社 であ る。 最 近で は、

イ ンター ネ ッ トの普及 に よ りア メ リカ オ ンライ ン(AOL)や ヤ フー(Yahoo!)の よ

うなデー タベー ス企業 か ソフ トウエア企 業 かの 区別 も難 しい業 態の企 業が 増 えて きて

い る。SIIAは ソフ トウエ ア会社 か らデ ー タベ ース会社 まで幅広 い業態の企業 が加盟 す

る民間の業界 団体 として、各企業 の要望 をま とめて政策化 し、デ ー タベー ス保 護 法案 の

よ うな案件 では、連邦議会 への ロビー活動 な どを積極 的 に行 ってい る。

SI】[Aの 会員 は米 国 に特 定 して いないので 、会員 は米国以外 の企 業 も加入 して い る。

た だ し、多 くの会員 は米国企業 で ある。これ は、情報 関連の企 業本社 の多 くが米 国 に集

中 してい るこ との反映 であ る とも考 えてい る。

SIIAと しての中心的 な活動 は 、現在 お よび 将来 の情 報産業(lnformationIndustry)

全体 のあ り方や方 向性 を どの よ うに してゆ くべ きか にっいて、分析 し、会 員企 業 を支 援

して行 くこ とであ る。

2)デ ー タベ ー ス保 護法

米国で は、イ ン ターネ ッ トの普及 に よ り,デ ー タベ ースサー ビス会社 、特 に特 にWest

PublishingやLeXis・Nexisの よ うな判例 デー タベー スのサー ビス会 社、 は無 断 で多 く

のデー タをダ ウンロー ドされ 、再利 用 され るよ うなケー スが生 じてお り、著 作権法 で は

保 護 され ない事 実デー タ(Factdata)に つ いての法 的な保 護 が必要で あ るこ とを強 く

感 じて いる。本年 、議会 に法案 が上 程 され たが、大統領 選 もあ り、廃案 とな った。再度 、

来年 に向けて、議会 に対 して要請 して行 く。
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3)政 府 の デ ー タベ ー ス 政 策 へ の 対 応

最 近 、米 国 で は 、NIH(NationalInstituteofHealth)のPubMedCentralやDOE

(DepartmentofEnergy)の"PubScience"な どの方 向 もあ り、商 業 ベ ー ス で の拡 大 に

な る の か 、政 府 に よ る事 業 とな る か の2つ の 流 れ が 現 れ て い る。 これ らは 民 間 のWeb!

オ ン ラ イ ンサ ー ビス に 今 後 も大 き な影 響 を及 ぼす 可 能性 が あ る と考 え て い る。

(8)Dialog社

(概 要)

Dialog、DataStar、Profbundな どの オ ン ライ ンサ ー ビス を提 供 して い る代 表 的 な デ

ー タ ベ ー ス サ ー ビス 会 社 で
、2000年 にThomsonグ ル ー プ に加 わ る。

(調査結果)

製 品名 がDialogIntranetToolkitと 言 う、利用者 が簡 単に構 築 でき る使 い安 い検 索

イ ンター フェー スの提供 に、力 を入れ てい る。また 、オン ライ ンデー タベ ース の各 体 系

の見 なお しも進 めてい る。 、

デ ー タベ ー スの販 売 に よ る収 入 が企 業 の全体 で あ り、地域 別 の売 上 比 率 は米 国 が

60%、 残 り(他 の国)40%と なってい る。

Web、CD・ROMお よび オ ンライ ンでの利用比率 は20%:75%:5%と なって い る。

利用 状況 はあま り大 きな増加 はない。Dialogサ ー ビスで5%増 であ る。

Dialogサ ー ビスにっ いては、過 去2、3年 の間余 り投資が され なか った が、今後 は

Thomsonグ ル ー・一"プの戦 略の下 で新製 品への投資 もこれか ら進 んでい くと期待 してい る。

料金 体系 にDialUnitを 採用 してい るが、同 じ検 索で も 日に よって値 が変動す るので、

料金 を見積 るのが難 しい こ ともあ り、この検討 が最大の課題 であ る。この際に、抄録 の

価 値 の価格 設定 も検 討 してい る。

コマ ン ドベ ー スであ るDialogClassicWebは 企業 のサー チ ャー に とって
、検 索機 能

が優 れ てお り、評価 され てい る。 この他 に、DialogWebと い う他 の検 索イ ンター フ

ェース も提供 して い る。DialogWebは 検索機 能 の制約 があ り、 あま りなれ てい ない利

用者 を対象 と して い るが、提供 してい るが、基本的 には一つ のWeb製 品 に統 合す べ き

だ と考 えて い る。
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す で に、DataStarで はそ うい う動 きを始 めてい る。XMLへ のデー タの変換 もス タ

ー トして い る
。2001年 には1/4く らい達成 され る予定 であ る。

DialogIntranetToolkitを 普及 させ 、社 内で 「ダ ウン ロー ドしたデー タを さ らに加 工

利 用(マ イニ ング)す る」利 用法 を普及 させ てい きたい との考 えがあ る。
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4分 野 別 に見 た デー タベース産 業

4.1分 野別 に見 た世界 の デー タベース産業

世界 のデー タベ ー ス産 業 を大 きく9つ の分野 に分 けて 、分野 ご との1999年 売 上 を比

較 した(図4-1-1、 表2-3-3)。Simbaレ ポー トでは、現在 のデー タベー

スサー ビス市場 を8種 類 の専 門情報 サs-…ビス と消費者向 けサー ビスの大 き く9つ の領

域 に分 け、それぞれ の領 域 ごとに売上や構成 す るサー ビス提供企 業の動 向 を分析 して い

る注1)。Simba社 の2000年 レポー トでは、1999年 レポー トには なかった保健 情報

の分野 が、新規 に独 立 して新分 野 となっているので、専門情報 サー ビス は7分 野 か ら8

分野 に増加 して い る。それ ぞれ の分 野について の概 要、範 囲のつ いては、2章3節 で詳

説 した。

1999年 の分野別 の売上構成 につ いて、1998年 の分野別 の売上構成 と比較 しなが ら紹

介す る。

1999年 の分野別 の売 上構成 を見 る と、9種 類 の分野の 中で、Brokerage(株 式取 引

関連)情 報サ ー ビスが103.1億 ドル で全 体の21.6%を 占め、全分 野 を通 じて最 も売 上

が多 い。 これ に、Marketing(市 場)情 報サ ー ビスが84.4億 ドル で続 い てい る。 この

分野 は全 体 の17.7%を 占め2番 目に売上 が多い。

1999年 はVerticals(特 定市場 向けサー ビス)が82.0億 ドルで、全体 の17.2%と 急

成 長 し、他 の分 野 を抜 いて 、第3位 にな った。1998年 の調 査で は特 定市場 向けサー ビ

ス は8.7億 ドル で2.6%と 専門情報 サー ビスの なかでは最 下位 で あった(図4-1-2)。

しか し、Simba社 では新 しい成 長分野 であ る特定市場 向けサ ー ビスの1998年 売上 が

MarketReview1999で は充分把 握 で きて い なか った と して、 売上数 値 を見 直 し、

MarketReview2000で は1998年 売上 を8.7億 ドルか ら58.7億 ドル に変 更 してい る。

この新 しい売上数値 を採用 す る と、1998年 売上 も1999年 売上 と同様第3位 とな る。

特 定 市 場 向 けサ ー ビス の 次 に は 、FinancialNews!Research(財 務 ニ ュー ス ・リサ ー

チ)が52.0億 ドル で10.9%、Credit(信 用)が40.1億 ドル で8.4%、Legal,TaxAnd

PubhcRecord(法 律 ・税 務 ・行 政 情 報)が20.4億 ドル で4.3%、CurrentAwarenessNews

&Research(最 新 ニ ュー ス お よび 研 究 開発)が18.7億 ドル で3.9%と 続 い て い る。 本

年 か ら加 わ っ た 新 分 野 で あ る保 健 情 報 が3.5億 ドル で0.7%と な り最 下位 で あ っ た 。 こ

注1)Simba社MarketReview2000
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れら8つ の分野はすべて企業や大学などビジネスでの利用が中心のサービスである。

図4-1-1世 界 のWeb/オ ンラインサー ビスの 分 野別

売 上 比較(1999年)

売 上高(億 ドル)(Simba社MarketReview2000よ り)

最 新ニュースおよ

び研究開発

18.7億 ドル4%

保 健

3.5億 ドル1%

法 律 ・税務 ・行政 信 用

情報40
.1億 ドル8%20

.4億 ドル4%

株 式 取引関連

103.1億 ドル

22%

ビジネ ス 向けWeb/オ ンライ ンサー ビスの他 に、アメ リカオ ンライ ン(AOL)の よ う

な家庭 での利用 が中心 とな る消費者 向 けWeb!オ ンライ ンサー ビスが ある。 この消費者

向けWeb/オ ンライ ンサ ー ビスは近年急成 長 し、72.8億 ドル で15.3%と 、ビジネ ス向 け

のWeb!オ ン ライ ンサ ー ビス のMarketing(市 場)情 報 とほぼ同 じ売上規模 となって き

ている(図4-1-1)。

世界全体 のWeb!オ ンライ ンサー ビス につ いて 、1999年 と1998年 とで売上 を比較 し

たのが表4-1-1で あ る。1999年 には、世 界のWeb!オ ン ライ ンサー ビスの売上 は

477億 ドル で前年 よ り17.0%増 と大 き く成 長 してい る(表4-1-1)。 この よ うな

世界全体 のWeb!オ ンライ ンサー ビスの大 きな成長 は、特 定市場 向け39.7%増 、法律 ・

税務 ・行政 情報16.6%増 、財務 ニ ュース ・リサーチ16.5%増 、市場14.2%増 、お よび 消

費者向 けサー ビス17.8%増 な どの分 野 にお ける大 きな伸張 に支 え られて いた こ とが分

か る。

46



日米データベース流通構造比較調査

図4-1-2世 界 のWeb/オ ン ライ ンサ ー ビス の

分 野 別 売 上 比 較(1998年)

売 上 高(億 ドル)(Simba社MarketReview1999よ り)

最 新ニュースお

よび研究 開発

17億 ドル5%

法 律 ・税 務 ・行政

情 報

18億 ドル5%

信 用

38億 ド'レ11%

リ

%

.

3

ス

ー

r
↓
ル

紅

サ
螂

財

4

株式取 引関連

93億 ドル27%

市 場

60億 ドル18%

1999年 お よび1998年 とも株 式取 引関連 、財務 ニュース ・リサーチ、市場情 報、法

律 ・税務 ・行政 情報、特 定市場 向け、消費者 向 けサー ビスの6分 野 は10%以 上 の高い

伸び 率 を示 し、全体 の高い成長 率 を支 えて いる(表4-1-1お よび表4-1-2)。

各分 野別 の伸 び率で見 る と、1999年 で最 も高い伸 び率 を示 した のは、特定市場 向 けサ

ー ビスで39 .7%で あった。1999年 は特定市場 向けサー ビスが82.0億 ドル と売 上額 で

第3位 と大 き く伸長 した。 これ は 、イ ンターネ ッ トの普及 に よるWebサ ー ビスの急速

な拡大 を反 映 して、電力 、医療 な ど特 定分野 の電子商取引 に多 くの企業 が参入 し、情報

サー ビス との複合 的なサー ビス を展 開 してい る結果 として、売 上が急増 した こ とに よる

と推 定 でき る。特定市場 向けサー ビスの売上 には情報サー ビスに よる以外 の電子商取 引

に よる もの も区別 で きないケー スで は含 まれ てい るため売 上が実 際 よ り大 き くな って

い る と言 う点 も考慮す る必要 があ る。

特 定 市 場 向 け サ ー ビ ス に 次 い で 成 長 率 が 高 か っ た の は 、 消 費 者 向 け サ ー ビ ス の

17.8%で あ る。これ は ア メ リカ オ ン ライ ン(AOL)が1998年 の30.91億 ドル か ら1999

年47.77億 ドル へ と54.5%と 大 き く伸 び た こ とが 寄 与 して い る。ア メ リカ オ ン ライ ン

以 外 に も、EarthLinkが1998年 の2.9億 ドル か ら1999年6.7億 ドル と130.7%増 、

Prodigyが1998年 の1.34億 ドル か ら1999年1.89億 ドル と38 .9%増 な ど各 社 と も利
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用 が 増加 して い る注2)。

表4-1-1世 界 の分 野別Web1オ ンライ ンサー ビスの売 上比較(1999年11998年)

分野別のWeb/オ ンライン

サービス

1999年 売上

高(百 万ドル)

比率

(%)

1998年 売上

高(百 万ドル)

比率

(96)

1999/1998

(%)

株式取引関連 10,313.3 21.6 9,343.2 22.9 10.4%

市場 8.441刀 17.7 7,393.0 18.1 14.2%

財 務 ニ ュー ス ・リサ ー チ 5200.0 10.9 4,461.7 10.9 16.5%

信用 4ρ14.9 8.4 3,749.6 9.2 7.1%

法律 ・税務 ・行政情報 2,040n 4.3 1,750.0 4.3 16.6%

最新ニュースおよび研究開発 1,868.0 3.9 1.7000 4.2 9.9%

特定市場向けサービス 8.2000 17.2 5.870迫 14.4 39.7%

健康 ・保健情報サービス 350.0 0.7 335.0 0.8 4.5%

消費者向け 7,283.7 15.3 6,182.9 15.2 17.8%

合計 47,710.9 40,785.4 17.0%

注11998年 の 特 定市 場向 けお よび市 場情報の売上数値 はSimba社 で 見直 した結果

MarketReview1999の 数 値 か ら変更 され てい る。

注2Simba社MarketReView2000よ り作成。

これ に次 ぐ伸 び率 であ ったのが、法律 ・税務 ・行政情 報で16.6%増 と大 き く伸び て

いる。この分 野は1998年 の13.6%増 よ りさらに伸 び率が 大き くなって い る。この他 で

は、財務 ニ ュー ス ・リサー チサー・一ビスの16.7%増 、Marketing(市 場)サ ー ビスの14.2%

増 な どの金 融 ・市場情 報の分 野が、1998年 に 引き続 き高 い成長 率 を維持 してい る。 こ

れ らの分 野での大 きな伸び は、米 国経 済の好調 に支 え られ ている面 も大 きい と言 える。

これ らの分野以外 で は、最新 ニ ュースお よび研 究開発情報 サー ビス は9.9%増 と昨年

の8.1%増 よ り伸 びが大 き くな ってい るが、他 の分 野 と比較す る と伸び率 は低い ほ うで

ある。1999年 の売上伸 び率 が最 も小 さい分 野 は、新規 の保健 情報サー ビス を除 くと、

信 用情報で7.1%増 で あった。信 用情報 は1998年 の調 査 で も6.9%増 で伸 び率 が最 も低

か った。

1999年 の売 上規模 では、株式 取引関連情報 サー ビスが10.3億 ドル と全 体の21.6%

注2)Simba社MarketReView2000
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を 占め、ビジネ ス向け情報 の 中で最 も高い比率で あ り、1998年 か らの伸 び率 も10.4%

と大 きかった。この分野全 体 としては2ケ タ台 と高 い伸 び率 を継続 してい る。2番 目の

売 上規模 となってい る分野 は市場情報 であ る。 市場 情報は8.4億 ドル と全 体 の17.7%

を 占め、伸 び率 も14.2%と 非 常 に大 きかった。

売 上規模 が3番 目の 分野 は、1998年 は財 務 ニュース ・リサ ーチであ ったが、1999

年 には特定市場 向 けサ ー ビスが82.0億 ドルで、全 体の17.2%と 急成長 し、他 の分 野 を

抜 いて、第3位 になった。財務 ニュー ス ・リサーチが これ に続 き、1999年 は第4位 で

あった。財務 ニ ュー ス ・リサー チは5.2億 ドル で全体の10.9%を 占め、1999年 売上 は

16.5%増 と前年 に比 べて大 きな伸び を示 した。

金 融 ・市場情報 な どの分野 に続 くのは、信用情報 で1999年 売 上は4.0億 ドル で全 分

野 の うち8.4%を 占めてい るが、売上 の伸び率 は全 分野の 中で最 も小 さ く7.1%増 であ

った。

この他 の分野 は売 上規模 が大 き く下が り、市場規模 が金融や信 用情報 な どの分野 に比

べ る と小 さい と言 え る。 法律 ・税務 ・行政情報 は2 .0億 ドル で全 体の4.3%で あ るが 、

売上 は16.6%増 と大 き く伸び てい る。 最新ニ ュー スお よび研 究開発 情報サー ビスは売

上1.9億 ドル で全体 の3.9%で あ り、売上規模 は保健 情報サー ビス を除 くと最 も小 さい

分 野 であ る。売上 は9.9%増 と伸 びてい るが、他 の分 野 と比較す る と伸び率 は低 い ほ う

で ある。

世界 のWeb1オ ンライ ンサー ビスを1998年 と1997年 とで分野別 に売上 を比較 し、表

4-1-2に 示 した。この結果 はSimba社MarketReview1999に 拠 ってい る。Simba

社 で は1998年 の調 査結果 を見直 し、表4-1-1で は特 定市場 向けサー ビスの1998

年 売上 を8.7億 ドル か ら58.7億 ドル に、 また、市場 サー ビスを60.0億 ドルか ら73.9

億 ドル に変 更 してい る。

1998年 には世 界 のWeb/オ ン ライ ンサー ビスの売上 は341億 ドル と前年 よ り14.7%

増 と大 き く成長 して い る(表4-1-2)。 この よ うな世 界全体 のWeb!オ ンライ ンサ

ー ビスの大 きな成 長 は
、市場 、財務 ニ ュー ス・リサーチ 、特 定市場 向け、消費者 向けサ

ー ビスな ど
、特定 の分 野 にお け る大 きな伸 張に支 え られ ていた こ とが分か る。この よ う

な傾 向は、1999年 も同様 に継続 してい る(表4-1-1)。
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表4-1-2世 界 の分野 別Web1オ ンライ ンサー ビスの売 上比較(1998年11997年)

分野別 のWeb/オ ンライン

サービス

1998年 売上

高(百 万ドル)

比率

(%)

1997年 売上

高(百 万 ドル)

比 率

(96)

1998/1997

(%)

株式取引関連 9,343.2 27.4 8,473.1 28.5 10.3%

市場 6.004C 17.6 5.08α4 17.1 18.2%

財 務ニ ュース ・リサ ー チ 4,461.7 13.1 3,824.1 12.9 16.7%

信用 3,765.4 1tO 3.5214 11.9 6.9%

法律 ・税 務 ・、行政情 報 1.7500 5.1 1,540.0 5.2 13.6%

最新ニュースおよび研究開発 1.7004 5.0 1,572.3 5.3 8.1%

特定市場向けサービス 870.0 2.6 620.0 2.1 40.3%

消費者向け 6」82.9 18.1 5,075.5 17.1 21.8%

合計 34,077.6 29,706.8 14.7%

注1Simba社MarketReView1999よ り作 成 。

世界のデー タベー スを分野別 に分 け、表4-1-3は 分 野 ご とにデー タベ一一…ス数 の変

化 を比較 したものであ る注3)。2000年 で 、全世界 で合 計 す る と11,447種 類 のデー タベ

ースが あ り、 この うちで最 も多い 分野 は ビジネス分野 で あ り2,769種 類 で24%を 占め

る。次 いで、科学/技 術/エ ネル ギー分 野が2,055種 類 で全 体 の18%を 占めてい る。

3位 は一般分 野の1,579種 類14%で 、4位 は健康/生命 科 学1,331種 類(12%)、5位

は法律 の1,327種 類(12%)と な って い る。

MarthaE.Williamsに よるデ ー タベ ース の分類注4)は 、Simba社 に よる分類 と必ず

しも一 致 していないの で、単純 に比較す るこ とは出来 ない。しか し、Simbaに よる1999

年 の分 野別売上では、株 式取 引関連情報 サー ビスが全 体 の21.6%、 市場が17.7%、 財

務 ニ ュー ス ・リサーチ が10.9%、 信 用情報 が8.4%、 法律 ・税務 ・行政 情報が4.3%、

最新 ニ ュー スお よび研 究開発 が3.9%と なってい る。分野別 のデ ー タベー ス数 では ビジ

ネ ス、法律 、科学/技 術/エ ネル ギー な どの分野 が多い が 、Simbaの 結果 と比較 して 、

全 体 と しては売上規模 が多 い分 野 はデー タベ ース数 も多い傾 向 にあ ると言 えよ う。

注3)Thestateofdatabasestoday:2001
,MarthaE.Wi皿iams,GaleDirectoryofDatabases,vo11,2001

注4)Thestateofdatabasestoday:1999
,MarthaE.W皿iam8,GaleDirectoryofDatabases,March1999
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表4-1-3世 界 の分野別 デー タベース数

1988 1990 1992

分野名 数 比率 数 比率 数 比率

ビジネス 1.81535% 1.95633% 2.62433%

一般 3016% 4167% 7009%

健康/生 命科学 4338% 651"% 7289%

人文科学 842% 2164% 3144%

法律 4419% 5319% 88511%

学際領域 291% 3686% 2964%

ニュー ス 4288% 2334% 3855%

社会科学 4609% 4187% 4476%

科学/技 術/エ ネルギー 1.18423% t15419% 1.49219%

合計 5」75100% 5.943100% 7.871100%

1994 1996 1998 2000

分野名 数 比率 数 比率 数 比率 数 比率

ビジネス 2.76932% 3ρ1430% 2.89226% 2.76924%

一般
97811% 1.34313% 1.72515% t57914%

健康/生 命科学 7759% 1.00410% 1.28611% 1.33112%

人文科学 3674% 5265% 6296% 7216%

法律 99812% 1.12511% 1.24911% 1.32712%

学際領域 2092% 3543% 5004% 5165%

ニュー ス 4215% 4765% 4984% 5195%

社会科学 4956% 6196% 6235% 6306%

科学/技 術/エ ネルギー t58618% 1.74917% 1.93717% 2.05518%
1 `

合計 8.598100% 10.210100% 11.339100% 11.447100%

注Thestateofdatabasestoday:2001,MarthaE.Williams,GaleDirectoryofDatabases,vol.1,2001

よ り 作 成 。
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4.2分 野 別に見 たわが 国のデー タベー ス産業

わが国 のデー タベ ー ス産 業 を、Simba社 によ るWeb/オ ンライ ンサー ビスの分野別分類

に準拠 して、 「株 式取 引関連情報 」、 「財務 ニュース ・リサーチ情報 」、 「市場情報」、

「信用 情報 」、 「最 新 ニュー スお よび研 究 開発 情報」、 「法律 ・税務 ・行 政情報 」、 「特

定市場 向 け情報」 、 「消費者 向 け情報 」の8種 類 に分類 し、各企 業へのイ ンタ ビュー

な どに よ り1999年 度 の売上規模 を推 定 した(図4-2-1、 表4-2-1、 付 表 一1)。

わが国デー タベ ース産 業の分野別 分類 は、デー タベ ース台帳 を参 照 して、各サー ビス

提供元 ・デー タベー ス作成会社 な どを最 も適切 と判 断 され る分 野に 区分 した(付 表 一1)。

もちろん、なか には複 数の分野 にま たが るデー タベ ー スの作成 ・提供 を行 って いる企 業

もあるが、ここでは便 宜的 にその企業 が最 も適切 と判断 され る分 野 にのみ分類 し、特定

の分野 にすべての推 定売上 を計 上 し重複 がない よ うに した。

表4-2-1の よ うに、分野別 での推計 され る売 上の合計数値 は2620億 円 とな り、平

成11年 版 「特定サー ビス産業実 態調査 」で得 られ てい る1999年 度 の売上 の合計数値

2683億 円よ り63億 円ほ ど少 ない数値 であ った。今 回の調査 で分野別 に積 み上 げた売

上 の数値 は、 「特定サ ー ビス産業 実態調 査」の合計 の売上数値 と比較 して もその差 は約

33%と 少 な く、わが 国デー タベ ー・一・一・ス産 業の分野別売 上の実態 をかな りの程度反 映 して

図4-2-1わ が 国Web/オ ン ラインサ ー ビス の

分 野 別 売 上1999年 売 上 高(億 円)

注1売 上(1999年)は 本委員会での調査・インタビューなどによる推定値。

注2売 上の合計数値は「特定サービス産業実態調査」の平成11年 版より。

不 明

63億 円

2.3%

株 式取 引関連

650億 円

24.2%

市 場

50億 円

1.92%

財 務 ニュース ・

リサ ー チ信 用

250億 円9.3%400億円

14.9%
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表4--2-1わ が国 のWeb1オ ンラインサー ビスの分野 別売上(1999年)

分野別 のWeb/オ ンラインサー ビス 売上高(億 円) 売上比率(96)

株式取引関連 650 24.2

市場 50 1.9

財 務 ニュース ・リサ ー チ 250 9.3

信用 400 14.9

法律 ・税務 ・、行政情報 250 9.3

最新ニュースおよび研究開発 850 31.7

特定市場向けサービス 100 3.7

消費者向け 70 2.6

不明 63 2.3

合計 2,683 100.0

注1売 上金額(1999年)は 本委員会での調査 ・インタビューなどによる推定値。

注2売 上の合計数値は 「特定サービス産業実態調査」の平成11年 版より作成。

い る とみ なす こ とが出来 る。

1998年 度 にお け る、わが国デー タベー・一・ス産業 の分野別売上 を、図4-2-2お よび表

4-2-2に 示 した注5)。 わが 国デー タベー ス産 業 の売上 は 日本経 済の落 ち込 みな ども

影 響 し、1999年 度 は2683億 円 と1998年 よ り7.8%減 少 してい る。わが国デ ー タベ ー

ス産業 の分 野別売上 の特徴 にっい て、1998年 度 分野別売上 との比較 も交 えなが ら検討

す る。

7種 類 ある専門情報 の分野 の中で は、CurrentAwarenessNews&Research(最 新 ニ

ュー スお よび研 究 開発)の 分野 が1998年 に引き続 き最 も売上規模 が大 き く、850億 円

で全体 の31.7%を 占めていた。 この分野に含 まれ るデー タベー ス産 業 は、新 聞記事 、

通信社 のニ ュー ス、特許 情報 、科 学技術 文献情報 、医薬 文献情報 な どの作成 ・提 供 を行

って いる企 業や団体 が含 まれ てい る。この分野 には古 くか らデー タベ ース の作成 ・提供

を している朝 日新 聞社 、科学技術振 興事業団 、(財)日 本 特許 情報機構 、㈱紀伊 國屋書店 、

丸善㈱ 、医学 中央雑誌 刊行会 な どの企 業 ・団体が 多 く含 まれ てい る。

業種別 で見 る と、新 聞 ・ニュース情報 を作成 してい る朝 日新 聞社 、毎 日新聞社 、読 売

新聞社 、北 海道新 聞社 、河北新報社 、中 日新 聞社 、信濃毎 日新 聞社 、時事通信 社 、京都

新聞社 、(株)科 学新 聞社、共 同通信 マーケ ッツ、(株)熊 本 日 日新 聞社 、(株)高 知

注5)日 米データベース流通構造比較調査報告書(財)デ ータベース振興センター(1999)

53



日米データベース流通構造比較調査

新聞社 、(株)日 刊工業新 聞社 、(株)日 刊 スポー ツ新 聞社 な どの多 くの新聞社 ・通信

社が含 まれて いる。

これ らの新 聞 ・ニ ュー ス情報 の提供 を して いる㈱エ レク トロニ ック ・ライ ブ ラ リーや

㈱ ジー ・サー チがあ る。なお、 日本 経済新 聞社 は最新 ニ ュース ・研 究 開発分野 では な く

財務 ニ ュー ス、リサー チ分野 に分 類 したため 、ここには含 まれ てい ない。科学 技術や 特

許情報 で は科 学技術振興事 業団 、(財)日 本特許情報機 構(2001年4月 よ り㈱ パ トリス

にデー タベー ス事 業 を継 承)、(社)化 学情 報協会 な ど公 的 ・非営利 団体や機 関が 中心

となってい るこ とが、他 の分 野 に比較 して 大 きな特徴 となってい る。これ らの機 関で は、

日本語 デー タベー スの作成 と提 供 を行 ってい るところが多 く、そ の売上規模 も比較 的大

きい。

医薬情報の作成 ・提供をしているところには㈱医薬時報社、日本電子計算㈱、科学技

術振興事業団、医学中央雑誌刊行会などがある。この他には、人物情報を作成 ・提供 し

ている日外アソシエーツ㈱、商標のブランデイ・インターナショナル㈱など特定の情報

を作成 ・提供 しているところがある。

この分 野で もイ ンターネ ッ トで、最新 ニ ュー スを選択 的 に配信す る㈱ニ ュー ズ ウォ ッ

チや ニ ュー ズエ ッジ㈱ 、あ るい は特 許情 報 を提供す る㈱ 野村総合研 究所 な どの新規 サー

ビスが増加 している。 また 、従 来 、特許 情報や 医薬情報 な どをCD・ROMで 提供 して い

た ところで 、Webで のサー ビス に切 り替 えてい る ところ も多い。

売上規模 が2番 目の分 野はBrokerage(株 式取 引関連)で650億 円、24.2%と なっ

てい る。この分野 は売 上規模 として は大 きい が、サー ビスを提供 して い る企 業数 は少 な

く寡 占化 が進 んでい る と言 える。デ ー タベー ス台帳に登録 され てい る企業 はQuick社 、

ロイ ター ・ジャパ ン社 のみ であ り、Bridgeジ ャパ ンやBloombergジ ャパ ンは登録 され

てい ないので、 「特 定サー ビス産業 実態調査 」の合計 の売上数値 には反 映 され ていない

可能性 もあ るが 、本調 査で はBridgeジ ャパ ンやBloombergジ ャパ ンも含 めて売 上数

値 を推 定 した(付 表 一1)。

この分 野は わが国の企業 と してはQuick社 のみ であ り、ロイター ・ジャパ ン社 、Bridge

ジャパ ンやBloombergジ ャパ ンな ど海 外 の企 業が活躍 してお り、 グ ローバル 化が進 ん

でいる分野 であ る。 株式 の取引が ニ ュー ヨー ク、 ロン ドン、東京 の3極 でます ます 一

体化 してお り、 この こ とがBrokerage(株 式取 引関連)情 報 を扱 うデー タベ ー ス産 業

に も大 き く反 映 してい る結 果で もあ る と言 える。わが国 の株 式市場 はニ ュー ヨー クの約

1/10の 規模 で あるので、デー タベ ー ス売上 もそれ に対応 した規模 になってい る との意
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見 がある。

図4-2-2わ が 国 のWeb/オ ンラインサ ー ビスの 分野 別 売上

1998年 度 売上 高(億 円)

注1売 上金額は本委員会での調査 ・インタビューによる推定値。

注2合 計売上数値は「特定サービス産業実態調査」の平成10年 版より。

消費者 向け

特定市場 向け80億 円2.7%

0%

最 新 ニュースお

よび 研究開発

900億 円

30.9%

法 律 ・税 務 ・行

政情報

300億 円

10.3%

不 明

180億 円

6.2%

信 用

450億 円

15.5%

株 式取引関連

700億 円

24.1%

市 場

50億 円1.7%

財 務 ニ ュ ー ス ・

リサ ー チ

250億 円

8.6%

表4-2-2わ が国 のWeb1オ ンライ ンサー ビスの分 野別売上(1998年)

分野別 のWeb/オ ンラインサービス 売上高(億 円) 売上比率(96)

株式取引関連 700 24.1

市場 50 1.7

財務ニュース・リサーチ 250 8.6

信用 450 15.5

法律 ・税務・行政情報 300 10.3

最新ニュースおよび研究開発 900 30.9

特定市場向けサービス 一 0.0

消費者向け 80 2.7

不明 180 6.2

合計 2,910 100.0

注1売 上金額(1998年)は 本委員会での調査 ・インタビューなどによる推定値。

注2売 上の合計数値は 「特定サービス産業実態調査」の平成10年 版より作成。

3番 目の分野 はCredit(信 用)情 報 で、400億 円、14.9%と な ってい る。 この分野 も

㈱ 帝国データ バ ン ク、㈱東京 商工 リサ ーチの2社 で売 上の多 くが 占め られ てお り、寡
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占化が進ん でい る と言 え る。企 業 の信 用情報 はその地域 での情報 収集 が必 要 な こともあ

り、 わが国の企業 が 中心 とな ってお り、 この点でBrokerage(株 式取 引関連)情 報 と

異 なってい る。海 外の企業 と して は世界的 には この分 野で トップ企業 で あるダ ンア ン ド

ブ ラ ッ ドス トリー トジャパ ン(株)が ある。現在 、ダ ンア ン ドブ ラ ッ ドス トリー トジャ

パ ン(株)は ㈱東京 商工 リサーチ と提携 して、 日本での ビジネス を行 ってい る。この分

野 で も、ダイアモ ン ド社や 東洋経 済新報社 な どイ ンターネ ッ トでのサー ビスを新 たに開

始す る ところが増 えて いる。

4番 目の分 野はLegal,TaxAndPublicRecord(法 律 ・税務 ・行政情報)で 、250億

円、9.3%と なってい る。 この分 野 は法律 ・税務 ・行政情報 とい う、異 な る3つ の小分

野 を含 んでお り、法律 情報 では㈱TKC、 ㈱ 日本法律 情報セ ンター 、第一法 規 、新 日本

法規 出版 ㈱な どがあ るが 、企 業数 は少 な く、新規参入 もあま りない分 野 と言 え る。全体

として まだ紙ベー スで の情報提供 が売上 の多 くを占めてお り、電子 情報で の提 供 の比 率

が少 な く、今後 の電子化 の進 展で 市場規模 も拡大す る と予想 され てい る。税務 、行政 情

報 の分野 では㈱ 日本統計 セ ンター 、㈱ 会議 録研 究所 、(社)行 政情報 システ ム研 究所 、㈱

ぎ ょうせ い、国際航 業㈱ 、(株)メ デ ィア ライブ ラ リー、(株)パ ス コ、(株)ダ イ ケ

イ、NTT情 報 開発(株)、(株)ア ソウシステ ムバー ン、(株)ア ル プス社 な ど多 く

の企業 が参入 してお り、法律 分野 に比較 して大 きな売上規模 となってい る。法律 ・税務 ・

行政情 報の分野 は政府 に よる 「電子 政府プ ロジ ェク ト」の推進 との関連 も深 く、オ リジ

ナル情 報の政府機 関に よるWebで の公 開が進 んだ ときに どの よ うに付加 価値 を付 けた

コンテ ンツを提供す るか が これ か らの課題 とな ってい る。

5番 目の分野 はFinancialNews/Research(財 務 ニュース ・リサーチ)で250億 円、

9.3%で あ る。 この分 野で は 日本 経 済新聞社 が圧 倒的 な比重 を 占めてい る。 日本経 済新

聞社は財務 ニ ュース ・リサーチ の他 に新 聞 ・ニ ュー ス情報 で も大 きな売 上規模 とな って

い るが 、この分野 にま とめて計上 してい る。 この他 では トム ソン ・ジャパ ン、(株)野

村総合研 究所、フ ァイナ ソシャル ・イ ンフォメーシ ョン ・サー ビス ・ジ ャパ ン(株)、

(株)ア イ ・エ ヌ情報 セ ンター な どが この分野 に含 まれ る。

6番 目の分野 はMarketing(市 場)情 報 で、50億 円、1.9%で あ る。1998年 の調 査

では 日本 能率協会総合研 究所 、ア ジアデー タ リサーチ(株)な どこの分野 の参 入企 業数

は少 な く、売 上規模 も他 の分野 に比 較 して少 ない とした。 しか し、昨年調査 で はアイエ

ムエス ・ジ ャパ ン、エ ー シーニー ルセ ン ・ジャパ ンな ど海外企 業の 日本法人 が含 まれ て

いなか ったので、1999年 度調 査 には追加 され てい る。 しか し、 これ らの企 業 の 日本 で

の売上規模 が充分把握 できなか った こ ともあ り、今 回の推計 には反映 され てい ない。イ

ンターネ ッ トでの電子 商取引や金 融産業 の リス トラクチ ャな どに よ り、今 後、市 場情報
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の需要は拡大すると予想 されている。

近年 のWebの 普及 に よ り、Verticals(特 定市場 向けサ ー ビス)と 呼ばれ る特 定 の業

種 ・専門分野 に特化 した新 しい形 のポータル ・デー タベ ースサー ビスが米 国 を中心 に生

まれ て、急拡 大 して い る。 わが国で の特定市場 向 けサー ビスは、1998年 調 査 では 、上

記 の6種 類 の分 野に入 らない ところも含 めてで あ るが、(株)テ ィビーエス ・ブ リタ

ニカ、(株)テ クノ ミック、アシス トマイ クロ(株)、(株)ダ イア リサーチマ ーテ ッ

ク、 日立 ソフ トウエ アエ ンジニ ア リング(株)、(株)日 本 アル トマ ー ク、(株)ア ク

セ ス国際ネ ッ トワー ク、 日経BPな どであった。 これに対 して、本年(1999年)は 、

㈱ 昭文社 、㈱ゼ ン リン、㈱ ダイ ケイ 、㈱ ティー ジー情報ネ ッ トワー ク、東 急不動 産㈱ 、

㈱ 土木情報 サー ビス、 日本 コン ピュー タグラフィ ック、(財)日 本 地図セ ンター、表現研

究所 、㈱ イ ェ ッ トツー ・コム ・アジア、㈱バ ーテ イカルネ ッ ト ・ジャパ ンな ど、地 図情

報 、不動 産情報 あるいは新規 開始 され たサ ー ビスな どが加 わ り、昨年 に比較 し、サー ビ

ス企 業数 は約2倍 に拡 大 してい る。今後 、Webの 普及 に伴 って、 この分野 は参 入企 業

数 が増 え、売 上規模 も急 拡大す る と予想 され る。

専門分野 のWebオ ンライ ン(デ ー タベー ス)サ ー ビス に加 えて、消費者 向けサー ビ

ス(わ が国で は従来パ ソ コン通信 として知 られ て きた)、 が ある 米 国の代表的 な消 費

者 向けサー ビスで あ るア メ リカオ ンライ ン(AOL)は 消費者 向けオ ンライ ンサ ー ビス

(ConsumerOnhneService)と 言われ てきたが、最近 ではイ ンターネ ッ トの普 及 に よ

り急速 に変貌 してお り、イ ンター ネ ッ トサー ビス プ ロバ イダー とい う呼び名 が広 く用 い

られ てい る。イ ン ターネ ッ トサー ビスプ ロバイダー の多 くはイ ンターネ ッ トへ の接続 サ

ー ビスの提供 だけ に留 ま る ところ もあ るが
、アメ リカ オ ンライ ン(AOL)で は各 種 の

デ ー タベ ー ス が利 用 で き る。 わ が 国の 消費 者 向 けサ ー ビス も従 来 の テ レタイ プ型

(TTY)の サー ビスか らWebサ ー ビスへの転換期 にあ り、従来 のいわゆ るパ ソコン通

信型 か ら大き く変貌 しよ うと してい る。消費者 向 けサー ビスには、ニフテ ィ㈱ 、㈱ ピー

プル ・ワール ド、ピック ローブ な どがあ り、デー タベー スの売 上規 模 は70億 円、2.6%

と推 定 され る。
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4.3日 米デー タベース産業の特徴

世界 のWeb/オ ン ライ ン(デ ー タベ ー ス)サ ー ビス会社 を8種 類 の専門分 野 と消費 者

向 けサー ビス に分類 し、それ ぞれ の分 野別 に、1999年 の世界お よび米 国の売上規模 と

わが国 の売上規模 とを比較 した(表4-3-1)。 世界 全体でみ る と、専 門情報 では株

式取 引関連が1兆1,730億 円で21.6%と 最 も多 く、以 下市場情 報(9,600億 円:17.7%)、

特 定市場 向け(9,327億 円:172%)、 財 務ニ ュース ・リサーチ(5,914億 円:10.9%)、

信用情 報(4,566億 円:8.4%)、 法律 ・税務 ・行政情報(2,320億 円:4.3%)、 最新

ニュース ・研 究開発情報(2,124億 円:3.9%)、 健 康 ・保健情報(398億 円:0.7%)

と続 いて い る。

専門情報 の 中で は、最近 のWebの 普及 を反 映 して、 医薬 、電力 な どそれ ぞれの特 定

分野 の利 用者 を対象 に したWebで の電子 商取 引 との複合 的な新 しいサ ー ビス、特 定市

場 向けサー ビス、が急増 して1998年 の最 下位 か ら3位 に躍進 してい る。消費者 向けサ

ー ビスはア メ リカオ ンライ ンを中心 に8
,284億 円で15.3%と な ってお り、売上規模 で

は株式 取 引関連 、市場情報 、特定市場 向 けに次 ぎ第4位 であ った。消 費者 向けサー ビ

スは1998年 には第2位 で あった ので、他 の分野の伸びが よ り大 きか った ことにな る。

表4-3-1の よ うに、アメ リカ と 日本のWeb/オ ンライ ンサー ビス を分 野別 に売 上

規模 を比較 した。ア メ リカの分野別売 上(1999年)はSimba社MarketReview2000

の世界 の分野別売上 か ら推定 した。 アメ リカの分野別売 上は8種 類 の専 門情報 の ビジ

ネ スサ ー ビスを合計 した売上 が世界 の66.5%に 相 当す る注6)ので、ア メ リカの分野別 売

上 は どの分野 も世 界の同 じ分野 におけ る売 上の66.5%と 仮定 して計算 した。 消費者 向

けサー ビスはすべ てア メ リカのサー ビス会社 に よるものなのでそ のまま とした。Simba

社 に よる世界 のWeb/オ ンライ ンサー ビスの売上 にはわが国の消費者 向 けサー ビス は加

え られ て いない。 また 、Simba社 の消費者 向 けサー ビスの売上 はデ ー タベー スの売 上

ではな く、消費者 向けサー ビス全 体の売 上 とな ってお り、わが国 の 「特定サ ー ビス産 業

実態調 査 」で はデ ー タベー スの売上 に限定 して集計 してい るので、売上 の算 出のベー ス

が異な ってい るため、単純 な比較 は難 しい。

アメ リカ と 日本 ではWeb/オ ン ライ ンサー ビスの分野 ご との売 上比率 が大 き く異 な っ

て いる(表4-3-1)。 すべ ての分 野 を合 わせ た1999年 総 売上 ではア メ リカは 日本

の14.7倍 と大 き く開 いてい る。 これ は、1998年 の調査 ではそ の差 が10.4倍 であ った

ことを考 える と、この一年 で さらにア メ リカ と日本 との差 が大き くなった と言 え る。た

注6)Simba社MarketReView2000
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だ し、 「最新 ニ ュー ス ・研 究開発」分 野の よ うに、分野 によっては ア メ リカ と 日本 との

開きが1.7倍 と非常 に小 さい分野 もあ る。この分 野は1998年 もア メ リカ と日本 との差

が1.5倍 と小 さく、1998年 お よび1999年 の調査 でこの傾 向は継 続 的な ものであ るこ

とが明確 にな った(表4-3-1お よび表4-3-2)。 この他 に、 「法律 ・税務 ・行

政情 報」が6.2倍 、 「信 用情報」 が7.6倍 と10倍 以下の差 となっ てい る。 この2つ の

分野 とも1998年 もそれ ぞれ4.7倍 お よび6.7倍 で あ り、1999年 の ほ うがア メ リカ との

差 が開い てい る といえ るが、両年 とも10倍 以 下で同様 な傾 向で あった。最 新ニ ュース ・

研 究 開発 、法律 ・税務 ・行 政情報 、信 用情報 の3つ の分野は他 の分野 の比べ てわが国

のデ ー タベ ー ス産業 が アメ リカ のそれ に比較的対抗 でき る売 上規模 とな って い る こと

を示 してい る。もちろん、日本 のデ ー タベー スの売上には、米国 デー タベ ース企業 の 日

本 で の売 上 も含 まれ てい るので、それ を勘案す ると、日米 間での デー タベ ース産業 の売

上規模 の差 は さらに大 きい とも言 え よ う。

法律 ・税務 ・行 政情報 の6.2倍 の差 は、法律分 野での米 国 との法制 度 の違 いな どがあ

り、大 きな差 がつい ている ことを考 え ると、よ く健闘 して い ると言 え る。わが国の信用

情報 の集計 で は法人の信用情報 サー ビスのみの集 計 となってい るの に対 して、

表4-3--1日 本 ・米国 ・世界の勒/オ ンラインサービス分野別売上(1999年:単 位億円)

分 野 名 世界 米国 日本 世界/日 本 米国/日 本

株式取引関連 11,730 7,804 650

'

18C 12刀

市場 9,600 6,387 50 192.0 127.7

財 務 ニュース・リサーチ 5,914 3,935 250 23.7 15.7

信用 4566 3,037 400 11.4 7.6

法律 、税務 、行政 2,320 毛544 250 9.3 6.2

最 新ニュース・研究 開発 2,124 1,414 850 2.5 1.7

特定市場 9,327 6,205 100 93.3 62.1

健康・保健情報 398 265

消費者向け 8,284 8,284 70 118.3 78.7

不明 一 一 63 一 一

合計 54263 39,550 2,683 202 14.7

注1世 界の売上はSimba社 のMarketReview2000に よる。

注2米 国の各分野別の売上は7種類の ビジネスサービスを合計 した売上が世界の66.5%で あるので

(Simba社 のMarketReview2000)、 各分野の売上が世界の該当す る分野の売上と同 じ比率で

あると仮定 して計算 したものである。消費者向けサービスはすべて米国のサー ビス会社によるもの

なのでそのままとした。S血ba社 の推定にはわが国の消費者向けサー ビスは加えられていない。

注3円 貨による米国の売上金額(1999年)は1ド ル==113.74円 で換算 し算出 した。

注4わ が国の売上金額(1999年)は 本委員会での調査 ・インタビューなどによる推定値である。
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Simba社 の集 計で は個 人の信用 情報 も含 め られてい るので、法人 の信用 情報 サー ビス

のみの比較 で あれ ば、7.6倍 の差 は さ らに小 さくなるので、わが国のデー タベ ー ス産 業

が健闘 してい る分野 と言 える。

「株式取 引関連」が12 .0倍 、 「財務 ニ ュー ス ・リサー チ」が15.7倍 、 「市場情 報」が

127.7倍 とこれ らの分野 は大 きな差 がっい てい る と言 える。株 式取引関連 では わが国の

企業 ではQuick社 のみで あ り、参入 企 業数 が少 ない。 ロイ ター ・ジャパ ン社 、Bridge

ジャパ ンやBloombergジ ャパ ンな ど海外 の企 業が直接 サー ビス を提供す る比重 が大 き

い と言 え る。

財務 ニ ュー ス ・リサー チは株 式取 引関連 と同様 にその差が15.7倍 と大 きい。 この分

野 も 日本 の企 業では 日本 経済新 聞社 が圧倒 的 な比重 を占めてい る他 は、参入企 業数 が少

ない。 この他 で は トム ソン ・ジ ャパ ン、(株)野 村 総合研 究所 、フ ァイナ ソシャル ・イ

ンフォ メー シ ョン ・サー ビス ・ジャパ ン(株)、(株)ア イ ・エヌ情報セ ンター 、な ど

がこの分野 に参入 してい るが、売 上規模 も250億 円 と他 の分野 と比較 して小 さい。

合計

不 明

消費者 向け

健康 ・保健情報

特 定市場

最新ニュース・研究開発

法律 ・税務 ・行政

信用

財務ニュース・リサーチ

市場

株式取引関連

Web/オ ンラインサ ー ビス 分 野 別 売 上 比 率

1999年(日 本を1とする)
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市場 情報 は127.7倍 とア メ リカ と一番大 きな差がついてい る分野で ある。この分野 は

わが国で は 日本能率 協会総合研 究所、アジアデー タ リサー チ(株)な ど参入 企業 が少 な

く、1998年 の調 査 で は売上 規模 も他 の分野 に比較 して少 ない と した。 しか し、1998

年調 査で はアイエ ムエ ス ・ジャパ ン、エー シーニールセ ン ・ジャパ ンな ど海 外企 業 の 日

本 法人が含 まれ ていなか った。今 回の1999年 度調査 には超 え らの企 業 も追加 され てい

る。 しか し、これ らの企 業の 日本 での売上規模 が充分把握 できなか った こともあ り、今

回の推 計 には反 映 され て いない。イ ンターネ ッ トの普及 に よ りビジネ ス構造 の変 革が進

んでい るこ ともあ り、今後 の売 上の増加 が期待 され る。

8つ の専 門情報 の分野 では、アメ リカ で売 上規模 の大 きい株 式取引 関連 、財 務 ニ ュー

ス ・リサー チ、市場 情報 な どの分野が 、わが国で は参入企業数 も少 な く大きな差 がつ い

てい ると言 え る。 これ に対 して、最新 ニュース ・研 究 開発 、法律 ・税務 ・行政 情報 、信

用情報 の3つ の分野 はア メ リカ との売 上の差 も少 な く健闘 してい る と言 え る。 なか で

も、最新 ニ ュース ・研 究開発 の分野 はその差が1.7倍 とアメ リカ の規模 との差が少 ない。

これ は、参入 企業数 が多 く利 用で きるデー タベ ース数 も多い こ とや 、政府機 関や公 的 な

機 関に よるデ ー タベー ス の構築 が行 われてい るこ とな どが、売上規模 を大 き く してい る

こ とに貢 献 してい る と考 え られ る。

表4-3-2日 本 ・米国 ・世界のWeb/オ ンラインサー ビス分野別売上(1998年:単 位億円)

分 野 名 世界 米国 日本 世界/日 本 米国/日 本

株式取引関連 12,220 7466 700 17.5 10.7

市場 7,853 4,798 50 157.1 96.0

財 務 ニュース・リサーチ 5,835 3,565 250 23.3 14.3

信用 4,925 3,009 450 10.9 6.7

法律、税 務、行 政 2,289 t398 300 7.6 4.7

最 新ニュース・研 究開発 2,224 1,359 900 2.5 1.5

特定市場 1」38 695 一 一 一

消費者向け 8C87 8,087 80 101.1 101.1

不明 一 一 180 一 一

合計 44,571 3α378 2,910 153 1α4

注1世 界の売上はSimba社 のMarketReview1999に よる。

注2米 国の各分野別の売上は7種 類の ビジネスサー ビスを合計 した売上が世界の61.1%で あるの

で(Simba社 のMarketReview1999)、 各分野の売上が世界の該当する分野の売上 と同 じ比率

であると仮定 して計算 したものである。消費者向けサー ビスはすべて米国のサービス会社による

ものなのでそのまま とした。Simba社 の推定にはわが国消費者向けサー ビスは加 えられていない。

注3円 貨による米国の売上金額(1998年)は1ド ル=130.79円 で換算 し算出 した。

注4わ が国の売上金額(1998年)は 本委員会での調査 ・インタビューなどによる推定値である。
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消費者 向 けサー ビスは アメ リカ とわが国の差 が78.7倍 とな ってい る。 しか し、 これ

はSimba社 の消費者 向けサー ビスの売上 がデー タベ ースの売上 だけでは な く消費者 向

けサー ビス全体 の売上 となってい るのに対 して、わが国の 「特 定サー ビス産 業実態 調査」

ではデ ー タベ ースの売上 に限定 して集 計 して い るの で、売上の算 出のベー スが異 なって

いる こ とによる こ とが大 きい。実 際の差 は、これ ほ ど大 き くはない こ とは確 実 であ るが、

このデー タか らは単純 な比較 は難 しい。

日本 の分 野別売上 を1と した ときの世界 、ア メ リカの分 野別 売上比 率 を、図4-3

-1に 示 した。消費者 向けサー ビスの分野 ではア メ リカの企 業が圧倒 的な強 さを持 って

い る ことが明 らかで ある。アメ リカ と 日本 との比較で は、前述 した よ うに分野 に よ り強

弱が はっ き り分 かれ てい る といえ る。

表4-3-3米 国の家庭でのPCと インターネッ トの普及状況(1998-2004)

(単位百万所帯).

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

総所帯数 101」 102.1 103.2 104.3 105.5 106.3 107.3

PC所 有所帯数 51.0 6α5 66.1 70.8 73.9 76.0 77.5

PCの 普及率 5α5% 59.3% 641% 67.9% 70叉)% 71.5% 72.2%

オンラインアクセス可能所帯数 4α1 51.1 61.9 65.1 68.2 71.4 75.5

オンライン接続所帯/総 所帯 39.7% 5α0% 6α0% 62.4% 646% 67.2% 7α4%

オンライン接続所帯/PC所 有所帯 78.6% 84.5% 93.6% 91.9% 92.3% 93.9% 974%

注)StatisticalAbstractsoftheU.S.1998,U.S.DepartmentofCo皿merce,ElectronicIndustries

A8sociation,Si皿ba社:MarketReView2000よ り作 成

図4-3-2米 国 の 家 庭 でのPCと イ ンター ネットの

普及 状 況(1998-2004)

1998199920002001200220032004

年
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ア メ リカ と日本 のデー タベ ース産 業 の規模 が10倍 以上 大 き く開い てい る要因 と して

は、アメ リカ にお けるパ ソコンの普及率 が高 く、イ ンターネ ッ トで のデー タベー ス の利

用 環境 が整 って いる こ と(表4-3-3、 図4-3-2、 表4-3-4)や 、企 業 が ビ

ジネ ス活動 にデー タベ ー スを活用す る姿勢 の差 な どが指 摘 され てきた。また、デ ー タベ

ース利用 のた めの教 育体制 におけ る差 な どの指摘 もあ る
。

ア メ リカ と日本 のデー タベ ース産 業の売上規模 は、1998年 の10.4倍 か ら1999年 に

は14.7倍 とさらに拡大す る傾 向にある。 この要因 として は、 日米間 の経 済環境 の差や

ア メ リカ での電子商 取引 の拡 大に伴 うデー タベー スサー ビスの新 しい形態 であ る「特定

市 場 向けサ ー ビス」 の急激 な拡大 があ る。

しか し、わ が国にお いて もイ ンターネ ッ トの普及 は この1～2年 で急速 に進 展 してお

り、表4-3-4お よび図4-3-3に 示 した よ うに、1999年 にはイ ンターネ ッ トの

利 用者 数 は2,706万 人で 、所 帯普及 率では19.1%と な って いた。 最近 の総務省 情報 通

信 政策局発表 資料注7)に よる と、2000年 末 では4,708万 人 で全人 口の37.1%へ と急 増

した と発表 してい る。わが国におけ るイ ンターネ ッ トの急速 な普及 は今後 のデー タベ ー

ス利 用の基盤 が整 いつ つ あるこ とを示 してお り、今 後のデー タベー ス利用拡大 が期待 さ

れ る。

表4-3-4日 本 におけるインターネ ッ トの普及状況(単 位:万 人)

7年 度

(1995)

8年 度

(1996)

9年 度

(1997)

10年 度

(1998)

11年 度

(1999)

利用人ロ . ・ 1,155 1,694 2,706

企業普及率 11.7% 50.4% 68.2% 80.0% 88.6%

事業所普及率 一 5.8% 12.3% 19.2% 31.8%

世帯普及率 ● 3.3% 6.4% 11.0% 19.1%

注1)事 業所は全国の(郵 便業及び通信業を除く。)従 業者数5人 以上の事業所。

注2)企 業は全国の(農 業、林業、漁業及び鉱業を除く。)従 業者数300人 以上の企業。
「通信利用動向調査」(郵 政省)、 「機器利用調査」(郵 政省)等 により作成

注3)平 成12年 版 通信 白書より作成。

注7)総 務省情報通信政策局発表資料

http:〃www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/joho _tsusin1010424_2.htm1
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図4-3-3日 本 にお けるイ ンターネ ッ トの普及状況
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注1)平 成12年 版 通信白書より作成。

図4-3-4イ ンターネ ッ トの普及率2596以 上 の国及び地域

スウェーデン

米国

ノル ウェー

アイスランド

香港

デンマーク

オランダ

シンガポール

オーストラリア

フィンランド

カナダ

バ ミューダ

ニュージーランド

日本

オーストリア

韓国

英国

スイス

台湾

アイルランド

ベルギ ー

0 10 20 30 40 50 60

注1)我 が 国以外 のデー タにっい てはNUA社 公 表 資料(H13.3月 時 点)に よ り作成。

注2)我 が 国 の普 及率 は、4,708万 人 を平 成12年 末 時点 の我が国 の全 人 口推計 値12,689万 人(我 が国 の将

来推 計人 口(注 意推計))で 除 す こ とに よ り算 出。

注3)NUA社 で は、各 国の調査機 関等 が公表 して いるデー タを取 りま とめて 同社 ホー ムペ ー ジに掲載 し

てお り、ま た調 査時期 にっいて も異 なってい るため、本件比 較は あ くま で参 考の ため の もの。

注4)総 務省 情報 通信 政策 局発 表資料

(http:〃www.mpt.go.jp/pressrelease!japanese加ho _tsusin/OlO424_2.html)
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以下は、わが 国のデー タベ ー ス作成 会社やデー タベース提供会社 へ のイ ンタ ビュー調

査 で得 られ た意 見お よび 当委員会 での意見 をま とめた もので ある。

(1)日 米でのW6bサ ー ビスへの移行比率の差異

前回の1999年 調査 で は、わが 国の各デー タベ ースサー ビス元 がWebで のサー ビス

を立 ち上 げて いて も、従来 のテ レタイ プ(TTY)型 のサー ビス か らの移行 が思 ったほ

ど進 まないの は、わが国 とア メ リカ とのイ ンターネ ッ ト環境 の差 に よるのではな いか と

の指 摘が あった。Webサ ー ビスが普及 しない他の要因 として、まだ、Webサ ー ビスの

イ ンター フ ェイ スはテ レタイプ(TTY)型 の コマ ン ドベ ー スで の応 答速度 や検 索の 木

目細 か さを越 える ことがで きて いない こ とも大 きい との指摘 が あった。ただ し、今 回の

2000年 調 査で はわが国 で もWebベ ースでのデー タベ ースサー ビスが拡大 してい る こ

とが示 された。

(2)日 米でのデータベー ス市 場の範 囲の差異

ア メ リカのデー タベ ー スベ ンダー の多 くは、世界 を市場 に してい るの に対 し、 日本

のデ ー タベ ース作成 会社 や デー タベ ースベ ンダー は国 内 を主 要 な市場 として い るケ ー

ス が多いのでは ないか。この こ とが、デー タベー ス産業 の差 異 を大 き く してい るの では

な いか。

(3)わ が国 ではデー タベー スベ ンダーが起業 しに くい

わ が国で はデ ー タベー スベ ンダー が新 規 にデ ー タベー ス事業 を起 こす の が困難 で あ

る。 その理 由 と して は、1)人 件 費が高 い、2)著 作権料 が高 い、3)米 国 では情報 を収

集 す る際 、電子デ ー タで簡 単 に入手 可能 だが、日本 では電子媒 体 になってい ない情 報 が

多い ので、人海戦術 で紙媒 体の ものを電子化す る必要が あるケースが多 い。米 国で はデ

ー タベー ス事業 が小人数 で もス ター トし易 いので
、個 々の会社 としては規模 が小 さ くと

も全体でみ る と、国全 体 として売上 高は大 き くな ってい るのではないか と考 え られ る。

(4)ひ とつの分野だけでな く複数の分野にまたがるサービスを提供

日米 どちらにも言えると思 うが、わが国では大手のデータベース企業では特に株式取引、

財務ニュース・リサーチ、市場情報などの分野にまたがったサービスを複合的に行って

いるところも多いので、今回の調査では各企業を特定の1分 野に分類 しているため、実

際 とずれが生じているところがあるとの指摘があった。それぞれの企業にとっての主要

ビジネス分野に分類することで、全体として大きな偏りが生 じないように配慮 している。

これは、製品ごとの売上規模まで日米の調査とも把握 しきれていないことにも拠ってい

る。
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(5)わ が 国ではマー ケテ ィング とい う感覚が少 ない

わが 国ではまだ ビジネ ス を実行 して ゆ く上で、マーケテ ィ ング調 査 を行 うとい う認識 が

薄い のではないか。その分 、特 に市場 情報のデー タベ ースへ のニー ズが少 ないた め、わ

が 国の市場情報の売上規模 が 、ア メ リカに対 して極端 に小 さいので はないか。また、わ

が国では、従 来方式 で あ る紙 媒体 でのや り取 りに よる情報入 手で済 ま して いるケー スが

多 いので はないだろ うか。

前 回の1999年 の調査 で も市場 情報 がダイ レク トメール(DM)の 情報 まで含 め ると50

億 円 とい うのは少 ないか も しれ ない とい う意見が あった。 ちなみ にTSR企 業情報 に よ

りダイ レク トメール で検索す る と トップ の企業 は170億 円 と売 上が大 きい。 ただ し、

この売上 には発送代 行や ダイ レク トメール の印刷 、請求書 印刷 、発 送代行 な どが含 まれ

てい る と考 え られ る。日本 ではダイ レク トメール情報 をデー タベ ー ス として販 売す る こ

とが少 な く、代行業 の ソース として企業 内で所 有 して い る場合 が多い ことが、市場情報

の分野 にお け るデー タベ ー スの売 上 が少 な い理 由の一 つ と考 え られ る との意 見が あっ

た。

(6)ど こまでをデー タベースの売上 に含 めるべ きか

わ が国の信 用情報サー ビスで も、Webで の売 上は急速 に拡 大 してい る。Webサ ー ビス

で は、PDF形 式に よる信用調 査 レポー ト全文 のダ ウンロー ドもでき るよ うになってい

るが、これ らのPDF形 式 に よる信 用調査 レポー ト全 文の 売上 は現状 ではデー タベ ース

の売上 と して計上 していない ことが明 らか になった。イ ン ターネ ッ ト特 にWebの 普及

に よ り、写真 、図表 な どを含 むイ メー ジで の レポー ト全文 、書籍 、雑誌 論文 な どの原 情

報 の提 供が 、デー タベー スサー ビスで あるのか ど うか とい うこ とで、意見 の相違 が認 め

られ る。今後 、イ ンターネ ッ ト環境 下で の新 しいデー タベ ー スの範 囲 につ いて整理 す る

必 要が あろ う。

(7)広 告 ビジネスモデルでの デー タベース販売の拡大

わが国 で も新 聞 ・ニ ュー ス、金 融 ・投資情報 な どの分野 を中心 に、広告 ビジネスモ デ

ル で利 用者 には無料 で提供す るデ ー タベー スサー ビスが拡 大 して い る。新 聞社な どが提

供 してい る これ らのサイ トでは従来 か らの蓄積型 の新 聞デ ー タベー ス とは異 なるが、最

新 の新聞記事 が提供 され てい る。これ らの広告 ビジネ スモデル でのサー ビスで は最新 の

新 聞記事 に加 えて、ITサ イ ト情 報 、就職/転 職情報 、住 宅情 報サー チ、女性 向けサ イ

ト、ヤ ング ビジネ スマ ンサイ ト、健 康 サイ トな どの様 々なデ ー タベー ス以外の情報 も加

えてい るケースが多い。イ ンター ネ ッ トの検 索サー ビスであ るYahooやInfbSeekと い

った広 告 ビジネスモデル もデ ー タベー ス ビジネ ス に含 めるべ きか ど うかの検討 が必 要

で は との意 見が あった。
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(8)イ ンターネ ッ ト・イ ン トラネ ッ ト環境の差異

わが 国でのイ ンターネ ッ ト環境 の普及 がアメ リカ よ り大 き く遅れ た こ とがWeb環 境

でのデー タベ ース利 用 を遅 らせ てい る。また、わが国の各企 業 ではイ ン トラネ ッ ト環境

の整 備 もア メ リカ に比較 して大 き く遅れ ている ことが、情報利 用 の大 きな格 差の要 因 と

なって い る。今 後 、わが国 で情報 を使 い こなす 体制が出来、業務 に密 着 したデー タベ ー

ス利 用 は可能 になればデ ー タベ ースの売上 は爆発的 に伸 び るだ ろ うとの意見 もあ った。

さ らに、米 国の市 場が 日本 の約10倍 とい うのは、納得 で き る数値 であ り、そ の差が

出 る要因 と しては、イ ンターネ ッ トのイ ンフラな ど情報収集 基盤 の違 い な どが大 きい と

思 われ る との意 見 もあ った。

イ ンターネ ッ ト環 境 の普及 が遅れ てい るのは、顧 客の要望 が少 ないか らであ る との意

見 もあ った。た とえば、財 務ニ ュース ・リサーチ分野の あ る事業者 は、ほ とん どの顧 客

が法 人 であ り、従 来の専 用線 、 またはテ レタイプ(TTY)ダ イ アル ア ップか らイ ンタ

ーネ ッ トへ変更す る必然性 を顧 客側 が感 じていない こと
、また 、イ ンターネ ッ トの安 定

性 や 情報の機 密性 に顧 客側 が不安 を感 じてい るこ とな どのた め、Webへ の移行 が あま

り行 われてい ない現 状が あ ると述べ ていた。

(9)金 融市場など産業規模の差異 とデータベース産業の差異の関係

産業によっては、たとえば金融市場のように市場規模 自身がアメリカ(ニ ュー ヨーク

取引市場)と わが国(東 京取引市場)と では約10倍 の規模があ り、株式取引関連デー

タベースの売上規模での約10倍 強の格差は、金融市場の規模の差異を考えると妥当で

はないかとの意見があった。また、アメリカのデータベース産業は対象となる市場規模

が、米国のみではなく広く英語圏全体を対象にすることが出来るため、販売単価を安く

できることも競争力を高めているのではないかとの意見も出された。

(10)日 本語 とい う言語 に よる差異

わが 国でのデ ー タベ ースサー ビス には、日本語 とい う言語 の 問題や 独特 の組 み版ル ー

ル な どデー タ作成 の段 階での標準化 が な されてい ない ことが 、デ ー タベー ス作成 に コス

トがかか り採算性 を悪 く してお り、わが国でデー タベー ス コンテ ンツが少 ない理 由のひ

とつの原因 になって い る と思 われ る との意見が あった。ま た、わが国のデー タベー ス事

業者 の多 くは、日本 国内 に対す る 日本 語での供 給が ほ とん どすべ て を しめてい る ことが

市場 を狭 めてい る との意 見が あった。ただ し、数値 デー タの提 供事 業者 の場合 に は、デ

ー タが大半 を占めてお り
、日本語 、外 国語 とい う意識 はあ ま りない し、外 国のパー トナ

ーへ もデー タを卸 して い る し
、また逆 に海外 か ら仕入れ も して いる とい うこ とで 、海 外

との交流 もある との こ とで あった。
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(11)ア メ リカと日本 での国民性 の差異

わが 国のデー タベー ス産業 の売上規模 が、特 に金融情報 や市場 情報、アメ リカの それ

に比べ大 きく劣 るこ との理 由の一つ と して国民性 の違 い も大 きい との意見が あった。ア

メ リカでは、年金(401K)な どの例 を とって も、情報 を 自分 の責任 で入 手 し、利用 す

る とい う姿勢が 当た り前 の考 え方 として個人 に普及 して い る よ うに思 われ るの に対 し

て、わが 国ではまだ個人 で情報 を入手す るとい う面 で遅れ てお り、ア メ リカ と日本 との

間には大 きな開きがあ る よ うで あ る。ただ し、今後 の環境 の整備 に よっては、金融 情報

や 市場情報 な どの分野 は、日本 ものび る可能性 があ るの では ないだ ろ うか との意 見が あ

った。

(12)政 府の無償情報提供のデータベース産業への影響

特許情報の事業者からは、特許情報の場合には今後の売上の伸びは特許庁の無償での

サービスの影響を受け、期待 しにくいだろうとの意見があった。特許庁の無償サービス

へのアクセス件数は非常に高く、特許情報を利用する層は今後も広がると思うが、ビシ

ネスとしてみた場合の有償サービスの売上規模は現在の売上額がほぼ上限と感 じてい

るとの意見も寄せられている。アメリカも政府機関による特許情報の無料サービスによ

り、売上に関しては、日本 と同じような状況にあると思 う。アメリカの特許情報 も

MicroPatent社 のよ うに低価格を売 り物に した新規の参入者はあるが、全体の売上規模

は、特許情報に限定すれば、ほぼ横ばいではないかとの意見もあった。

一方では、政府の公開されている行政情報などを、自社のサービスの一部として提供

しているとことも増えてきている。例えば、大蔵省の地価の公示価格や郵政省の金利一

覧、日銀の発表数値などを付加価値 としてデータベース化 して提供している例などであ

る。

(13)わ が国にお ける新規参入事 業者数

前 回の1999年 調査 で は、デ ー タベー ス産業へ の新 規参入 業者 が少 ないので はない か。

それ な りに事業 を継続 して い るのは、このサー ビスを始 め る前か らデ ータの収集 、分類 、

格 納、検 索が社 内で必然 的 に行 われて いた業種か、コン ピュー タ会社 の資本や システ ム

技術 を背 景 に してい る会社 が 中心 では ないか との意見 もあった。そ の理 由 と しては、情

報 の入 手 に関 して閉鎖 的 であ り、ゆえに コス トがかか り、新た に市場 参入す るのが難 し

い こと、巨大 な蓄積デ ー タを必 要 とす るサー ビスでは なお さ らこの よ うな状況 が強 くな

ること、デー タ入手 に関す る コス ト高はデー タの更新 にあた って も同様 な状況 を生 む こ

と、アメ リカ ではデ ータの入 手は もっ と容易 なので はないだ ろ うか との意 見があ った。

今 回の2000年 調査 ではWebの 普及 によ り、デー タベ ー ス ビジネ スに参入す るた め の

コンピュー タ技術や事業 開始 に伴 う資金 的な閾値 が低 くなってお り、従 来CD・ROMで

のみ提供 していた出版社 が新 たにWebサ ー ビスに参入 して きてい る。
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4.4日 米の デー タベース産業の格差要 因

前 回の1999年 の 日米デ ー タベー ス流通構 造比較調査で は、表4-4-1に あ るよ う

に、ア メ リカ と 日本 のデ ー タベ ース産業の格差要 因につ いて、従来 か ら指摘 され てい た

相違 点 も含 めて① デー タベー ス産業 の歴 史的な差異 、②英 語 と日本語 とい う言語 の差異 、

③政府 の支援 プ ロジ ェク トの差異 、'④イ ンターネ ッ トの普及 状況 の相違 、⑤産業 の リス

トラ クチ ャ リングの頻度 、⑥米 国経 済の好況、⑦民 間か ら資金調達 の容 易 さ、⑧通 信 コ

ス トの 日米格差 、⑨ 独立 した企業体 の比率、な どの諸点が指摘 された。

さらに、今 回の2000年 調査 に よ り、①情報 の収集範 囲の相違、②金 融 な ど市場 規模

の相違 、③ 日米 での情報 ニー ズの相違 、④情報提供力 の相違 、⑤検 索イ ンター フェー ス

や コンテ ンツ構成 力の相違 、⑥ イ ン トラネ ッ トの活用程度 の相違、⑦ ビジネ ス遂行 上 で

のマ ーケテ ィングの発想 の相違 、な どの格 差要因について新 たに指摘 され てい る。

表4-4-1日 米デー タベー ス産 業間の格差の要因

1999年 調 査

1 日米におけるデータベース産業の歴史的な背景の相違。米国ではコンピュータ以前に、カード方

式などで情報検索の考え方を発展させていたので、データベース化が早かった。

2 米国では政府の支援による大きなコンピュータ化プロジェクトがあったc

3 英語と日本語という使用言語の違い。英語データベースのほうが日本語より需要が大きい。

4 インターネットの普及は 、米国の 全家庭 の55.896に 対し、わが国 は37.196で ある。

5 米国では常に産業のリストラクチャリングがあり、企業の情報への需要が大きかった。

6 米国経済の好況がデータベース利用を促進している。

7 米国では新規のデータベース企業が民間から資金を調達しやすい。

8 わが国の通信コストは、米国のそれに対して高い。

9 日本のデータベース産業は、親会社の一部門で独立した企業体となっていないケースが多い。

2000年 調 査

10 米国のデータベース事業者のなかで成功しているところは世界の情報を網羅的に集めている。

11 金融などでは日本と米国で市場規模が大きく異なるので、データベース格差もやむを得ない。

12 わが国における情報ニーズの低さ

13 わ が国のデータベース産業の情報提供 力の弱さ。検 索インターフェースやコンテンツの弱さ。

14 わが国ではイントラネットを活用しきれていない。

15 わが国ではマーケティングの発想が乏しく、取引にマーケティングの考えが組込まれていない。
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4.5今 後の発 展方向

デ ータベ ース産業 は、ここ数年 のイ ンターネ ッ トの爆発 的な普及 に よ り、従 来のオ

ンライ ンサー ビスか らWebを デー タベ ース提供 の場 として活 用 したWebサ ー ビスへ

と急速 に変化 しつつ あ るこ とが、前 回(1999年)お よび今 回(2000年)の 調査 で さら

に明 らかにな った。

前 回(1999年)の 調査 報告書 で、わ が国でイ ンター ネ ッ トが利 用 でき る家庭 は全家

庭 の11%で あるのに対 し、米 国で は全家庭 の40%以 上 でイ ンターネ ッ トが利 用 でき る

環境 が達成 され てい る と報告 され た。イ ンターネ ッ トの普 及で はわが 国に比較 して 、米

国が明 らか に先行 してお り、この こ とがデー タベー ス産 業 のあ り方 に も大 きな影響 を与

えてい る と推 定 され た。最 近の総務省 の発表 では、図4-3-4の よ うに、昨年末(2000

年)で わが 国のイ ンターネ ッ トが利 用で き る家庭 は全家 庭 の37.1%と 急激 に増加 して

い る。 アメ リカで も昨年(2000年)に はイ ンターネ ッ トが利 用 でき る家庭 は全家庭 の

55.8%と 大 き く伸び てい る。

この よ うに、わが国のイ ンターネ ッ ト利用環境 も1999年 時点 のア メ リカ の普及 率 に

近づい てい るので、わが 国で もア メ リカ同様 にイ ンターネ ッ トを利用 した様 々なeビ ジ

ネス あるいは電子商取 引が大 き く広 ま る環境 が整備 され つつ あ る と言 え る。ア メ リカ に

おいて も米 国商務省 は、表4-3-3の よ うに、イ ンター ネ ッ ト利用 環境 が今後 も拡大

し続 ける と予測 して いる。

この よ うな米国 にお け るイ ンターネ ッ トの普及 を背景 に して、1999年 調査 報告書 に

もあるよ うに、米国 のデー タベー ス産業 は、世界 に先駆 けて、Webの 機 能 を活用 した

Webサ ー ビスへ とその姿 を急速 に変 えつつ ある と言 えよ う。Dun&Bradstreet社 では、

デー タベ ース産業 のひ とつの発展 方 向 と して、伝 統的 な企 業信 用情 報の提供(伝 統 的な

デー タベ ースサー ビスあ るい はオ ンライ ンサー ビス)か ら、イ ンターネ ッ トを前提 と し

たサー ビスへ の大 きな拡大 を志 向 してい る。

将来 の方向 としては、イ ンターネ ッ トを前提 と し、様 々な分 野の利用者 が直接簡 単に

利用 で きるイ ンター フェー ス の開発 やイ ン トラネ ッ トに対応 した情報 の提供 が可能 な

新 しいWebサ ー ビスの展開 な どが試行 されて いる。 また 、法律情報 のWest社 の よ う

に、携帯端末 でのデー タベ ース利用 な どに取 り組 ん でい る ところ も現れ てい る し、電子

商 取引への企業信用情 報デー タベ ー スの活用 な ども 目標 とされ てい る。この よ うな将来

のデータベー ス産 業の方 向性 は、従 来 の情 報専 門家や特 定 の専門分野 の人な どに よるデ

ー タベー スの利用 か らよ り広 い範 囲で のデー タベー スの利 用 を 目指 してい る とも言 え

る。
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今 後のデー タベ ース産 業は、従 来の オ ンライ ンサー ビスか らWeb!オ ンライ ンサー ビ

スへ と変わ る ことで、その規模 もさ らに拡 大 してい行 くと推 測 され てい る。表4-5-

1お よび表4-5-2はSimba社 に よるWeb/オ ンライ ンサ ー ビスの今後 の売上予測

で あ る。Web/オ ン ライ ンサー ビスは企業 な どで ビジネ スに必 要 な情 報 を提供す る 「ビ

ジネ ス向 けサ ー ビス」 と、家庭 で利 用 され る情 報 を提供す る 「消費者 向けサー ビス」と

に大 き く分 け られ る。 デ ー タベ ー ス産業 の 中心 をなすWeb/オ ンライ ンサ ー ビス は、

1999年 は477億 ドルで前年 比17.0%と 米国の好況 に も支 え られ大 き く成長 した。今後

も、全 体で14～28%と 高 い成長 が維持 され、2004年 には全 体で1278億 ドル と1999

年 現在 の約2.7倍 の売上規模 にな る と予測 され る(表4-5-2お よび図4-5-1)。

1970年 代以来 の比較 的長 い歴 史 を持 つ ビジネ ス向けサー ビスは1995年 か ら1999年

まで毎年10%以 上 の高い伸び率 を示 してい る。ただ し、今 後 は2000年 か ら2002年 ま

では4～5%と 成 長率 はか な り低 下す る と予測 されてい る。2003年 ～2004年 で再 び

10%台 の高成長 に戻 る と予測 してい る(図4-5-2)。

表4-5-1分 野別のWeb1オ ンライ ンサ ー ビスの売上予測:1994・2004(単 位 百万 ドル)

年
株式取引

関連
市場

財 務

ニュース・

リサーチ

信用

法 律 ・

税 務 ・

行政

最新ニュー

ス・研究

開発

特定市場
健康 ・

保健

消費者
向け 合計

1994 6β80 3,467 2,408 2,810 1,174 1,095 141 ・ ・ 17,475

1995 7,450 3,945 2,765 3,035 1,263 1,261 245 ・ ・ 19,964

1996 8,200 4,460 3,210 3,273 1,375 1,415 404 ・

3,927 26,264

1997 8,473 5,080 3,824 3,521 1,540 1,572 1,620 ● 5,076 30,706

1998 9β43 7,393 4,462 3,750 1,750 1,700 5,870 335 6,183 40,786

1999 10,313 8,441 5,200 4,015 2,040 1,868 8,200 350 7,284 47,711

2000 11,350 9,654 6,060 4,307 2β00 2,054 11,200 390 10,406 57,721

2001 12,500 11,150 6,990 4,609 2,550 2,300 13,300 430 11,964 65,793

2002 13,750 12,757 8,000 4,936 2β50 2,600 22,100 480 14,233 81,706

2003 15,150 14β06 9,140 5,286 3,150 2,950 32,100 509 _17,286 99,877

2004 16,665 16,525 10,600 5,656 3,450 3,630 50,200 540 20,570 127,836

注)Simba社 「Web/OnlineServicesMarket1999・2003:MarketAnalysis&ForecastとSimba社

「Business&ProfessionalOnlineInformationMarkets2000・2004」 、2000よ り作 成 。
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表4-5-2分 野別 のWeb/オ ンラインサ一口ビスの売上伸 び率 の予測:1994・2004

年
株式取引
関連

市場 財 務

ニュース・

リサーチ

信用 法律 ・

税務 ・

行 政

最新ニュー

ス・研究

開発

特定市場 健康・

保健

消費者
向け 合計

1994 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

1995 16.8% 13.8% 14.8% 8.0% 7.6% 15.2% 73.8% 一 一 14.2%

1996 10.1% 13.1% 16.1% 7.8% 8.9% 12.2% 64.9% 一 一 31.6%

1997 3.3% 13.9% 19.1% 7.6% 12.0% 1t1% 301.0% 一 29.2% 16.9%

1998 10.3% 45.5% 16.7% 6.5% 13.6% 8.1% 262.3% 一 21.8% 32.8%

1999 10.4% 14.2% 16.5% 7.1% 16.6% 9.9% 39.7% 4.5% 17.8% 17.0%

2000 10.1% 14.4% 16.5% 7.3% 12.7% 10.0% 36.6% 11.4% 429% 21.0%

2001 10」% 15.5% 15.3% 7.0% 10.9% 12.0% 18.8% 10.3% 15.0% 14.0%

2002 10.0% 14.4% 14.4% 7.1% 11.8% 13.0% 662% 11.6% 19.0% 24.2%

2003 10.2% 12.1% 14.3% 7.1% 10.5% 13.5% 45.2% 6.0% 21.4% 22.2%

2004 10.0% 15.5% 16.0% 7.0% 9.5% 23.1% 56.4% 6」% 19.0% 28.0%

注)Simba社 「Web/OnlineServicesMarket1999-2003:MarketAnalysis&ForecastとSimba社 「Business

&Professiona10nlineInformationMarkets2000-2004」 、2000よ り 作 成 。

図4-5-1Web/オ ン ラ イ ン サ ー ビ ス の

売 上 予 測

注Simba社rBusiness&ProfessienalOnline

lnformationServices2000-2004」 、よ り

これ に対 して 、消費者 向 けサー ビスは1980年 代 後半 か ら広 ま り始 めた比較 的新 しい

サー ビスであ る。消費者 向 けサー ビス もイ ンターネ ッ トの普 及 に よ り、それ 以前(1990
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年 代前 半 まで)の いわ ゆる 「パ ソコン通信」的 なサー ビスか ら、イ ンターネ ッ トへの接

続 サー ビス をひ とつの 中心 とす るイ ンターネ ッ トサー ビスプ ロバ イダー(ISP)へ と変

化 してきた。

消費者 向 けサ ー ビスは従来 か らの電子 フォー ラムや様々 な コンテ ンツ(デ ー タベー

ス)の 提 供 に加 えて 、ネ ッ ト上 でのオー クシ ョンや書籍 の販売 な ど様 々な電子 商取 引、

e・ビジネ スの場 と して 、1998年 は61.8億 ドルで前年 比21.8%増 と大 きな伸 びを示

し、この勢 いは1999年 も72.8億 ドル で前年比17.8%増 と続 い てい る(表4-5-1)。

今後 も、この よ うな高成長 があ と数年 は続 くと見込 まれ、2000年 は43%前 後 の高 い成

長率 が予測 されて い る。その後(2001年 ～2004年)も 成長率 は少 し落 ち るがそれ で も

15～20%の 高 い成長 が続 き、2004年 には206億 ドル と1999年 現在 の2.8倍 の売上規

模 が予測 され てい る(図4-5-3)。

ミ
ユ
R
田

図4-5-2ビ ジ ネ ス 向 け サ ー ビ ス の

売 上 予 測

注Simba社 「Business&ProfessionalOnline

InformationServices2000-2004」 、よ り
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図4-5-3消 費者向けサービスの

売上予測
注Simba社rBusiness&ProfessionalOnline

InformationServices2000-2004」 、よ り

Web/オ ンライ ンサー ビスを分野別 に1995年 ～1999年 までの成長 率で 見る と、それ

ぞれ の分野 ご とに特徴 がは っき り示 され てい る。新 しい分野で ある特 定市場 サー ビスは

40～301%と 年 に よ り変動 が大 きいが非 常 に高い伸び を示 した。消費者 向けサー ビスが

18～29%、 財務 ニ ュー ス ・調 査が15～19%、 市場が13～46%と 、 これ らの分野 では

10%以 上の高 い成長 率 が安 定 して継続 してい る。

新 しい分野 である特定市場 サー ビスは今 後 も2000年 まで は30～40%と い う非 常 に

高い成 長が維持 され る と予測 されて い る。 この他 で は、市場情報 サー ビスが12～15%

とい う高い成長 が今 後 も維持 され 、2004年 には165億 ドル に達す る と予測 され てい る。

2004年 の全Web/オ ンライ ンサー ビスの売上規模 は1278億 ドル で1999年 の約2.7倍

になる と予測 されて い る。 なかで も市場情報 分野 は、2004年 には165億 ドル と大 き く

伸び 、現在最 も多い売上 規模 である株 式取 引関連分野 の2004年 の売上167億 ドル に大

き く近づ くこ とになる(表4-5-1)。

信用情報 と法律 ・税 務 ・行 政情報 は他 の分野 に比べ 、成 長率 の低 い分野 であ り、1999

年 ～2004年 までの成 長率 は平均 して7%お よび11%と 予測 され てい る。最 新 ニ ュー

ス ・研究 開発 分野は、今 後電子 ジャーナル な ど原情報 の電子化 が さらに促 進 され る と考
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え られ てお り、2001年 以 降は成 長率 も、13%～23%と 大 き くな る と予測 されて い る。

Simba社 で は分野別 に現状 と今後 の方 向について,以 下の よ うにま とめてい る注8)。

(1)株 式関連情報(Brokeragelnformation)

投 資家 向け、 リアル タイ ム数 値情報 サー ビスがお もな対 象 で、財務 ニ ュース は(4)

で扱 う。株 式取 引、商 品相 場、債 券、先物 、為替 の5種 類か らな る。多 くの企業 は この

うちの どれかか ら出発 し,多 角化 しよ うとす る。 リアル タイ ムの市場情報 か ら事業所 や

銀 行へ の財 務情報 のサー ビスまで広範 囲な ものが含 まれ る。

現状:多 くの個人投 資家 がオ ンライ ン トレー ドに参入 してい るので、多 くのプ ロバ イ ダ

ーがそれへ の対応 を迫 られ てい る
。消費者市場へ の安価 なサー ビスの提供 が行 われ てい

る。Instinet社 は、株 式 関連 情報プ ロバイダー とオ ンライ ン個 人証 券サー ビスの連携 、

株 式 関連 情 報 ポー タル か ら株 式 オ ン ライ ン トレー ドへ の リンク な どを進 め てい る。

ReutersはInstinetの 個 人 向けサー ビスの機能 を2000年 末 に搭載 予定であ る。

今後 の方 向性:

・株式 関連サー ビスは専 門家へ の提供 か ら個人投資家へ もサー ビス範 囲 を拡大 しよ

うとす る。

・ブ ラ ウザ ーで利 用 でき る製 品が標 準 になる
。

・銀 行 な ど金融機 関 の合 併 な どに よ り
、成長 は10%程 度 となろ う。

・米 国以外 の市 場は今後 も成長 が続 くであろ う
。

・専門家 はモバ イル な製 品 を要求 す るであろ う
。

(2)信 用情報(Creditlnformation)
"ク レジ

ッ トレポー テ ィング"と して知 られ る信 用情報 はイ ンターネ ッ トの普及 によ

り良 きにつ け悪 しきにつ け大 きな変化 を受 けてい る。一方 で 、オ ンライ ン(イ ンターネ

ッ ト)の 普及 は新 規潜在 利用者 への到達 も容 易に してお り、他 の コンテ ンツプ ロバ イ ダ

ー
、ソフ ト会社 、な ど と提携 し、製 品 を再構成 して、新製 品 を提供 し始 めてい る。 この

こ とは、企 業信 用情報 の分野 で小規模 なオ ンライ ンベース の企 業が参入 で きる可能 性 が

開 かれ てい るこ とで もあ る。 信 用情報 サー ビス会社はマ スマー ケ ッテ ィングか ら個別

マー ケ ッテ ィングに変 わ ろ うとしてい る。また、国際化 の進展 に よ り、海 外企業 の情報

収録 の要望が高 くな ってい る。 信 用情報 は消費者情報 と ビジネ ス情報 に分かれ る。消

費 者 情 報 はEquifax,Experian,TransUnionが 大 手 で あ り、 ビ ジ ネ ス 情 報 は

Dun&Bradstreetが 大手 で ある。USの ビジネ ス信用 情報市場 で はDun&Bradstreet

が90%の シェアで、Experianが5%で ある。

注8)Simba社MarketReview2000
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今後の方 向性:

・ク レジ ッ トレポー トの価格 は低 下す るが
、需要 は拡 大す るであ ろ う。

・イ ンタネ ッ トの利 用者 に よる信 用 情報 の使 用の拡 大 とイ ン タネ ッ トでの直接 な情報

収集 とい う正 と負 の両面 は互 い に打 ち消 し合 うで あろ う。

・信 用情報 サー ビス は業績 に よ る レポー トのカ スタマ イズや 他 の情報 とのバ ン ドル な

どを進 めるで あろ う。

・成長 は利用者 の要望 を満 たす 付加価格 商品や 国際化か ら生 まれ る。

・ア ウ トソー シン グによ る収入 が増加す る
。

(3)最 新 ニ ュー ス お よ び研 究 開 発 情 報(CurrentAwarenessNews&Research)

リア ル タ イ ム で の ニ ュ ー ス と情 報 サ ー ビ ス は ま す ま す 普 及 して い る。 この領 域 は 、

NewsEdgeLive,Reuters,Factivaな どの サ ・・一一・一ビス が あ る。 一 方 で 、 蓄 積 型 の検 索 サ ー

ビス と して はNexis,Dialogな どが あ る。

今 後の方向性:

・主要 サー ビス会 社 の再構 成

・イ ン トラネ ッ トへ の対応

・個別利 用機 能の追加

・国際化

・最新 ニ ュース の提供 サー ビス と財務 情報サー ビスの融合

・広告 モデルの ニュースサー ビス の出現

(4)'財 務 ニ ュー ス ・リサ ー チ 情 報(FinancialNews1Research)

3種 類 の グル ー プ:

・一般 の通 信 社 。AP,PRNewswire

・財務 ニ ュー ス通 信 社 。DowJonesNewsService,Standard&Poor'sMarketScope

・蓄 積 型 の 財 務 情 報 と投 資 研 究 サ ー ビス 。Primark'sDatastream,Thomson'sFirst

CaU専 用 端 末や ダ イ アル ア ップ で も利 用 で き る が 、最 近 で はWeb利 用 が増 加 して い

る。

今 後 の 方 向性:

・個 人 投 資 市 場 へ の 進 出

・国際 化

・モ バ イ ル の普 及 とサ ー ビス の 提 供 。Hoover'sな ど

・今 後 は 、個 人 投 資 家 に も リアル タイ ム の 端 末 情 報 の 提 供 が な され よ う

・個 人 投 資家 向 け へ の 新 サ ー ビス 。TheStreet.com,InternetFinancialNetwork
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・提 供 サー ビス会社 の再 編集

(5)法 律 、 税 務 、行 政 情 報(Legal,taxandpublicrecord)

6種 類 の 主 要 分 野:一 般 法 律 、税 法 、環 境 情 報 、不 動 産 情 報 、州 と連 邦 政府 情 報 と各

省 庁 の ドキ ュ メ ン トが含 まれ る。

今後 の方向性:

・主要 な大手サー ビスが 中心 であ るが
、新規参入 も多い。

・Westグ ルー プは国際市場 へ の進 出 を図 ってい る
。

・Lexis・NexisはWestに 対抗す るた め体制 を編成 し直 した。

・CD・ROMか らWebサ ー ビスに急 速 に変わ ってい る。

・法律情報 はUS市 場 で は飽 和 して きてい るので、国際化 を 目指 してい る。

・環 境情報 では合併 が続 い てい る
。

・行 政情報 は成 長 が続 く
。

(6)市 場 情報(Marketinglnformation)

企業 は潜在顧 客 を同定 し、既 存顧 客 に製 品やサ ー ビス を販 売 す るための戦略 を展 開

す るた めに市場 情報 を利 用す る。市場情報 には消費者行動 デー タ、ラジオ視聴 率 、ダイ

レク トマー ケ ッテ ィン グ リス ト、Webの アクセ ス数、POSデ ー タな ど多様 で あ る。

3種 類 の 市 場 情 報:

・視 聴 率 サ ー ビスNielsenMediaResearch(テ レ ビ)、Arbitron(ラ ジオ)

・リス トサ ー ビス 消 費 者(TransUnion
,Equifax,ThePolkCo.)

企 業(InfbusA,sRDs,Acxiom)

・製 品 マ ー ケ ッテ ィ ン グ情 報 サ ー ビ ス(CatalinaMarketingGroup
,IMS)

今後 の方 向性:

・Web/Onhneメ デ ィア がデ ィスケ ッ トやダイアル ア ップ に変 わ りつつ あ る。

・主要 な市場情報 サー ビス会社 は他社 を吸収す るだけで な く、多様 な連携 を行 ってい る。

・Web利 用 分析 サー ビスが拡 大 して いる。

・他社 の吸収 に よ り、 ワンス トップ情報 ソリュー シ ョンを 目指 してい る。

(7)健 康 ・保 健 情 報(Healthcarelnformation)

健 康 保 健 情 報 は イ ン タ ー ネ ッ トの 普 及 に伴 い ブ ■一・一・ム に な っ た 。Webの 普 及 に よ り保

健 情 報 の ユ ー ザ ー は 直 接 必 要 な 情 報 を探 せ る よ うに な っ た 。WebMD,Medscape,

Medsiteな どが 新 規 市 場 を創 造 した が 、HarcourtやWoltersKluwerな ど伝 統 的 な 出
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版社 が同様 のサー ビス を開始 してお り現在競合 が大 き くなってい る。

今後 の方 向性:

・22の オ ンライ ンサー ビス会社 が2000年5月 に健 康保 健 情報の提供 にあた っての倫

理規 定をま とめた。

・モバイル での提供 を 目指 して い る
。

・伝 統的 な出版社 がWebサ ー ビスに進 出 しつ つあ る
。

・学会 も参入 してい る。諸学会 の共 同に よる2000年 始 めのMedemサ ー ビスの 開始。

・医療専 門家は依然 として伝統 的な 出版者 を頼 りとしてい る
。

(8)特 定市 場 情 報(VerticalMarketService)

2000年 はBusinesstoBusinessあ るい はVerticalMarketsと い う用 語 が 広 ま っ た 。

VerticalNet,Ariba,CommerceOneな どが そ れ ぞ れ の 業 種 ご とに オ ン ライ ン で の ウエ

アハ ウス を提 供 して い る。 特 に 、VerticalNetは57種 類 ご とに バ ー テ イ カル コ ミュ ニ

テ ィを提 供 して い る。現 在 約500社 が 存 在 して い る が 、2001年 末 に 整 理 統 合 され て100

社 程 度 にな る と予 想 され る。

今後 の方 向性:

・バーテ イカル コ ミュニテ ィに利 用者 は どの よ うに した ら集 まるか。その分野の 専門家

が必 要。

・建築業 におけ るオ ンライ ン情報 の授 受 は今後急 に拡大す る。

・科学機器 の市場 は もっ とも早 くオ ンライ ン トレー ドが進 展す るで あろ う。

・エネル ギー業界の規制緩 和 はバ ーテ イカル コ ミュニテ ィを促進 す る。

(9)イ ンター ネ ッ トサ ー ビス プ ロバ イ ダー(tSP)

代 表 的 な イ ン タ ー ネ ッ トサ ー ビス プ ロバ イ ダ ー と して 、AmericaOnhne,AT&T

WorldNet,EarthLink,MicrosoftNetwork,Prodigyな どが あ る。

AmericaOnlineの サ ー ビス 内 容 は大 き く次 の4種 類 か ら構 成 され て い る。

① イ ン タ ー ラ クテ ィ ブ サ ー ビス

② イ ン タ ー ラ クテ ィ ブ プ ロパ テ ィ(Digitalcity,ICQ,MovieFone、_)

③NetscapeEnterpriseグ ル ー プ

④AOLInternationalグ ル ー プ

日米デー タベー一・・ス産 業の今後 の方 向について 、1999年 調 査お よび2000調 査で の結

果 を、表4-5-3に ま とめた。1999年 の調 査で は、① イ ン トラネ ッ トの普及 に対応

したデー タベー ス販売 の強化 、② イ ン トラネ ッ ト上 の検 索イ ンター フ ェース をカ スタマ
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イ ズす るた めのツール キ ッ トの提 供、③ コンテ ンツ管理 、配信 あるいは経 営`技 術戦 略

プラ ン支援 す るための知識ベ ースの提供 、④ デー タベ ース単独の販売 ではな く、電子 商

取 引 との複 合的 な提 供 、⑤ デー タベー スの課金 体系 の検討 、⑥Web上 の情報 を収集 ・

整理 しデー タベー ス化す る、⑦大容量 での通信 、な どが今 後の方 向 と して指摘 され た。

さらに、2000年 調 査 では上記 に加 えて、①パー ム コン ピュー タ ・携 帯電話 な どワイ

ア レスでのデー タベ ー スの利用 の拡大 、②米 国で企業 内Universityに よる顧 客へ の教

育 の充実に よる顧 客 との よ り深 い関係 の構築 ・社 内教育 の充実、③広 告モデル でのデ ー

タベ ース提 供 の拡 大、④ 政府 の政策 に よる無 料情報 サー ビスの影響 、な どが指摘 され た。

これ らの方 向性 はSimba社 による今 後の方向性 の予測 とも、一致 が多い。以 上 の調

査結果 を総 合 した とき、今 後 はデー タベー スサー ビスは単独 での提供 だけで な く、電子

商取 引や イ ン トラネ ッ ト環境 下での社 内情報 との連携な ど、よ り複合 的な利 用 が拡大 し

て ゆ くと予 測で きる。また、政府機 関な どに よる無料 での情報サー ビス との関係 につ い

て の整理 が今 後 とも必要 である。
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表4-5-3日 米 デー タベー ス産 業の おもな今後 の方向

1999年 調 査

1

米 国で はイ ン トラネ ッ トの普及 に対 応 したそれ ぞれ の組織 に 向けたデ ー タベ ー ス販売

の 強化。 イ ン トラネ ッ ト上 のイ ン ター フ ェー スな どをカス タマイ ズ で きるツール キ ッ

トを提供す るよ うになってい る。

2

コンテ ンツ管理、コンテンツ配信あるいは経営 ・技術戦略プランなどを支援 できる知

識ベースの提供を目指す。

3

データベース単独の販売だけではなく、よ り利用者に付加価値 を付けてデータベース

商品を提供するため、電子商取引の機能の導入。今後企業間でのBtoBが 電子商取引

の中心となろう。

4
Webサ ー ビスでは入手 した情報量による課金あるいは固定費での課金体系が多 くな

る。

5

WebCenterな どの名称 でWeb上 の情報 を収集 ・整理 し、デー タベー ス と ともに提供

す る新 しいデ ー タベー ス産 業の分 野が拡大 してい く。

6

米 国で は大容 量で の通信 が可能 なイ ンター ネ ッ トであるイ ンターネ ッ トIIの 利 用 が開

始。 米国 のデー タベ ースサー ビスの拡大 には、Web環 境の さらな る改 善 ・拡 大が必要

であ ろ うと考 え られ てい る。

2000年 調 査

7

米 国 お よび 日本 ともパー ム コン ピュー タ ・携 帯電話 な どワイ ア レスで のデー タベー ス

の利 用 の拡大 を期待

8
米 国 では企業 内Universityに よる顧 客への教育 の充実に よる顧 客 との 関係 の変 更 ・社

内教 育の充実 をめ ざ してい た。West社 やIMSHealth社 な ど

9 広告 モデル でのデー タベー スの提供 の拡大(日 本 ・米国 とも)

10
政府の政策による無料情報サー ビス、本業の付加価値 としての無料情報サービスおよ

び広告モデルでの無料情報による影響。
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5ま とめ

ア メ リカお よびわが 国 とも広告 モデル でのデー タベー スの提供 が大 き く広 が った年

で もあ った。一方 では、アメ リカ政府 の政策に よる医学や特許 な どの知 的財 産権 に関す

る無料 で の情報 サー ビスが広 ま り、民 間でのデー タベースサー ビスの あ り方 との 関係 が

議論 にな った。また、ア メ リカ のデ ータベース産業 は、モバイル 環境 、イ ン トラネ ッ ト ・

イ ンターネ ッ トの普及 に対応 して大 きく変化 しつつ ある。デー タベ ー ス産 業 を構成 す る

分野 ご とに、日米デ ー タベ ース産業力 の格差 要因を今後 ともよ く分析 して ゆくこ とが、

わ が国デー タベ ース産業 の今後 の方 向 を探 る上で も重要 なポイ ン トとな るで あろ う。

分野別 にデ ー タベー ス産 業 を分類 し、アメ リカ と 日本 のデー タベ ー ス産 業間で比較 す

るこ とで、ア メ リカ と 日本 のデー タベー ス産業 とでは中心 となる分 野 が異 なって い るこ

とが 明確 になった。ア メ リカでは売上規模 は株 式取引関連、市場 、特 定市場 、財 務 ニ ュ

ー ス ・リサーチ の順 で あったが
、わが国で は最新 ニ ュー ス ・研 究開発 、株式 取引 関連 、

信 用 とな ってお り大 き く異な って いた(表4-3-1)。 わが国で は、アメ リカ に比べ

て株式 取引 関連 、市場 、財務 ニ ュー ス ・リサーチ分 野の売 上規模 が小 さ く、今後 の産 業

規模 の拡大 の可能性 が大 きい。

日米 でのデー タベ ー・・ス産 業の格 差 の要因について、お もに、ア メ リカでの2回 にわ

た る実態調 査 に よる結果 か ら次の よ うに整理 で きる。

前回 の1999年 の 日米デ ータベ ー ス流通構造 比較調査 で は、表4-4-1に あ る よ う

に、ア メ リカ と 日本のデ ー タベー ス産 業の格差要 因につ いて、従来 か ら指摘 され て いた

相 違点 も含 めて① デー タベ ース産 業 の歴 史的な差 異、②英語 と日本 語 とい う言語 の差 異、

③ 政府 の支援 プ ロジ ェク トの差異 、④ イ ンターネ ッ トの普及状 況 の相違 、⑤産 業の リス

トラクチ ャ リングの頻度 、⑥ ア メ リカ経 済の好況、⑦民 間か ら資金調達 の容易 さ、⑧通

信 コス トの 日米格差 、⑨独 立 した企業体 の比率 、な どの諸点が指 摘 され た。

さ らに、今 回の2000年 調査 に よ り、① 情報の収集範 囲の相 違、② 金融 な ど市 場規模

の相 違 、③ 日米 での情報 ニー ズの相違 、④ 情報提供力の相違 、⑤ 検 索イ ンター フ ェー ス

や コンテ ンツ構成力 の相違 、⑥ イ ン トラネ ッ トの活用程度 の相 違、⑦ ビジネ ス遂行 上 で

のマー ケテ ィングの発想 の相違 、な どの格差要 因が新 たに指摘 されて い る。

ア メ リカのデー タベ ース産業 が大 き く発展 したのは、そ の歴 史的 な背景が大 きい と考

え られ る。アメ リカで はす でに コン ピュー タが使 用 され る以前 に、カー ド方式 な どで情

報検 索の考 え方 を発展 させてい たので、コンピュー タが使用 され る よ うになる とただ ち
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に様 々 な分野 でデ ー タベ ー ス化 がい ち早 く始 ま った こ とが今 日の大 きな格差 の要因 と

なって いる。さ らに、ア メ リカで は政府 の支援 に よる各種分 野で の情報 をデー タベ ース

化す るための大きな 「コンピュー タ化 プ ロジェク ト」が行 われ た こ とが、今 日の隆盛 の

一因 となってい る
。また、使用 言語 の問題 も世界でのデー タベー スの利用 を考 え るとき

は大 きな要因 とな って い る。分 野 に よ りそ の程度 は異 な るが、英語 デー タベー スのほ う

が 日本語 よ り需要が大 きい こ とは確 かであ る。

これらの要因には歴史的なものもあり、簡単には埋めることが出来ないものも多いが、

1999年 調査で指摘 された民間か ら資金調達の容易さ、通信コス トの日米格差などや、

あるいは2000年 調査で指摘 され た情報提供力の相違、検索インターフェースやコンテ

ンツ構成力の相違、イン トラネットの活用程度の相違、ビジネス遂行上におけるマーケ

ティング発想などいくつかの要因については、今後の民間および政府機関の努力により

日米間の格差を解消できるものも多い。

今後 のWeb/オ ンライ ンサー ビス の方 向にっ いて、アメ リカ実態調 査 とわが 国でのイ

ンタビューな どか ら得 られ た結果 は次 の よ うに整理 で きる(表4-5-3)。

日米デ ー タベー ス産業 の今 後 の方 向につい て、1999年 調 査お よび2000調 査 で の結

果 を、表4-5-3に ま とめた。1999年 の調 査で は、① イ ン トラネ ッ トの普及 に対応

したデー タベー ス販売 の強化 、② イ ン トラネ ッ ト上 の検 索イ ンター フェー スをカス タマ

イ ズす るた めのツール キ ッ トの提 供 、③ コンテ ンツ管理 、配信 あ るい は経営 ・技術戦 略

プ ラン支 援の ための知識 ベー スの提供 、④ デー タベー ス単独 の販 売では な く、電子 商取

引 との複 合的 な提供 、⑤ デー タベ ー スの課金 体系の検討 、⑥Web上 の情報 を収集 ・整

理 しデ ー タベー ス化す る、⑦ 大容 量 での通信 、な どが今後 の方 向 と して指摘 され た。

さらに、2000年 調査 では上記 に加 えて、①パ ーム コン ピュー タ ・携帯 電話 な どワイ

ア レスで のデ ー タベ ー スの利 用拡大 、② アメ リカで企業 内Universityに よる顧 客へ の

教 育の充実 に よる顧 客 との よ り深 い関係 の構 築 ・社 内教育 の充実、③広 告モデル でのデ

ー タベー ス提供 の拡大、④ 政府 の政 策 に よる無料情報 サー ビスの影響 、な どが指摘 され

た。

今後、デー タベー スサー ビスは単独 での提供 だけで な く、電子 商取引やイ ン トラネ ッ

ト環境下 での社内情報 との連携 な ど、よ り複合 的な利用 が拡大 して ゆ くと期待 され る。

また、政府機 関な どに よる無料 で の情 報サー ビス との関係 な どの整 理が今後 とも必要 で

あろ う。アメ リカのデー タベー スサー ビス提供 元は、企 業で のイ ン トラネ ッ トの普及 に

対応 したデー タベー ス販 売 に力 をいれ 、イ ン トラネ ッ ト上の検 索イ ンター フェー ス な ど
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をカ スタマ イズで きるツール キ ッ トを提供 、あ るいはパ ーム コ ンピュー タ ・携帯 電話 な

どワイ ア レスでのデー タベー スの利用拡 大な ど、ビジネス の様 々な場面 で利 用 で きるよ

うな方 向を 目指 して い る。別 の面か らみ ると、これ か らは コンテ ンツ管理 、コンテ ンツ

配信 あるいは経 営 ・技術戦略 プ ランな どを支援 で きる知識 ベー スの提供 を 目指す ゆ くこ

とになろ う。

ア メ リカでは電子商取 引が急速 に拡 大 してお り、デー タベー ス単独 の販 売だ けでは な

く、利用者 に付加価値 を付 けてデータベ ース商 品を提供す るため、電子 商取引 の機 能 を

取 り入れ る ところが増 えてい る。今後 の電子商取 引は消 費者 を対象 とす るBtoCよ り、

企 業 間で のBtoBが 大 き く伸び る と予測 されて い る。

利用料金はオンラインサービスで広く採用されてきた接続時間による課金に代わり、

入手した情報量による課金あるいは固定費での課金体系が多くなる。

最新ニ ュー ス ・研究 開発 の分野 は比較的 電子化 の遅れ た分野で ある と言 える。しか し、

近年 の雑誌 な ど一 次情報 の急激 な電子 ジャー ナル 化に よ り、今後1～2年 で この分野 の

売 上が急拡大す る可能性 があ る。SIMBA社 で は、現在 、Web/オ ン ライ ンサー ビスの

範 囲に学術 出版社 が発 行 してい る電子 ジャーナル は含 めてい ないが、今 後1～2年 で こ

れ らもWeb/オ ン ライ ンサー ビスの範 囲に含 める ことにな るで あろ うと予測 してい る。

データベー ス作成 お よび提供 にあた っての考 え方が、アメ リカで はイ ンターネ ッ トの

普及 に よ り急 速 に変 わ りっっ あ る。 デー タベー スの作成 も従来 の方法 に加 えて 、Web

上 の情報 か ら収集す るこ とが増 えてい る。 例 えば 、Dun&BradstreetやNTISで は、r

す でにWeb上 の情報 を収集 し、整理 ・加 工 し、従来のデー タベ ー スに情報 を追加 して

い る。 また、一方 ではデー タベ ースの提 供者 であるFactivaの よ うに、WebCenter

の名称 で提供 デー タベ ースの 内容 に関連す るWeb上 の情報 を収集 ・整 理 し、Web上 の

情報 も同時に探せ る よ うに している。今後 は、WebCenterの よ うな 、よ り高 い付 加価

値 をつ けたオ リジナル性 の高い製 品開発 が求 め られ る と考 え られ てい る。

AOLの よ うな消費者向けサービスでは会員からの会費収入のほかに各種の電子商取

引の提供による収入、ホームページでの広告収入が大きく伸びており、このようなサー

ビス範囲の拡大が今後の売上規模の拡大に寄与すると予測されている。

今 後、 アメ リカ のデ ー タベ・一ーーースサー ビスの拡大 には、Web環 境 の さらなる改 善 ・拡

大が必要で あ ろ うと考 え られ てお り、今後 の大容 量での通信 が可能 なブ ロー ドバ ン ドサ

ー ビスが開始 されて い る
。

83



日米データベース流通構造比較調査

イ ンター ネ ッ トの普及 に よ りア メ リカオ ン ライ ン(AOL)や ヤ フー(Yahoo!)の

よ うなデー タベ ー ス企 業か ソフ トウエ ア企 業 かの区別 も難 しい業 態 の企 業 が増 えてお

り、この こ とが、現在 、ア メ リカで進 行 してい るデー タベ ース業界 とソフ トウエ ア業界

のある種 の融合 現象 を象徴 的 に示 してい る と言 える。

ア メ リカ で は 、NationalInstituteofHealth(NIH)のPubMedCentralや

DepartmentofEnergy(DOE)の"PubScience"な どの方 向 も あ り、商 業 ベ ー ス で の

拡 大 に な る の か 、政 府 に よ る事 業 とな る か の2つ の 流 れ が 現 れ て い る。 これ ら は民 間

のWeb/オ ン ライ ンサ ー ビス に今 後 も大 き な影 響 を及 ぼ す 可 能 性 が あ る と考 え られ て

い る。

アメ リカで はイ ンターネ ッ ト/Webを 利 用 して い る家庭 が2000年 には全 家 庭 の

55.8%と な り、情報 イ ンフラの面か らも従 来 か らの情報(デ ー タベ ー ス)産 業 は大 きな

変革 をせ ま られ てい る。 多 くのデー タベ ー ス企業がイ ンターネ ッ ト/イン トラネ ッ トに

対応 した製 品を投入 してお り、とくに、い くつ かのデー タベ ース企業 ではイ ン トラネ ッ

トに対応 した組織 向けの販 売に力 をいれてお り、今後 この よ うな販売方 向が拡 大す る と

予測 して い る。また、この よ うな変化 が 日本お よび欧州 で も促 進 され る と予測 され てい

る。

わが 国のデー タベ ース産業 では、ワンス トップシ ョッピング とい うコンセ プ トは 、充

分強み があ るので、今後 も横 断検 索や 配信 方法 な どに特徴 を出す ことでデー タベー ス ビ

ジネ スの売上増 は見込 める との意 見が あった。

わが国のデータベース産業の海外市場への積極的な展開については、分野によっても

異なるが、システムコス トが非常に高く国内市場だけでは採算性の限界を感 じるので、

積極的に検討 して行きたいとの意見があった。

わが国 のデ ー タベー ス事 業者 の 多 くも、 こ こ1～2年 でWebで のデー タベー ス提供

を開始 し、急速 にWebベ ー スのサー ビス に移行 しつつ ある。例 えば、科 学技術振 興事

業団のEnjoyJOIS、 日本経済新 聞社 の 日経 テ レコン21、 ジ・一・… サ ーチのG・Search

デー タベー スサー ビスな どが ある。

アメ リカのデー タベ ース産業 は、図5-1の よ うに、今 後 は様 々な付加 価値 を付 けた

Webサ ー ビスを経過 し、知識ベ ー スの取 り込 み と、電子商取 引の機 能 を付加す る こと

お よび提供形 態の 多様化 に よる拡 大 によって、新 しい形態のデ ータベー ス産 業 を 目指 し

て いる と言 える。
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図5-1Web/オ ンライ ンサ ー ビスの今後 の方 向

通信 回線 の高速化(ブ ロー ドバ ン ド)'・ インターネ ッ ト/イ ン トラネ ッ トの普 及
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表5-1今 後の調査課題

わが国およびアメリカにおけるデータベースの利用形態がパームコンピュータ・携帯電

話などワイアレスでのデータベースあるいはイントラネットでの利用あるいは電子商取

引との連携など大きく変わっているので、今後とも分野別の動向の実態把握が必要で

ある。

調査報告書のPDF化 、電子新聞の広告モデルから有料購読モデルへの変換の兆し、

電子雑誌、電子本などアメリカが先行している新たなデータベースの範囲の拡大を反

映した統計・調査が今後必要とされる。

日米の格差が近年拡大する傾向にあり、格差を縮小するための施策の提案を視野に

入れた調査が必要である。

アメ リカでのデー タベ ース産業 の実態 につ いては、今 回のア メ リカ実態調査 に よ り明

らかに なって きた といえ る。デ ー タベ ース産 業 を構成す る大 きな領域 ご とに分析 す る こ

とで、日米 の格差 の要因 もよ り明確 化 で きた。今 後 とも、ア メ リカでの領域 ごとの分析

に対応 す るわが 国のデー タの分析 が重要 であ る。今 回は 日米 のデ ータベー ス産 業 間の比

較 を行 ったが 、わが国 とデ ー タベー ス産業 の規模等 同 じよ うな水 準に ある と考 え られ る

ヨー ロ ッパ 諸 国の状 況 と比較す るこ とも必 要 であ ろ う。

さらに、わが国お よびアメ リカ にお けるデー タベ ースの利用形 態がパー ム コン ピュー

タ・携 帯電話 な どワイ ア レスで のデ ー タベ ース あ るい はイ ン トラネ ッ トでの利 用 あ るい

は電子 商取 引 との連 携 な ど大 き く変 わってい るの で、今後 とも分野別 の動 向の実 態把握

が必要 であ る。

新たな傾向である調査報告書のPDF化 、電子新聞の広告モデルから有料購読モデル

への変換の兆し、電子雑誌、電子本などアメリカが先行している新たなデータベースの

範囲の拡大を反映した統計 ・調査が今後必要になる。

この よ うに、アメ リカ のデー タベー ス産業 は、イ ンターネ ッ トの普 及 に対応 して大

き く変化 しつつ あるので、デー タベ ー ス産業 を構 成す る大 きな領域 ごとに 、日米 のデ ー

タベー ス産 業力格差 の要因 をさ らに よ く分析 して ゆ くこと、さらに、日米 の格 差が近年

拡大す る傾 向 にあ り、格差 を縮小 す るた めの施 策の提案 を視野 に入れ た調査 が、今後 の

わが国デ ー タベ ース産 業の発展 に とって も重要 な課 題 であ るとい える。
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付 表 一1

付 表.2

〈付 表 〉

分野ごとの代表的なWeb/オ ンラインサービス会社

米国データベース産業実態調査の質問 ・調査項目ごとの結果





付表一1分 野ごとの代表的なWeb/オ ンラインサービス会社

分 野 内 容 世界の代表的な会社・サービス名 わが国の代表的な会社 ・サービス名

財務上で必要な情報を提 Reuters、Bloomberg、B亘dge

Brokerage

(株 式 取 引

関 連)

供する。これらの情報
サービスにはリアルタイ
ムの市場情報から事業所
や銀行への財務情報の

InfbrmationSystems、BARRA-

POSIT、DBCWest!BMI、TrackData、

StarDataSystelns、PCQuote、CMS

Quick社 、 ロ イ タ ー ・ジ ャ パ ン 社 、 ブ

リ ッ ジ ・ジ ャ パ ン 、 ブ ル ー ム バ ー グLP

サー ビスまで広範囲なも (DBC)、DTNFinancialServices

のが含まれる

ACNielsen、IMS(Cognizant)、Acxiom

Marketing

(市 場)

特定のメー リング リス ト

の販売 、 リス ト提供サー

ビス、視聴率、お よび販

売促進 の効率化 ために必

Corp.、InfbrmationRe80urce81nc.、

VNU、NielsenMediaResearch、

Experian、ThePolkCo.、Metrolnai1、

日本能 率協会総合研 究所 、アジアデー

タ リサーチ㈱ 、アイエムエス ・ジャパ

ン、エーシニールセ ン ・ジャパ ン、㈱

要な情報などが含まれ Dun&Bradstreet、Cata五naMarketing マーケ ッティングセンター

る 。 Co叩.、 『釦㎡bUSA、Arbitron(Ce亘dian

Corp.)、M/A側CGroup、PMSI

プ ロフェショナルな投資 ThomsonFinancialSvc8.,McGraw・Hi皿

Financial

News/Resea

rch(財 務

ニ ュ ー ス ・

リサ ー チ)

家 のための決断支援、
ニュー ス配信 を行 う。 こ

の分野 には財務情報のほ

かに、 リアルタイムの相

場や 、電子メールに より

ビジネスニュースを提供

FinancialSvc8,Moody'8(D&B),P血1ark,

DowJonesNewsw血es,PR

Newswke,BARRA,FactSet,Busme88

W丘e,ValueLine,OneSou㏄eInfb.

Svcs.,MultexSystems,Market

日本経済新聞社、 トム ソン ・ジャパ

ン、㈱野村総合研 究所、 ファイナソシャ

ル ・イ ンフォメーシ ョン ・サー ビス ・

ジャパ ン㈱ 、㈱アイ ・エヌ情報セ ン

ター、

す るサー ビスを含む。 Guide,Hoover's,ComtexScientl五cCorp.

Credit(信

用)

個人や法人の支払い ・代
金回収の履歴情報を提供
することにより貸付の危

Equ迂ax,Dun&

Bradstreet,E】qper垣n,CSCCreditE,Tran8

㈱帝 国データバ ンク、㈱東京商工 リ

サーチ、ダンアン ドブラッ ドス トリー ト

ジャパ ン(株)、 ダイアモ ン ド社 ↓東洋

険度の確認を支援する。 UnionE 経済新報社

Westlaw,]Lexi8,ChoicePoint,Experian・
㈱TKC、 ㈱ 日本法律情報セ ンター 、㈱ 日

Lega1,Tax 公的な機関により作成 さ Realestatemfb.,DBTOnhne,DAC 本 統 計センター、㈱会議録研 究所 、新 日

AndPublic れた情報を提供 し、法 Service8,EDR,InfbrmationAmerica, 本法規出版㈱、(社)行 政情報システム研
Record(法 律 、法的な決定、法人 レ VistaIn五)(V担taInfb.Solutio118),Aveft 究所、国際航業㈱ 、㈱ メデ ィアライブ ラ

律 、税務、

行政情報)

コー ド、不動産売買の履

歴 などが含 まれ る。
ERIIS,BNAOnline,

Lawnewsnetworkcom,Lρ 旭law.com

リー、㈱パス コ、㈱ ダイケイ、NTT情 報

開発㈱、㈱ア ソウシステ ムバーン、㈱ア

ルプス社 、第一法規 、㈱ ぎょうせ い

日外ア ソシエーツ㈱ 、㈱エ レク トロニ ッ

ク ・ライブラ リー,科 学技術振興事業

最新および遡及ニュー 団、㈱ジー ・サーチ、(財)日 本特許情報
ス、会社情報、各種の競 機構 、朝 日新聞社 、毎 日新聞社、読売

合情報 ・産業情報を提供 新聞社、北海道新聞社、河北新報社、中
す る。Current 日新聞社、信濃毎日新聞社、時事通信

Current

Awareness

News&

Research

(最 新

ニ ュ ー ス お

よ び 研 究 開

発)

AwarenessNewsは 検 索よ

りオ ンライ ンでの提示 が

中心である。 これに対 し

て 、Researchサ ー ビスは

科学技術 、ビジネス、一

般情報 な どを10年 あ るい

はそれ以上 も遡及 して蓄

積 し検 索出来 る様 に して
い る。 ライブ ラ リアンや

Nexi8,Dialog1DataStar1Profb㎜d,Factiva

/DowJones&Reuters,TheGaleGroup・

InSite,ComputerSelect,InfbTrac,

Alne亘canChemical

Society,NewsEdge,W㎞8tar・Telebase,

Of五ce.com

FTPro丘1e,FTDi8covery,FT.co叫Ovid

Online/Ovidweb,Q

社、京都新聞社、㈱ 医薬時報社 、 日本電

子計算㈱ 、(社)化 学情報協会、ブラン

デ イ インターナシ ョナル㈱、ユサコ

㈱、㈱紀伊國屋書店 、丸善㈱、㈱科学新

聞社、共同通信マー ケ ッツ、㈱熊本 日日

新聞社、㈱高知新聞社 、医学中央雑誌刊

行会、 日本発明資料社㈱ 、㈱ 日刊 工業新

聞社、㈱ 日刊スポーツ新聞社、中央光学

出版㈱、'日商エ レク トロニクス㈱ 、 日本
イ ン フ ォ メ ー シ ョン ・ス 技術貿易㈱、 ダー ウェン ト・ジャパ ン、
ペ シャ リス トが このサー アイエスアイ ・ジャパ ン、日本パ テン ト
ビスのおもな利用者 と デー タサー ビス㈱、㈱ ニューズ ウォ ッ

な っている。 チ 、 ニ ュ ー ズ エ ッ ジ ㈱ 、 フ ァ ク テ ィバ ・

ダウジョーンズ&ロ イター、 レクシスー

ネ クシスジャパ ン㈱



、

㈱テ ィビーエス ・ブ リタニカ、㈱テ ク

ノミック、アシス トマイ クロ㈱、㈱ ダイ

ア リサーチマーテ ック、 日立 ソフ トウエ

アエ ンジニア リング㈱ 、㈱ 日本アル ト
Verticals 限定された利用者グルー マ ー ク 、 ㈱ ア ク セ ス 国 際 ネ ッ トワー ク 、

(特定市場 プに良く適合 した情報を 日経BP、 ㈱ 昭文社、㈱ゼ ン リン、㈱ ダイ

向けサー ビ 該当の特定市場に向け提 ケイ、㈱テ ィー ジー情報ネ ッ トワーク、
ス) 供 する。 東急不動産㈱、㈱土木情報サー ビス、 日

本 コンピュータグラフィ ック、(財)日 本

地図センター、表現研 究所 、㈱イェ ッ ト

ツ ー ・コ ム ・ア ジ ア 、 ㈱ バ ー テ イ カ ル

ネ ッ ト ・ジャパ ン

Ame亘caO】 〔山ne,CompuServe,AOLtota1

イ ンターネ ッ トに接続す ,MSNPremier,AT&TWorldNet,IBM

消費者向け

るための通信 ソフ トウェ

ア を提供。米国内の大部

分のISPサ ー ビスはデータ
ベース、通信、および電子

IntemetCo㎜ection,Ea曲 五 辻

Sp血t,RCN,GTHnet,BellAtlantic

net,MindSp血g,Prodigy

ニ フ テ ィ ㈱ 、 ㈱ ピー プ ル ・ワ ー ル

ド、 ビ ッ グ ロ ー ブ 、 ソ ネ ッ ト

決済サー ビスをまとめて Intemet,WebTV,IntemetMCI,

提供 している SBC,BellSouth.net

注1分 野 名、分野の内容および世界の代表的な会社 ・サービス名はSimba社Businθss&ProfessionalOnlinelnformation

Markets2000-2004よ り

注2わ が国の代表的な会社・サービス名は平成11年 度 データベース台帳総覧、Database2000T。ky。 ガ イドブック等を参照した。



付表一2米 国データベース産業実態調査の質問・調査項目ごとの結果

調査項目12000年 度の調査結果11999年 度の調査結果

データベース企業への醐 額

① 総売上に占 *Westグ ループ全体の売上比率は、半分は出版物、残 り半分が電子 *Dun&Bradstreetで

め るデ ー タベ ー デー タ関係(オ ンライ ン、CD-ROM)で あ る。 は全売上の35%が 電子媒体

スサー ビスの割 *AcNielsenで は 、 マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ ー は マ ー ケ ッ トシ ェ ア に 大 き な

合は? 関心 を持 ってい るの に、 リテー ラが コンシューマ の情報 を集 め る

のは難 しいからである。 消費者 ・利用者の需要を基にデータベ
一スを作成 し、テ ンプレー トに嵌め込むよ うなシステムを使って

い る。電子 デー タは20%、 残 り80%は 紙 であ る。WebとOnline

の売上げ比率は60%:40%で ある。 利用 している会社数でみる

と、100～80%:0～20%とWebで の利 用が圧倒 的で ある。

*IMSHealthで は 、企 業 と して 、健康 ・保険の分野 での情報 サー ビス

で40年 以上の経験があ り、また、全世界に亙って配置されている

5,000人 以上の社員で構成 されているので、特定の国に限定されな

い、全世界にわたる医薬品の販売情報などを提供することが出来、

健康 ・保険の分野での トータルな情報サービスあるいはビジネス

の ソリュー シ ョンを提供 で きる。 売上 げは1999年 で 、14億

ドル である。

*ThomsonFinancia1で は 売 上 げ の う ち 、 紙 が15%、 電 子 が85%(こ の

うちオンライ ンが80%、C卜ROMが5%)で あ る。 また、オ ンライ ン

の 中では、 ピュアー ・デ ータベースサー ビスが50%、 デ ー タベ ース

情報処理サービスが50%と なっているが、伸び率は後者が10%く ら

いで あ るの に対 して 、前者 は5、6%と 少 な い。 なお 、 コンサル テ ィ

ングサー ビスは2倍 増 である。

*Dialog社 は デ ー タベ ー ス の販 売 に よる収入 が企業 の 全体 で あ

り、地域別の売上比率は米国が60%、 残 り(他 の国)40%と

な ってい る。Web、CD-ROMお よ びオ ンライ ンで の利 用比率 は2

0%=75%:5%と な ってい る。利 用状 況はあ ま り大 きな増加

はな い。DIALOGサ ー ビスで5%増 で ある。

② デー タベー *NTISで は 米 国内デ ー タベ ース と米

ス の 売 上 に 占 国外データベースとを区別 して読

め る 国 産 デ ー 計は取っていないので不明

タ ベ ー ス と海

外 デ ー タベ ー

スの比率?

③ 提供方法別 *West社 で は現在 のWestlawサ ー ビス は1993年 にオ ンライ ンイ *米 国ではデータベースの提供手段

のおおよその売 ン ター フ ェイ ス を ウイン ドウズベー スの システム に した(TTY がCD-ROMか らWebサ ー ビスへ と急

上高比率。オン サー ビス)とWebイ ン ター フェイ スの2種 類のイ ンター フェイ スが 速 に変 わってい る。Thomsonグ ル ー

ライ ン(パ ケ ッ あ る。 現在 、 ウイ ン ドウズベ ー スのイ ンター フ ェイ スも利 用者 の プで提供 しているデータベースの

ト 、Web)、CD一 50%に よ り使用 されて いる。 その後に開始 したWebイ ン ター フェ ケー スでは、近年 、米 国でのCD-ROM

ROM、 そ の他? イスは利用が伸びており、現在では利用者の50%が 使用するまでに の販売は毎年30～40%減 とな

なってい る。 ってお り、デ ー タベ ー ス売上全体

*AcNielsenで は 、製 作会社 はマー ケ ッ トシ ェアに大 きな関心 を持 っ の5%以 下
'"i'2' *InstituteforScience

Information(ISI)社 で は3年 前

附表2米 国データベース産業実態調査の質問 ・調査項 目ご (1997年)は 売上の50%が

と の 結 果 ㎜ －MIS㎜ 一 CD-ROMや フ ロ ッ ピ ー 、40%が

る。 利用 してい る会 社数 でみる と、100～80%:0～20%とWebで Dialogな ど の オ ン ライ ンサ ー ビ

の利用が圧倒的である。 ス、10%が 印 刷物 。来年(20

00年)に はWebofScience(ISI

社 のWeb製 品)が50%以 上 、CD一

ROMが15%、 残 りがオ ンライ ンサ
一ビスへ と大きな変化を予測

。
*NTISの 年 間売 上は30～35百 万

ドル 。NrISデ ー タ ベ ー ス は1.2

百万 ドル 、 コン ピュー タ製 品3百

万 ドル 、NTISデ 提 供 して いるオ ン

ライ ンデ ータベー スが1.0百 万 ド

ノレ。



調査項目 2000年 度の調査結果 1999年 度 の調査結果

④ デー タベ ー

ス ・サー ビスの

売 上 の 伸 び

率?

⑤ 今後期待す *West社 で は今 後はWebで の 利用 が多 くなって行 くと予想 してい る。

る デ ー タベ ー 利用者への情報配信サー ビス として、目次な どのコンテンツ配信を
ス ・サー ビスの eメ ール 等で行 ってい る。今 後の情報検 索 ・配信 のプ ラッ トフォー

提供手段 とコン ムとして、関心を持って検討 しているのが、携帯型のパームコンビ

テンツの種類? ユ ー タ(PalmComputer、PalmPilot)で あ る 。 外 出 先 か ら も ア ク セ

スできるので、弁護士などに利用に増を期待 している。

貴社がプロデューナーである揚合

⑥ 海外 にデー *West社 の 地域別 の売上 比率で は、米国 が65～70% 、 米 国以外 が30～

タベースを販売 35%で あ る。 日本は3万 ドル く らいであ る。

していますか? *AcNielsenで の 地域別の 売上規模 は、北米40%、 そ れ以 外60%

販 売 してい れ であ る。 ヨー ロッパでは18ヶ 国 で利用され て いる。

ば、 日本への販 *ThomsonFinancia1と しては 日本 のマーケ ッ トは米国 に比 較 して規

売の比率は どの 模 が 小 さい か ら、 日米 間で 格差 が あ るの は 当然 と思 う。Thomson

くらいですか? Financia1で 販 売 して い るデー タベ ー ス の地 域別 の比 率 は、 米国

70%、 ヨ ー ロ ッパ20%、 そ の 他10%(日 本4-5%)で あ る 。

⑦ 他社 にデー *Thomsonグ ル ー プで 作成 して い る

タ ベ ー ス を 提 科学技術データベースでは、利用

供 してい ます (売上)比 率は米国40%、 アジ

か ア30%、 ヨ ー ロ ッパ30%

*Gale社 で作成 している芸術分野

のデータベースの利用(売 上)比

率は米国92%、 ヨー ロッパ6%、

アジア1～2%

*DowJonesReutersBusiness

Interactive(現FactivaInc.)社

は売上のすべてがWeb/オ ンライ ン

サー ビスで 、米国 ・カナダの売 上

が56%、 ヨ ー ロ ッ パ34%、 ア

ジア10%。

⑧ 自社 でオ ン *IMSHealthで は 、全世界 の医薬品の取 引に関す る情報 を集 めてグ ロ

ライ ンサー ビス 一バルDBを 作成 している。これを基に、利用企業ごとにカスタマ

を行っています イズして、提供 している。主要な顧客としては、医薬品会社、政府、

か。 今 後 、Web ヘルスケア会社、遺伝子技術会社、マネージングケア会社等である。

の普及による影

響 をどのように

考えますか。 自

社でのサー ビス

を拡大 して行き

ますか。

⑨ デ ー タベ ー *West社 で は1980年 代 か らWestlawの オ ン ライ ンサー ビスを 開 *現Factiva社 は す べ てWebサ ー ビ

スを構築する上 始 した。 特 に、1990年 代 に は検 索 システ ム、検 索イ ンター フ ス 。

でどのような点 エースの改善に投資を集中してきた。 *NTISで 今 後 期待 して いるデー タベ

が問題 と考えま 一ス ・サー ビスの提供 手段 として

すか(デ ータの はWebが 中 心 に

収集が難 しい、

デ ータのメイテ

ナンス費用が大

きい、国の助成

が少 ない、その

他)



調査項目 2㎜ 年度の調査結果 1999年 度 の調査結果

⑩ 行政機関な *West社 では最近の政府の行政情報や医療 ・医学情報などの無料サ

どの公的なデー 一 ビスに関 しては、法律情報はもともと公開されており、従来か

タを利用 してデ ら政府より無料で開示されてきたものである。法律情報の関 して
一 夕ベ ー スを作 いえば、従来か ら変化はないと言える。政府から公表され るデー

成 していますか タは、オ リジナル デー タだけで あ り、間違 い もあ るので、現状 で

は法律情報の関 しては、付加価値を付けること、データ修正、シ

ステムの信 頼性(Security)な ど に努 め るこ とで、政府 の無料情

報 とは十分対抗できると考えている。

*米 国商務省の機関であるMIsで は組織的にはインターネ ットの普

及で、技術 レポー ト等がそれぞれの研究所のホームページなどで

公開されるようになるにつれ利用が減少 したため、スタッフの削

減を行ってきた。その意味ではインターネ ットの普及の影響を強

く受けた機関のひ とっと言える。現在、スタッフ数は数年前まで

の400人 規 模 か ら、200人 規模 に減少 してい る。

費在がプ ロデューナーあ る〃、はデ ィス 〃 どユーター である場 合

⑪ デ ー タベ ー

ス サ ー ビ ス 業

を始めた動機

は どの よ うな

ものですか?

⑫ デ ー タベ ー *AcNielsenで は 、 これか らは 、見 ただけ払 うとい う従量制の料金体 *オ ンラインサー ビスで広 く採用さ

スサー ビスの利 系がのが増えるだろう。また、付加価値 を付けたインテ リジェン れてきた接続時間のよる課金体系

用料金はどのよ スデ ー タベ ース とい うことで 「Vertica1な デ ー タベース」が今 後 もWebサ ー ビスで はな くな って ゆ

うに決めていま の傾 向にな るだ ろ う。 今後 は、沢 山のVertica1デ ー タベ ー スを集 く

すか?料 金体 めてWideRangeデ ー タベ ース を構 築す る ことにな る。 この よ うな *Dun&Bradstreetの 利 用 料 金 の 体 系

系は従量制ある デー タベ ー スを使 うことで、 トレン ドや ヒス トリーな どの解析 が は 、会員契約 によ り、デ ー タの入
いは固定制な ど 容易になると考 えている。もちろん、統計データベースには非常 手量に応 じた従量課金、特定のア

複数設定してい な関心がある。 プ リケー シ ョンに対応 した料金

ますか?大 *Dialog社 で は料金 体系にDialUnitを 採 用 してい るが、同 じ検 索で (一種の固定制料金)な ど。 ク レ
口利用者への割 も日によって値が変動す るので、料金を見積るのが難 しいことも ジッ トカー ドでの利用 を開始。

引制度などは導 あ り、この検討が最大の課題である。 この際に、抄録の価値の価 大学や政府機関には別立ての料金
入 して い ま す 格設定も検討 している。 体系を設定。

か? *現Factiva社 で は利 用 料 金 は イ ン

トラネッ トの普及もあ り、固定料

金制に向か うと考えている。提供

サー ビス 中にWebセ ン ター を作 り、

インターネ ッ ト上で企業利用者に

有用 と思 わ れ る約2,000の サ イ ト

か ら情報を収集 し、利用 しやす く

編集 して利用者に提供 している。
*NTISデ ー タベ ース はベ ンダー に よ

る提供には年間1万 ドルの固定費

と売上高の40%を ロイヤ リティ
*NTISで は個人を対象 とする年間会

費制 およびLANで の利 用を前提 と

した場合の利用者数に比例 した固

定費制



調査項目 2㎜ 年度の調査結果 1999年 度の調査 結果

⑬ 現在提供 し *NTISデ ータベースは米国政府の補助金で実施された研究・技術 レポ

ているデータベ 一 ト情報 を集 めて作成 され た
、書誌 デー タベ ースであ る。最近では 、

一 スの種類 は
、 NTISデ ー タベ ー スはNTIS職 員 が米 国各省 庁の ホー ムペ ー ジを定期

テ キス ト、数値 的に巡回し、そこか らも技術 レポー トを集めて作成 している。これ

デ ー タ 、 画 像 ・ らのホームページか ら集めた技術 レポー トの全文データベース化

映像(動 画)・音 も最近では実施 している。

声などを含むマ *NTISが 提供 している技術レポー トは200頁 位の長いものが普通であ

ルチ メデ ィア、 り、このような分量の多い文献情報を提供するのに、現在のパソコ

その他。 ンのプ リンターでローカルに大量出力す るのには容量が充分でな

いものも多い。インターネ ットで分量の多い技術 レポー トを提供す

るためには、現在の利用者が使用しているパソコンやプリンターな

どの情報機器の性能が問題となっている。今後は利用者にとっての

使いやすさが課題である。

*全 米の技術 レポー トを集中管理することで、各省庁での技術 レポー

トの作成に対す る技術的なサポー ト、あるいはどのような技術 レポ
一 トや 資料が良 く購読 され るか と言 うような市場調査(Cost

Pilot)の セ ンター 的な役割 も果た してい る。

⑭ 今後提供を *ThomsonFinancia1で サ ー ビ ス し て い る い わ ゆ る ピ ュ ア ー ・デ ー タ *Dun&Bradstreetで は リ ス ク 情 報 な

予定 しているデ ベ ー スサー ビスは、Webで の 各種 の会 員サー ビスの一 環 と して 、会 どもイメージデータでグラフ上に
一 タベー スの種 員向けに無料で利用できる場合などもあり、利用が減少 している。 示せ るよ うに し、マネー ジメ ン ト

類 は、テ キス ト、 この よ うな傾 向 を見 る と、 ピュアー ・デー タベー スサー ビスだ けで の決定支援がより効率的に行 える

数値データ、画 は将来性があま りないように感 じる。 データベースを組織や部 よ うに計画。

像 ・映 像(動 門の要望に合 うように、様々に加工 して提供するデータベース情

画)・音声などを 報 処 理 サ ー ビ ス(InformationProcessingService)が 今 後 伸

含むマルチメデ びて行 くと考えている。実際、デー タベース情報処理サービスの

イア 、その他。 ThomsonFinancia1で の 売上比率 はまだ小 さい が、伸び率 は大 きい。

⑮ イ ンターネ *ThomsonFinancia1と しては米 国で は従 来 の財 務デ 一 夕ベ ー スサ *訪 問 したすべての ところでWebで

ッ ト(Web)で の 一 ビスの他に、Webで の消費者向け財務情報サー ビスが拡大 して サー ビス 中。

デー タベースの お り、情 報をWebで 入 手す るこ とが、急速 に広 まってい る。 *NTISで は 専門の ス タ ッフが関連 す

提供を行ってい *NTISで 提供 している科学技術情報に関 しては、米国の図書館では るホー ムペ ー ジを巡回 し、技術 レ

ます か。 現在 、 データベースの利用はC卜ROMに よるものが多かったが、最近では ポー トを入 手 してデー タベー スに

サー ビス してい CD-ROMで の 利用 か らイ ンター ネ ッ トでの利用 に移行 しつ つあ る。 必要な情報を入力
ない場合には、 *米 国各省庁のホームページを定期的に巡回 し、そこか ら技術 レ

今後予定はあり ポー トを収集 しデー タベース化 して、集中管理することで、各省

ます か。 庁の技術 レポー トの電子的な保管センターの役割 も荷なってい

る 。

*Dialog社 で は 、 製 品 名 がDialogIntranetToolkitと 言 う 、 利 用 者

が簡単に構築できる使い安い検索イ ンター フェースの提供に、力

を入れている。 また、オンラインデータベースの各体系の見なお

しも進 めてい る。



調査項目 2000年 度の 調査結果 1999年 度 の調査結 果

⑯ 米 国 で の デ*West社 で は 、そ の理 由 として、コンピュー タ、 ソフ ト、ITに 投資 し
一 夕ベー スサー て きたか らである

。特にイ ンター フェイスの改善に投資 してきたこ

ビスは、売上 高 とに よると考 えてい る。 検索イ ンターフェースの改善 にあたって

でみ る と、世 界 は 、実 際の調査時 の作業手順 を良 く分析 し、弁護 士 などの調査習慣

の70%以 上 と をよ く知った うえで改 善 してい る。 その よ うなひ とつ として、オ

なってい ます。 ンライ ン上で 、利 用者 がメモや コメン トを貼 り込みな どもできるよ

米 国のデ一 夕ベ うに工夫 して いる。
一ス産業が太 き*IMSHealthで は 情報サー ビスで の中心企業であ るた めに

、網羅

な力を持ってい 的なデータと適切な利用 ・提供技術が重要であると考えている

る 原 因 ・理 由 に*ThomsonFinancia1で は 財 務 情 報(Financia1)サ ー ビ ス を 提 供 し

ついては、言語 ているが、この業界は大変競合が激 しい分野である。大手の競合会

の問題 、デー タ 社 としては、米国 はブル ームバー グ、 トム ソンな ど、ヨー ロ ッパは

ベ ース産業の歴 ロイ ターな どで あ る
。

史、経済状況な

ど様々に言われ

ていますが、 ど

のよ うにお考え

ですか。

⑰ 今後 、米国 で*West社 で は今 後 は、WestlawUK、Westlawカ ナ ダな ど、 各国別 に

のデ ータベ ー ス 各 国の判例 も検索 で きるよ うに して、世界全体 にWestlawサ ー ビス

産業のさらなる を展開していきたい。オース トラリア、香港などの判例の搭載も

育成 ・拡大に は 準備 して い る。 日本 にっ いては、 日本 の企業 と提携 してWestlawの

どのような方策 イ ン タ ー フ ェ イ ス で や る こ と を 検 討 し て い る 。

が必要 とお考え*Simba社 では、米国の情報サー ビスは飽和状態に近づいてお り、

ですか。 各企業は米国以外の市場にへ 目を向け始めているのが最近の特徴

であると指摘 している。

*AcNielsenで は 、今 後は検索イ ンター フェイ ス ・ソフ トの機 能が重

要 に なるで あろ うと考 えてお り、"OneNumber"と い う検索機能

に よ り検索 イン ター フェイス ・ソフ トの機能 を大 幅に改善 した。

*ACNielsenは 、 イ ンターネ ッ トに よって 、イ タ リア市場 を知ってい

るし、 日本の市場を知 っている。 しか し、顧客に提案することが

で き るマ ーケ ッ トリサーチエ キスパー トが必要 とされて いる。例

えば、 「コカ コー ラ社 との間を取 り持つ人」 のよ うなであ り、各分

野 ごとのカテゴ リー ビジネスが大事になるであろう。そのため、

ACNielsenで は そ の た め の シ ス テ ムCategoryManagement

IntelligenceSystemを 構 築 し て い る 。 今 後 は 、 こ の よ う な 分 野 の

システム化 を進めて行きたい。また、各企業のインターネッ トあ

る場合にはできればイン トラネ ッ ト上の必要な情報 も集め、分析

す る ことが 重要 で ある。 ユーザー 、 リテー ラそ してマニ ュファク

チャーを結び付けるのが役割である。

*今 後 は、Net-Rating、Eパ ネ ル 、メデ ィア トラ ッキングサー ビスな

どを考えている。消費者のデータの電子化を促進 したい。200

0年 には、カナダでの消費者データの電子化を実現 したい。また、

消費者のデータの電子化については範囲を拡大し、小規模企業に

も対象を広げているところである。

*ThomsonFinancia1デ ー タベー スは、事業規模 も大 き くなけれ ば成

功 しな い し、変 化 も非 常に早い ビジネス とい える。 米国 、 ヨー

ロ ッパ では、 ゆ っく りとデー タベー スの販売価格 が下 がってきて

いる。 トム ソン、ブル ームバー グ、 ロイ ターな どは、ピュアー ・デ

一 タベ ー スサ ー ビスか らデ ー タベ ー ス 情報 処 理(lnformation

ProcessingService)に 重 点 を 移 し て き て い る 。 今 後 は 、 そ こ か

ら非常に大きな ビジネスマージンが得られると期待されている。

*ThomsonFinancia1で は フ リーデー タベ ースか らは価 格的なプ レ

ッシャーを受けてお り、現行の価格を維持するのが大変である。

しか し、セ キ ュ リテ ィの保持 、適切 な情 報への よいナ ビゲーシ ョ

ンそ して適切な価格の設定などにより、フ リーデータベースに対

抗す る ことが で きる と考 えてい る。ThomsonFinancia1の サ ー ビス

を利用 して い るユーザー はプライベー ト・ネ ッ トワー クを利 用 し

てい る もの が50%、 イ ンターネ ッ トを利用 してい るものが50%の

比率である。



調査項目 2㎜ 年度の調査結果 1999年 度 の調査 結果

⑱ 利用者層は *West社 は法律事務所、企業の法務部門、弁護士、大学の法律大学

どのようになっ 院 な どを顧 客 と して いる。Westlawサ ー ビスの利 用者 は、大手 の

ていますか? 弁護士事務所はほとん どが顧客である。また、多くの弁護士を始

めとして、大学の法律大学院などの教授や学生、政府の法規・規制

に関係する部門、企業の法務部門なども利用者である。現在は、

小規模な弁護士事務所での利用も増えてきている。

*コ マ ン ドベ ースで あるDIALOGClassicWebは 企 業のサ ーチ ャー に

とって、検索機能 が優 れてお り、評価 されて いる。この他 に、DIALOG

Webと い う他 の検索イ ンター フェー スも提供 してい る。DIALOGWeb

は検索機能の制約があり、あまりなれていない利用者を対象 とし

ているが、提供 しているが、基本的には一つのWeb製 品に統合すべ

きだ と考 えて いる。

⑲ 日本 でデー

タ ベ ー ス サ ー

ビス を した と

き と米 国 で サ
一 ビス を展 開

した と き とで

は違 い は あ り

ますか?

⑳ 日本 と米国 *AcNielsen社 と しては、全体 として 、「顧客 はス ピー ドを要求す る *NTISで は 今後 の米 国 のデ一 夕ベ ー

とでセールー ス よ うになって きてい る。」 こ とを痛感 してい る。 スサー ビスの拡大 には、Webの さ ら

方法に差がある なる拡大が必要 と考える。

とお考 え で す

か?



且 データベース産業地連団体および調査会社への迦 〃の鰯 β
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① 調査方法に *イ ン ターネ ッ トの普及 でデー タベ ース ビジネ スが変 化 してお り、

つ いて。 どの よ 来年 は、レポー トの形態を変えなければいけないのではないか と

うにして資料を の指摘 があった。

収集 しているの

か?

② 収録の基準
と範 囲 につ い

て、デー タベー

ス コ ン テ ン ツ

会社 でWebサ ー

ビス を 開始 し

たISI社 な どが

収録 され て い

ない理由は?

③ 最近のデー *伝 統 的なオ ンライ ンサー ビスの世界 に、フ リーイ ンフォ メー シ ョ

タベース産業の ンサ ー ビス とWebオ ン ライ ンサ ー ビス とが生れ て きて大 き くサ ー

特徴について ビスの形態が変化 してきている。最近では、小規模な企業がオン

ライ ンデータベースの ビジネスに参入 してくるようになってきて

い る 。

*ワ イ ア レスへ の動 きは、 ヨー ロ ッパ の方 が米国 よ り速い と見 てい

る。 ヨー ロ ッパでは 、新 市場 と してイ ンターネ ッ トでの個人 の投

資市場が活発になってきている。
*調 査 報告書 中の 「Vertica1」 の 定義 につ いては、情報 ・デー タベ

一スが関連する電子商取引でのサー ビスも調査対象に含めてい

る。なお 、「Vertica1」 の 中では、建築 ・電力 な どの分野 ではコン

ソーシアムでの形態によるサー ビスも増えてきている。1
④ 利用者層の *「Web/オ ン ライ ンサ ー ビス」 に組

分析 は して い み入れる業態の定義あるいは範囲
ますか? は 、ス タ ッフが情 報 を収集 し、 内

部で検討 を加えて決定。

*対 象企業は、従来からの社 内での

情報の蓄積に加えて、データベー
ス企業、利用者、競合各社 、展示

会など様々な手段で入手 し、選定。

*対 象企業の売上高は、各企業の

年次報告書、直接 の取材、マーケ

ット占有率か らの推定、利用者数

からの推定な ど様 々な手法を組み

合わせて算出。

*毎 年の調査の蓄積 があるので、か

な り確度が高い結果が出す ことが

出来てい る。

*家 庭にパ ソコンが急速に普及 した

こ と。

*各 種のWebブ ラ ウザーが無料で配

布 された。

*高 速のモデムが普及。

*米 国では1999年 に全家庭の40%

以上でイ ン ターネ ッ トに アクセ

ス 。

*イ ンターネッ ト接続企業間の競争

により接続料金が急激に低下。

*「Web/オ ン ライ ンサー ビス」 に組

み入れる業態の定義あるいは範囲
は 、ス タ ッフが情 報 を収集 し、 内

部で検討を加 えて決定。

*政 府機 関で行っているものは無料

で入手
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①SIIAと し て SIIAと して の 中心 的 な活 動 は 、 現在 お よび 将来 の 情報 産 業 *最 近 で は、 イ ン ター ネ ッ トの普 及

はInformation (lnformationIndustry)全 体 の あ り方や 方 向性 を どの よ うに して に よ りア メ リカ オ ンライ ン(AOL)

Industryの 範 囲 ゆくべきかにっいて、分析 し、会員企業を支援 して行くことである。 や ヤ フー(Yahoo!)の よ うなデー

をどのように考 タベース企業か ソフ トウエ ア企業

えていますか? かの区別も難 しい業態の企業が増

加盟企業のリス えて きて い る。SIIAは ソフ トウエ

トは開示できま ア会社か らデー タベース会社まで

す か? 幅広い業態の企業が加盟する民間
Database の業界団体。

Industryと *加 盟企業のリス トは入手。

Information

Industryの 範

囲、関係はどの

ように整理して

いますか?

② デ ー タベ ー *SIIAの 会 員数は1,400社 で 、そ の う

ス産業の規模 ちの約400社 がデー タベース会

は 拡 大 してい 社で ある。

ますか?新 *SIIAと して は米国 デー タベ ー ス産

規の参入の状 業の売上等の統計 を取 ることはし

況 は ど うです てい ない。

か?現 在 の

売上規模、や今

後 の 予 測 な ど

のデ ー タは協

会 と して 把握

して いま す か、

把 握 して い た

ら、それは開示

で き ます か?

どの よ うな数

値 ・デ ー タを把

握 して いま す

か 。

③ デ ー タベ ー

ス ・情報産業に

つ い て協 会 と

して どの よ う

な 調 査 を して

いますか?

④ 現在、デー

タベ ー ス産 業

(情報産業)の

業 界 と しての

大 きな課題は

どの よ うな点

ですか?

⑤ 現在、議会 米 国では 、イン ター ネ ッ トの普 及 によ り,デ ー タベ ースサ ー ビス会 イ ン ター ネ ッ トの普 及 に よ り,デ ー

に上 程 され て 社 、 特 に 特 にWestPublishingやLexis-Nexisの よ う な 判 例 デ ー タ ベ タベ ー ス サ ー ビス 会 社 、特 に 特 に

い るデ ー タベ 一 スのサ ー ビス会社 、は無断 で多 くのデー タ をダ ウンロー ドされ、 WestPublishingやLexis-Nexisの よ

一 ス 保護 法案 再利用されるようなケースが生 じてお り、著作権法では保護 されな うな判例データベースのサービス会

につ い て は業 い事 実デ ータ(Factdata)に つ い ての法的 な保護 が必要 である こ 社、は無断で多 くのデータをダ ウン

界 と して の対 とを強く感 じている。本年、議会に法案が上程されたが、大統領選 ロー ドされ 、再利 用 され るよ うなケ

応 は どの よ う もあ り、廃案 となった。再度、来年に向けて、議会に対 して要請 し一スが生 じてお り、著作権法では保

に して い ます て行 く。 護 され ない事実デ ー タ(Factdata)

か? についての法的な保護が必要



⑥ 米国連邦政 *現 在はないが、政府の支援に よる

府、州政府など 大 きな コン ピュー タ化 プ ロ ジ ェク

に よ る デ ー タ ト が あ っ た 。 実 際 、Dun&

ベ ー ス ・情報 産 Bradstreetの デ ー タ ベ ー ス は こ の

業 へ の支 援 に よ うに して スター ト

は どの よ うな *Dun&Bradstreet現 在 、 特 定 企 業 に

もの が あ りま 対する政府のサポー トはない。

すか?

⑦米国政府のデ *昨 年 と 同 様 に 、 米 国 で のNIH〈NationalInstituteofHealth>の *米 国 で は 、NIH〈NationalInstitute

－ タベー ス政策 PubMedCentra1やDOE〈DepartmentofEnergy>の"PubScience" ofHealth>のPubMedCentra1や

について な どと、商業ベー ス との競合 が起 きてい る。 これ らは民間のWeb/ DOE〈DepartmentofEnergy>の

オンラインサービスに今後 も大きな影響を及ぼす可能性があると
"P
ubScience'な ど の 方 向 も あ り 、

考 えて いる。 商業ベースでの拡大になるのか、

政府による事業となるかの2つ の

流れが現れている。 これ らは民間

のWeb/オ ン ラ イ ンサ ー ビス に今

後も大きな影響を及ぼす可能性が
あると考えている
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